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新潟大学 

 

○ 大学の概要 

※原則として H28 年度末現在で記載 
(1) 現況 
① 大学名 

国立大学法人新潟大学 
 
② 所在地 

本部，五十嵐地区，旭町・西大畑地区    新潟県新潟市 
長岡地区                                新潟県長岡市 

 
③ 役員の状況 

学長名  髙橋  姿（平成 26 年２月１日～平成 32 年１月 31 日） 
理事数  ６人 
監事数  ２人（うち非常勤１人） 

 
④ 学部等の構成 

学 部 人文学部 
教育学部 
法学部 
経済学部 
理学部（理学部附属臨海実験所 ※） 
医学部 
歯学部 
工学部 
農学部（農学部附属フィールド科学教育研究センター 
    佐渡ステーション ※） 
創生学部 

大学院 教育学研究科 
現代社会文化研究科 
自然科学研究科 
保健学研究科 
医歯学総合研究科 
技術経営研究科 

附置研究所 脳研究所 ※ 
災害・復興科学研究所 

附属病院 医歯学総合病院 

附属学校 教育学部附属幼稚園 
教育学部附属新潟小学校 
教育学部附属長岡小学校 
教育学部附属新潟中学校 
教育学部附属長岡中学校 
教育学部附属特別支援学校 

※は、共同利用・共同研究拠点又は教育関係共同利用拠点
に認定された施設を示す。 

 

 
⑤ 学生数及び教職員数（平成 29 年 5 月 1日現在） 

学生数 
 学部学生         10,308 人（留学生内数  56 人） 
 大学院学生         2,067 人（留学生内数 204 人） 
 養護教諭特別別科         39 人 
 附属学校園児・児童・生徒  1,646 人 

教職員数 
 教員            1,203 人 
 職員            1,405 人 

 
(2) 大学の基本的な目標等 
 新潟大学は，高志の大地に育まれた敬虔質実の伝統と世界に開かれた海
港都市の進取の精神に基づいて，自律と創生を全学の理念とし，教育と研
究を通じて，人類の知の継承・創造につとめ，世界の平和と発展に寄与す
ることを全学の目的とする。 
 この目的を実現するために，新潟大学は，人文社会科学，自然科学，生
命科学全般にわたる教育研究を行う大規模総合大学として，多様な価値観
を共有できる有為な人材の育成と特色のある研究，融合的研究の推進に全
力を尽くす。そして，日本海側ラインの中心新潟にあるという本学の特色
を活かし，新潟からアジア，世界に発信するネットワークを構築し，国際
的な広がりを持った地域創生に寄与する。 
 新潟大学は，人材育成目標を踏まえて教育課程を抜本的に見直した学位
プログラムによる教育を深化させる。学士課程においては教養教育と専門
教育が融合した教育を行い，地域に根ざし世界で活躍できる課題発見・解
決能力に富んだ職業人を養成する。大学院においては時代の要求に即応す
ることのできる，より進んだ学際的な教育と研究を行い，チャレンジ精神
に満ちた高度の専門的職業人及び研究者を養成する。また，優秀な留学生
や学び直しを望む社会人にも広く開かれた大学を目指す。 
 研究面では，脳研究など世界トップレベルにある分野をはじめ，強み特
色のある研究を推進することによって，大学全体の研究力を高める。こう
した教育研究活動の活性化を実現するために若手研究者，女性研究者，外
国人研究者など多様な人材を登用する。 
 新潟大学は，新潟県・近隣諸県，農業など地域の特色ある産業との連携
プラットフォームを構築して，地域課題の解決に向けてのグローバルな取
組を展開し，地域の活性化を牽引する。そして，質の高い健康長寿社会の
形成を目指し，高齢社会が直面する様々な問題の解決に資する研究に力を
尽くす。医歯学総合病院では，地域医療に貢献するとともに，高度専門医
療人の養成と先進的医療技術の開発を行い，日本海側ラインの基幹病院と
して，最高・最先端の医療を持続的に提供する。 
 新潟大学は，上に掲げた目標に向かい，学長のリーダーシップの下，全
学をあげて邁進する。 

 
(3) 大学の機構図 

別紙のとおり 
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国立大学法人新潟大学における運営体制図
平成29年度（末）

新潟大学

文部科学大臣

意見提出

教育研究に関する方針案等の提案経営方針，計画案等の提案

審議結果

副 学 長
( ８人)

経 営 協 議 会
（15人）

（主に経営面を審議）

学内委員
・学長
・学長指名の

理事 ６人

学外委員

８人

教育研究評議会
（51人）

（主に教学面を審議）

・学長 ・ 病院長
・学長指名の ・ 附属図書館長

理事 ６人 ・ 副学長 ７人
・学系長 ３人 ・ 副学系長 ３人
・学部長 10人 ・ 副学部長 10人
・研究科長 ６人 ・ 副病院長 １人

・附置研究所長２人

学長選考会議

（１０人）
経営協議会選出 5人

教育研究評議会選出 5人

学系，学部，研究科，研究所等

学 内 の 各 種 委 員 会

監事

審議結果

監査室

施
策
等
の
提
示
・
実
施
指
示

意見提出

役 員 会 （７人）
（運営等の重要事項の審議）

理 事
（副学長）
企画・評価

担当

理 事
（副学長）

教育・
高大接続

担当

理 事
（副学長）
研究担当

理 事
（副学長）
総務・労務

担当

理 事
（副学長）
国際担当

理 事
（副学長）
社会連携・

財務
担当

学 長

経営戦略本部
企画戦略会議

※赤字は，平成28年度からの変更点
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学 長 室 IR推進室

・ 病院長※

・ 附属図書館長
・ 副学長 ７人
・ 副学系長 ３人
・ 副学部長 10人
・ 副病院長 １人

※病院長は副学長
を兼ねる



新潟大学の教育研究組織（教員の所属組織）（平成29年度）
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新潟大学
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新潟大学の事務組織（平成29年度）

は，平成29年度に
再編した組織

その他の理事

理事
（総務・労務担当）

平成28年度
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総務課

学務課

監査室

総務部

研究企画推進部

財務部
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学生支援課

教務課
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施設管理課

施設整備課

施設保全課

学術情報部

学術情報管理課

学術情報サービス課

情報企画課

人事課

企画課

安全管理課

総務課

医歯学総合病院事務部

総務課

経営企画課
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医事課

自然科学系事務部
総務課
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その他の理事

理事
（総務・労務担当）

平成29年度

総務課

学務課

監査室

総務部

研究企画推進部

財務部

学務部
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研究推進課

産学連携課

財務企画課

財務管理課

学生支援課

教務課

連携教育支援課
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１．教育研究等の質の向上の状況 

(1) 教 育 

○創生学部の設置と新たな教育システムの開始 

 「３．戦略性が高く，意欲的な目標・計画の状況」（10～11 頁）参照。 

 ※関連する中期計画：【２】【３】 

 

○「新潟創生人材育成プログラム」の構築 

地域の問題を発見・解決し，魅力を発信できる人材を育成するため，新潟の

歴史，文化，自然や地域活性化，産業振興に関して，新潟県内市町村・産業界

と大学との協働による講義や実際のフィールドで活動する演習から構成される

「新潟地域志向科目」群（計 111 科目）を新たに整備するとともに，当該科目

群を含むパッケージ型のカリキュラムにより新潟地域の課題解決に資する特定

領域について体系的に学ぶ「新潟創生人材育成プログラム」を新たに構築した。

平成 29 年度は一定の科目を履修した 11 人を「新潟創生人材」として認定した。 

 

○歯学教育の高度化 

大学間連携共同教育推進事業「連携機能を活用した歯学教育の高度化プログ

ラム」（平成 24～28 年度，連携校：東北大学，広島大学）における，共通教材

の開発，病態顎模型の完成，技能教育の客観的評価法の開発等の成果が，他大

学の教育プログラムの構築，臨床実習終了時技能評価試験，モデル・コア・カ

リキュラム，歯科医師国家試験出題基準等に非常に大きなインパクトを与えて

いると評価され，事後評価で最高ランクのＳ評価を獲得した。 

 

○社会との連携教育の充実 

学内外の連携教育に係る情報を一元的に管理し，社会のニーズにより的確か

つ機動的に対応するとともに，連携教育の開発・企画の支援に関わる全学的な

マネジメントを行うことを目的に，教育・学生支援機構に「連携教育支援セン

ター」を設置し，専任教員１人と特任教員３人を配置した。 

産学交流フェスタ（学内主催），インターンシップマッチングフェア（新潟

県主催）に参加し（参加者計 880 人超），学外協働体制を強化するとともに，AP・

COC+事業シンポジウム（各１回）及びインターンシップフォーラム（２回）を

開催し，社会に対する連携教育の成果発信を行った（参加者計 488 人）。 

これらを通じて長期学外学修先の企業等の開拓を進め，学外学修科目を平成

28 年度の５科目（履修者 52 人）から 24 科目に拡大した（同 452 人）。 

 

○クォーター制の導入 

多様な学修プログラム実施のための教育環境整備の一つとして，クォーター

制を導入し，それに対応できるよう，①履修者決定の迅速化，②学生の履修を

支援するシラバス項目の見直し，③学生の履修機会を確保するため，定員の空

きのある科目への追加登録機能の付与，④特に聴講したい科目については３科

目まで抽選等において聴講許可となる確率が高まる機能の付与など，教務シス

テムの改修を行った。なお，クォーター化導入率は，平成 29 年度の 25.8％か

ら平成 30 年度は 45.1％へ大幅に向上した。 

 

○教職大学院最初の修了生 

教職大学院独自の教員採用試験合格支援プログラムを立ち上げ，面接，小論

文指導，願書指導，模擬授業，場面指導，総合演習等の内容で，９回の支援活

動を行い，学部新卒院生４人全員が教員採用試験に合格し，採用された。 

学校経営コース所属の現職教員２年次学生６人全員が，各関係教育委員会の

推薦を受けて，教頭登用検査又は主幹教諭登用検査に合格あるいは修了後に指

導主事として教育委員会に採用された。 

 

○経済支援制度の充実 

本学の学生支援，大学広報，国際交流等の業務に学生を運営補助者として従

事させ，これに対して謝金を支払うことにより，学生の経済的支援と就業意識

の醸成，並びに学生の視点に立った学生支援を実現することを目的として「新

潟大学学内ワークスタディ制度」を実施し，延べ 763 人を対象として総額 4,800

千円を配分した。また，大学院学生向けの新たな給付型奨学金制度「新潟大学

博士課程奨学金」を平成 30 年度より開始することを決定した。 

 

 

(2) 研 究 

○脳研究所における研究活動 「(7) 脳研究所」（８頁）参照。 

 

○災害・復興科学研究所における国内共同研究ネットワークの強化 

災害・復興科学研究所は，防災科学技術研究所と包括連携

協定を締結した。また，防災科学技術研究所，京都大学と共

同で積雪重量分布情報「雪おろシグナル」を開発し，１月か

ら新潟県でその運用が開始され，年度内だけで５万件を超え

るアクセスを得た。このほか，鳥取県と災害対策に係る連携

○ 全体的な状況  

雪おろシグナル
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に関する協定を締結し，平成 29 年鳥取県大雪災害シンポジウムを鳥取県と共催

した。 

「複合・連動災害の発生メカニズムの解明と減災技術の確立に向けた研究」

及び「日本海側地域や環東アジア地域に特有な災害のメカニズム解明と減災に

関する研究」を対象として，公募型共同研究 22 件（対前年度７件増）を採択し

研究を開始した。なお，研究分担者を含めた共同研究への参画者は 89 人（対前

年度 34 人増）であった。このほか，国内 46 件（大学，国立研究機関，気象庁

等），海外９件（トルコ・スリランカ・ミャンマー等）の研究交流を実施した。 

NHK 新潟放送局と共同制作の防災コーナー「おしえて！防災せんせい」が，

第 23 回 NHK 関東甲信越地域放送文化賞を受賞した。 

 

○環境・エネルギー研究の国際的展開 

韓国エネルギー技術研究院（KIER），オーストラリア連邦科学産業研究機構

（CSIRO)，スペイン IMDEA エネルギー研究院と太陽熱研究に関する包括的研究

協定を締結し，この傘下で，KIER とソーラー水熱分解水素製造器の太陽炉によ

る実証試験の共同研究を開始した。本学を日本側の連携研究機関として，アデ

レード大学（オーストラリア）がオーストラリア再生可能エネルギー庁（ARENA）

へ応募した「INTERNATIONAL ENGAGEMENT PROGRAM」が採択され，この予算によ

り太陽熱利用の分野で日本とオーストラリアの研究者交流が活発に行えるよう

になり，特に 2020 年に本学でソーラー燃料システム等に関する国際会議を開催

することが決定した。 

 

○「国立大学若手人材支援事業」等による若手研究者の採用・育成 

平成 29 年度「国立大学若手人材支援事業」によるテニュアトラック制を利

用した若手研究者の公募を行い，環東アジア研究（考古学）分野，災害・復興

科学（雪氷防災）分野，健康寿命未来医科学分野（臨床病理学），健康寿命未来

医科学分野（口腔生化学），食品安全学・食品衛生学分野，量子科学分野の６分

野に計６人（うち２人は女性，１人は外国人）を採用した。これらの研究者を，

研究に専念できる超域学術院に配置し，１人当たり 200 万円のスタートアップ

資金及び筆頭研究者として外部資金を獲得できるようにするために広範囲な助

言等を行うメンターの配置等の支援を行った。 

これにより，平成 26 年度以降の「優れた若手研究者の採用拡大支援事業」

により採用された若手研究者と合わせると，合計 29 人となった。 

 

 

(3) 社会との連携や社会貢献及び地域を志向した教育・研究 

○「ビジネスプロデュース室」の設置と企業・団体等との連携協定の拡大 

 「３．戦略性が高く，意欲的な目標・計画の状況」（13 頁）参照。 

 ※関連する中期計画：【３７】 

 

○地域の教育力を活用した学外学修プログラムの拡大 

 「３．戦略性が高く，意欲的な目標・計画の状況」（12 頁）参照。 

 ※関連する中期計画：【４】 

 

 

(4) グローバル化 

○「環東アジア地域教育研究ネットワーク」の設置 

 「３．戦略性が高く，意欲的な目標・計画の状況」（13～15 頁）参照。 

 ※関連する中期計画：【３７】【４１】 

 

○文部科学省「大学の世界展開力強化事業」の推進 

平成 26 年度文部科学省「大学の世界展開力強化事業（ロシア）」に採択され

た「日露の経済・産業発展に資するグローバル医療人材育成フレームワークの

構築」において，ロシア・クラスノヤルスク医科大学をはじめとする８大学と

の間での４つの交流プログラムにより，派遣・受入総数が，目標の 31 人を 52％

上回る 47 人（派遣 27 人，受入 20 人）となった。 

平成 27 年度文部科学省「大学の世界展開力強化事業（トルコ）」に採択され

た「経験・知恵と先端技術の融合による，防災を意識したレジリエントな農学

人材養成」において，トルコ・アンカラ大学をはじめとする３大学との間での

交流プログラムを実施し，派遣・受入総数が，目標の 42 人を上回る 48 人（派

遣 26 人，受入 22 人：派遣については連携大学である福島大学やトルコの２大

学からの参加者も含む）となった。 

平成 28 年度文部科学省「大学の世界展開力強化事業（ASEAN）」に採択され

た「メコン諸国と連携した地域協働・ドミトリー型融合教育による理工系人材

育成」において，タイ・チュラロンコン大学をはじめとする４ヶ国・４大学と

の間でインターンシップを必修科目とした各プログラムを実施し，派遣・受入

総数が目標の 30 人を上回る 36 人（派遣 17 人，受入 19 人）となった。 
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(5) 附属病院 

○災害医療人材養成（教育・研究面） 

「発災から復興まで支援する災害医療人材養成」として，医療・行政等を対

象とした大学履修証明プログラムを実施し，55 人（対前年度 20 人増）が履修

した。また，災害時の保健医療対応 BHELP 標準コース，DMAT 隊員養成コース，

多数傷病者対応コース，災害薬事コース，テロ特殊災害対応コース等の資格認

定コースを 11 回開催し，253 人（対前年度８人増）が資格を取得した。このほ

か，多職種を対象にした災害医療人材養成に関わるセミナーを 19 回開催し，受

講者は 605 人（同 50 人増）となった。 

 

○新潟医療人育成センター等を活用した地域医療人の養成（教育・研究面） 

新潟医療人育成センターにおいて，高機能シミュレータを使用した「新潟呼

吸器道場」，「消化器内科分野ハンズオンセミナー」など，シミュレーション教

育プログラムを 313 回開催し，新潟県全域の医師延べ 829 人が受講した。なお，

新潟医療人育成センターにおける研修会等の開催件数は 678 回（対前年度 43％

増），利用者は 25,141 人（同 25％増）であった。 

また，魚沼地域医療教育センターにおける臨床実習等に医学科６年１人，医

学科５年 112 人，研修医４人を受け入れるとともに，新潟県と連携して，総合

診療医育成等を目的に「地域医療研修特別プログラム」を開設し，卒後臨床研

修医（初期研修医）８人が受講した。 

 

○臨床研究推進センターの設置（教育・研究面） 

臨床研究支援組織の一元化と拡充を図るため，シーズ探索とその実用化に向

けた育成支援等を行う臨床研究開発戦略部門，研究の品質管理等コンサルテー

ションを行う臨床研究品質管理部門，治験・臨床研究の実施支援を行う臨床研

究実施部門，広報・審査委員会事務局運営を行う運営管理部門の４部門からな

る「臨床研究推進センター」を４月に設置し，10 月から従来の治験支援に加え，

臨床研究の実施相談・実施計画の立案等の研究支援を開始した。同センターに

おいて９件（うち２件は支援依頼計画中）の新規臨床研究サポートを実施した。 

 

○患者総合サポートセンターの設置（診療面） 

４月に「入退院センター」を「患者総合サポートセンター」に名称を変更し，

周術期の術前スクリーニングを充実させるため，看護師の配置拡充，面談室の

増設を行うとともに，８月からは周術期口腔管理支援業務を開始した。さらに，

10 月に既存の地域保健医療推進部，医療相談室を加え，「一体運用・情報共有・

協同支援」体制とし，入退院に限らず全ての相談等に対するワンストップサー

ビスの提供ができる体制を整えた。 

 

○戦略企画室の設置とデータ分析を踏まえた経営戦略の策定（運営面） 

病院経営に関する企画立案機能の強化のため，病院長のリーダーシップの下

で戦略的に取り組むべき課題についての企画立案を行う，医師中心の多職種組

織として「戦略企画室」を設置した。 

HOMAS2（国立大学病院管理会計システム）を活用して，①医薬品の使用量と

保険請求状況の分析結果に基づく医薬品毎の採算性の可視化，②患者別原価計

算の設定による症例毎分析，③指導料算定のベンチマーク分析等を行い，新た

な視点での経営分析を実施した。 

 

 

 

(6) 附属学校 

○次期学習指導要領を意識した取組（教育課題への対応） 

附属新潟小学校では，育成する資質・能力を，知識・技能，思考力・判断力，

態度，協調性，ツール活用能力の５つに焦点化した教育課程を試作し，２月の

研究会（参加者約 1,300 人）では，この教育課程を作成する方法や効果等を提

案した。 

附属新潟中学校では，「意味ある文脈での課題設定」「対話を促す工夫」「学

びの再構成を促す工夫」を３つの重点と定め，それを活かした確かな学びを促

す教育課程の試案を作成し，10 月に開催された中学校教育研究発表会（参加者

約 600 人）で提案した。 

附属長岡校園では，平成 29 年度に文部科学省研究開発学校の指定を受け，「統

合的な学びの実現」をテーマに，幼小中一貫教育に取り組み，「教育研究発表会」

における発表や教職大学院における講義を通じて発信した。 

 

○教育学部以外の学部等との新たな連携（大学・学部との連携） 

附属新潟小学校において，人文学部の哲学担当教員を加えた道徳の授業研究，

教育学研究科教員を代表とする脳研究所統合脳機能研究センターとの共同研究

における児童の被験者としての協力，総合的な学習のカリキュラムに関する創

生学部教員との協議及び授業研究が新たに行われた。また，平成 30 年度から，

教職大学院の学部新卒院生の１年次前期の実習を附属新潟小学校・中学校で実

施することを決定した。 

 

 



     新潟大学  

- 8 - 

 

○「教員免許状更新講習」の実施，附属学校教員の派遣等（地域との連携） 

教育委員会と組織的に連携し，各附属学校園において，附属学校の教育資源

を活かした「教員免許状更新講習」を６講座実施する（対前年度１講座増；受

講者延べ 215 人）とともに，「初任者研修」等として講話や授業公開等を行った

（参加者 121 人）。また，地域の学校が抱える今日的課題を解決するために，附

属学校教員を研修会の講師や授業研究助言者等として149回（対前年度34％増）

派遣するとともに，研究発表会以外に公開授業を 119 回実施した。 

 

○「高度教員養成プログラム」の立案（役割・機能の見直し） 

大学院学生の教職の実践力強化のため，附属学校運営協議会において立案し

た「高度教員養成プログラム」として，現代社会文化研究科と自然科学研究科

において，新たな授業科目として「教職実践学校インターンシップ」を開設し，

両研究科の大学院学生の教育実習を附属学校で受け入れることとした。 

 

 

(7) 脳研究所【共同利用・共同研究拠点「脳神経病理標本資源活用の先端的共

同研究拠点」（平成 22 年４月認定），平成 28 年４月から「脳神経病理資源活

用の疾患病態共同研究拠点」に名称変更，認定更新】 

ア．拠点としての取組 

○病理標本資源の保存とそれを活用した共同研究の実施 

 「３．戦略性が高く，意欲的な目標・計画の状況」（18 頁）参照。 

 ※関連する中期計画：【２４】 

 

○シンポジウムの開催 

３月に「第７回生理研‐霊長研‐脳研合同シンポジウム」を開催し，２日間

に 81 人が参加した。また，“The innovative progress of neuroscientific 

research through the use of advanced animal models”をテーマに「第８回

新潟大学脳研究所共同研究拠点国際シンポジウム」を開催し，当該分野の国内

外の研究者による講演（15 題）・討論並びにポスター発表（37 題）が行われ，

２日間に延べ 250 人が参加した。 

 

イ．脳研究所の取組等 

○脳をシステムと捉えた研究の開始 

 「３．戦略性が高く，意欲的な目標・計画の状況」（17 頁）参照。 

 ※関連する中期計画：【２３】 

○アルツハイマー病の発症前診断のヒトへの応用開始，種々の画像診断法の動

物実験による評価開始 

 「３．戦略性が高く，意欲的な目標・計画の状況」（18 頁）参照。 

 ※関連する中期計画：【２４】 

 

 

(8) 教育関係共同利用拠点 

○理学部附属臨海実験所【教育関係共同利用拠点「離島生態系における海洋生

物多様性教育共同利用拠点」（平成 25 年８月認定）】 

国内外の学生を受け入れて 12 件の実習を実施した。その中の１件は，モナ

ッシュ大学や国立ハノイ教育大学等の４つの海外の研究教育機関との連携の下

に国際臨海実習「International Marine Biology Course」を実施した（参加者

18 人）。本実習における海外連携校数は，前年度より３校増加し，国際連携ネ

ットワークが拡大された。また，高校生公開臨海実習を前年度と同様に 48 人の

参加者を得て実施した。さらに，本年度新たに早稲田大学高等学院中学部の臨

海実習を実施（参加者 21 人）するなど，中等理科教育への貢献も拡大した。な

お，年間利用者は延べ 1,662 人（学内者 462 人，学外者 1,200 人）であった（対

前年度 27 人増）。 

 

○農学部附属フィールド科学教育研究センター佐渡ステーション【教育関係共

同利用拠点「佐渡島の自然環境を利用した教育関係共同利用拠点」（平成 24

年７月認定）】 

他大学，専門学校の多様な形態の共同利用実習を 16 件行い，延べ 700 人が

参加した。また，他大学実習を新規で４件開始した。単位互換型公開林間実習

を１件行い，７人が参加した。このほか，本学留学生対象の実習を１件行った。

なお，年間利用者（研究での利用者は含むが，エコツアー客は含まない）は延

べ 2,355 人（学内者 1,401 人，学外者 954 人）であった（対前年度 618 人増）。 

教育共同拠点に関する情報を発信するためにホームページ，フェイスブック

上で随時更新を行うとともに，ニュースレターを３回発行した。また，公開セ

ミナー（佐渡ゼミ）を５回開催し，92 人が参加した（対前年度 101 人減）。 

 

 
２．業務運営・財務内容等の状況 
（１）業務運営の改善及び効率化に関する目標   特記事項（62 頁）を参照 
（２）財務内容の改善に関する目標        特記事項（70 頁）を参照 
（３）自己点検・評価及び情報提供に関する目標  特記事項（73 頁）を参照 
（４）その他の業務運営に関する目標       特記事項（80 頁）を参照 
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３. 「戦略性が高く意欲的な目標・計画」の状況 

 ユニット１ 新潟大学型質保証による学位プログラムの推進を中核とした教学システム改革 

 中期目標【1】 

 

・新潟大学は，日本海側ラインの中心新潟にある大規模総合大学の特色を活かし，学士課程において教養教育と専

門教育が融合した学位プログラムを深化させ，地域課題など現代の複雑な課題を解決できる，専門分野に立脚し

た人材，幅広い分野に適応する能力と専門知識を兼備した人材を育成する。 

 

 

 

中期計画【1】 

 

・本学が全国に先駆けて整備した主専攻プログラム（学位プログラム）において，各分野のミッションの再定義並

びに主体的な学修への転換に合わせて，人材育成目標と学位授与方針（ディプロマポリシー)を平成 28 年度に見

直す。この新たな人材育成目標の下で，平成 30 年度を目途に，教育課程編成方針(カリキュラムポリシー)，入学

者受入方針(アドミッションポリシー)を含めた３つのポリシーを統一的に再整備し，主専攻プログラムごとに総

括的評価を行うための成果指標を明確化する。 

 

 

平成 29 年度計画【1-1】 

 

・ディプロマポリシー，カリキュラムポリシー，アドミッションポリシーの３ポリシーの再構築を踏まえ，学士課

程の各教育プログラム（学位プログラム）において，ディプロマポリシーに対する総括的評価の方針の策定に向

けて検討する。 

 

実施状況 

 

・教育戦略統括室教育プログラム評価部門を中心として，教育プログラムの質保証と評価の課題について検討を進

め，新潟大学教育戦略フォーラムにおいて，内部質保証強化に関する検討経過を報告し，ディプロマポリシーの

総括的評価に向けた課題を提示・共有した。それを受けて，本学における教育プログラム評価のビジョン・仕組

み・体制等について検討し，『新潟大学における「学位プログラム評価」の基本枠組み』を策定した。この基本

枠組みにおいて，人材育成目標の適切さ，カリキュラムの適切さ，学修成果の評価と達成状況，学位プログラム

の改善状況の４つの観点から６年毎に総合点検を実施することを明記した。 
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中期計画【2】 

 

・複雑化する社会の課題，とりわけ新潟県を中心とした日本海側地域の課題を，複眼的な視野を持ち総合的に解決

できる人材（ソリューション志向型人材）を育成するために，多様な学問領域を教育できる本学の総合力を活用

して，解決すべき課題を中心に分野融合的に学修する新たな教育システムを，平成 29 年度を目途に構築し展開す

る。 

 

 平成 29 年度計画【2-1】 

 

・ソリューション志向型の人材育成を目指した創生学部を設置し，社会の課題を広い視野で捉え，その解決に向か

って自らの学修をデザインするための新しい初年次教育を実施する。 

 

  実施状況 

 

・創生学部を設置し（平成 29 年度入学者 71 人），以下のような新しい初年次教育を実施した。 

①到達目標とそれに合わせた学修計画を自ら立てて学ぶ創生学修課程を理解するための「創生学修入門」と「リ

フレクションデザインⅠ」を開講した。また，「リフレクションデザインⅠ」でまとめた自身の目標に合わせ

て，個々が２年次から学ぶ専門の学修（領域学修）を選択するための科目として，関連６学部が協働して実施

する「リフレクションデザインⅡ」及び「領域概説Ａ～Ｆ」を，関連学部教員の協力を得て開講・実施した。 

②グループワークによる課題探求活動，それぞれのテーマに対する提言等のまとめと発表からコミュニケーショ

ン力を早期に向上させる「基礎ゼミⅠ，Ⅱ」を実施した。 

③事前・事後学修とともに４週間企業や自治体等に出向いて課題解決に関する提案等に取り組む「フィールドス

タディーズ」（学外学修）を実施し，フィールド先での発表や，全体発表を行った。これらの活動は，受け入

れ先企業等から「困難な課題に粘り強く取り組み，私たちの想像以上の成果をあげた」「最終プレゼンテーシ

ョンにおいては，課題解決のための具体的な分析結果と自由な発想による企画立案が反映されていた」等の高

い評価を受けた。 
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 中期目標【2】 

 

・地域に根ざし世界で活躍できる課題発見・解決能力に富んだ人材を育成するために，主体性を重視した教育課程

を整備し，学生の自律的な学修を強化する。 

 

 

 

中期計画【3】 

 

・平成 29 年度を目途に，学内外での問題解決型学習（PBL）等を通じて受動的学修態度から能動的学修態度への転

換を図る初年次教育を構築し，それに続き高年次にも能動的学修を拡充する。また，この拡充に合わせ，本学が

先進的に開発し導入している自らの学修成果を確認・評価する「新潟大学学士力アセスメントシステム（NBAS）」

を活用し，教育効果を向上させる。 

 

 

平成 29 年度計画【3-1】 

 

・「新潟大学学士力アセスメントシステム（NBAS）」を活用し，初年次における「リフレクションデザイン（能動

的学修も含め，振り返りと次の学修計画立案を行うなど，学生の意識付けが進み，自律的な学修がさらに促進さ

れるような学修）」を実施する。 

 

実施状況 

 

・リフレクションデザインを各主専攻プログラムに浸透させるため，各主専攻プログラムの代表者から構成される

教育・学生支援調整会議（10 月及び３月）を活用して以下を行った。 

①各主専攻プログラムにおいてリフレクションデザインに関する定性的，定量的なデータに基づく修正・改善を

支援・検討するため，生活科学プログラム，森林環境学プログラム，農業工学プログラムの卒業時学生に対し

て NBAS を活用したリフレクションデザインの修正・改善のためのアンケートを実施し，その成果を共有した。 

②各主専攻プログラムにおけるリフレクションデザインの成果に関する定性的，定量的なデータに基づき，NBAS

導入による教育改善の可能性，NBAS の運用における工夫等について自己評価した結果を持ち寄ることを依頼し

た（平成 30 年５月集計予定）。 

・創生学部では，「リフレクションデザインⅠ」において，学生自身が今後身につけるべき能力等を考えて，NBAS

の振り返り欄にまとめるなど，到達目標創生型の創生学部の教育課程に即したNBASの活用を学生全員が開始した。 
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中期計画【4】 

 

・学生の学修に対する主体性と動機づけを高めるために初年次を中心とした長期学外学修を推進し，地域の人々や

団体との協働により課題探求・解決への志向性を育んでいく「地域の教育力」等を活かした授業科目を平成 29 年

度を目途に整備する。 

 

 平成 29 年度計画【4-1】 

 

・「地域の教育力」等を活かした地域共生プログラム等の学外学修プログラムや低学年次からのインターンシップ

を授業科目として実施する。 

 

  実施状況 

 

・主体的・能動的学修者への動機付けを図る初年次教育改革の一環として，学外学修プログラム（学生の主体性や

動機付けを高める「地域に密着した学修」，「産業界にコミットした学修」，「海外に意識を向けた学修」及び

「学生企画の実現に向けた学修」の総称）を開始した。前年度の試行結果及び成果を踏まえ，学外学修先の企業

等の開拓を進め，地域の教育力等を活かした学外学修プログラム（海外プログラムを含む）を第２ターム又は集

中講義形式で開設した（24 科目，受講者 452 人：対前年度 19 科目 400 人増）。また，学習フィールドを海外に設

定して事前事後学習を含む初年次転換教育科目を試行的に１科目開設した（受講者 13 人）。 

・総合大学の特性をいかし，学生が学部・学科の枠を越えて地域との協働により課題を解決する力を養成する正課

外の活動である「ダブルホーム活動」を実施した（17 ホーム，参加者 374 人：対前年度１ホーム 38 人増）。その

中で，これまで 10 年間にわたる活動の成果をとりまとめ，学内外に公表した。また，ダブルホーム活動を「学生

の汎用的能力の育成」のみならず「地域の魅力発信」にも貢献する活動と位置付け，商店街との連携による地域

を知っていただくための魅力発信，地域主催のイベントに関する広報用ポスターの作成と発信，フェイスブック

を活用した活動成果発信（35 件）など，地域との連携を一層強化した。さらに，地域の協力を得て自治体が行う

助成事業へ積極的に応募するとともに，クラウドファウンディングによる寄附金の受入を検討するなど，外部資

金の導入を図るための具体的な方策も開始した。加えて，活動の効果検証，成果発信，及び地域の方々から意見

を伺う機会として「第９回ダブルホームシンポジウム」を開催し，292 人（学生 157 人，教職員 54 人，地域の方

64 人，卒業生 17 人）の参加があった。 
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 ユニット２ 環東アジア地域教育研究拠点形成と地域社会への還元システム構築 

 中期目標【19】 

・日本海側ラインに位置する大規模総合大学の特色を活かして，「環東アジア地域教育研究機構」を設置し，地域

課題をグローバルな視野から検討・提言するとともに，新潟県を中心とした日本海側の地域活性化，地域創生に

取り組む。 

 

 

中期計画【37】 

・環東アジアの地域交流の中で，地域の雇用創出や活性化事業を行う「地域創生推進機構」を平成 28 年度に設置し，

日本海側の地域課題について，国際的な比較調査に基づき提言するシンクタンク活動，高付加価値型事業展開を

目的とした産学共同連携事業，魅力あるまちづくりの提案等の地域創生事業を地方自治体や地域産業と連携して

行う。更に，環東アジア地域に整備する海外リエゾンオフィスを活用して，グローバルな視点から地域課題に取

り組むことのできる人材育成機能と環東アジア地域研究機能を強化する。この成果を活かし，平成 30 年度に「環

東アジア地域教育研究機構」を設置し，地域創生事業を強化する。 

 

平成 29 年度計画【37-1】 

・地域創生推進機構を中心として，連携協定を締結した地方自治体との協働事業を展開し，地域課題の解決に貢献

する。また，地域企業との共同研究件数を増加させるとともに，包括連携協定等に基づく大規模な共同研究を実

施する。 

実施状況 

・地方自治体や地域産業との産学官連携を強力に推進する「組織」対「組織」の連携体制による持続可能な事業を

推進するため，10 月に地域創生推進機構内の「地域創生推進企画室」を「ビジネスプロデュース室」に再編した。 

・新潟県燕市との連携協議会で検討した雇用創出等の活性化事業のうち，大学生のインターンシップ受入推進事業

「つばめ産学協創スクエア事業」が本格的にスタートし，工学部学生が中心となって就業体験を開始した。さら

に，人材不足に悩む新潟県内企業の課題解決を目的に，インターンシップ等の各種施策の拠点施設の整備につい

て本学と自治体及び新潟県内企業の関係者が協議を続けた結果，燕市地域の産業界支弁によるインターンシップ

学生のための宿泊兼交流を目的とする施設が２月に竣工した。 

・連携協定を締結している第四銀行とは，３月末までに本学の産学官連携コーディネーターと新潟県内の企業へ同

行訪問を 48 回（対前年度 34 回増）行い，企業側から技術課題相談を 53 件（対前年度 37 件増）受け，共同研究

契約２件を締結した。 

・包括的な産学連携に関する協定を締結しているデンカ（株）とは， 10 月にこれまでの共同研究成果に関する報告

会を開催した。また，大規模な共同研究を行うため，共同研究講座を１件設置した。 

・以下の６機関と連携協定を締結し，年度末までに連携協定を締結した団体は 20 団体となった。 

①（公財）環日本海経済研究所（４月，シンクタンクとしては初） 

②新潟県，新潟県酒造組合との３者による「日本酒学」拠点形成を目指した連携協定（５月） 

③亀田製菓（株）（５月，新潟県内企業としては初） 

④新潟県十日町市（10 月） 

⑤東日本高速道路（株）新潟支社（３月，新規に共同研究契約を３件締結） 

⑥（一財）日本環境衛生センター アジア大気汚染研究センター（３月，広域大気汚染問題の世界的拠点との連携） 
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・新潟県内企業関係者と本学教員が活発に交流する機会として，本学教員約 40 人の研究シーズをプレゼンテーショ

ンする「新大産学交流フェスタ 2017」を前年度に引き続き 10 月に開催し，企業関係者ら約 170 人が参加した。 

・「大学を軸にした地域連携プラットフォーム」に係るイベントを９月と 10 月の２回開催し，連携協定締結先を中

心に新潟県内各自治体,（公財）環日本海経済研究所，（公財）にいがた産業創造機構等から，地域創生に関わる

担当者延べ 50 人が集まり，本学からの趣旨説明，本学からは教員と自治体との連携事例，自治体からは重点施策

の取り組み状況について紹介し，参加者間で議論を深めた。 

・新潟県地域に所在する企業との共同研究契約件数は，３月末時点で 62 件（対前年度３件増）であった。 
 

  

平成 29 年度計画【37-2】 
・人文社会・教育科学系に「環東アジア研究センター」を設置し，全学展開に向けて「環東アジア地域教育研究ネ

ットワーク機構」を設置する。 

実施状況 

・４月に企業，地方自治体，環日本海経済研究所，高等教育機関及び本学東京イノベーションクラブ副会長等の新

潟県内有識者を構成員とする「環東アジア構想コミュニティ・アドバイザリーボード」を設置し，「環東アジア

地域教育研究ネットワーク」の設置及び運営並びに「環東アジア研究センター（仮称）」の設置に関して意見交

換を行った。 

・４月に新潟地域から，日本海側地域，北東アジア地域，東アジア地域及びその周辺へと広がる環東アジア地域を

対象として，人文社会・教育科学の諸分野を横断して行われる研究，教育及び社会貢献を推進することを目的と

して，本学における環東アジアに関わる教育研究に携わる教員で組織する「環東アジア地域教育研究センター」

を人文社会・教育科学系に設置した。同センターの主催により，日本を含む東アジア地域が教育研究の場として

どのような現状にあるか全体的な理解を共有するための講演会「東アジアの伝統的思想への誘い―共通善を求め

て―」を開催した。また，環東アジア地域研究に関する外部資金として，新規に科学研究費助成事業 27 件を申請

し７件が採択された。 

・10 月に国際戦略統括室を再編し，学長直下の組織として「国際連携推進本部」を設置した。また，本学における

環東アジア地域拠点構想の推進に関する戦略的な施策等を審議するとともに，学内外の協働体制を構築するため，

同本部の下に各学部，研究科，附置研究所及び教育・学生支援機構グローバル教育センターから選出された者を

もって組織する「環東アジア地域教育研究ネットワーク」を設置し，現在本学で推進している環東アジアに関わ

る教育研究や地域貢献に関する情報公開と学外からの情報収集を目的としたウェブサイトを開設した。 

・環東アジアを基点とした国際ネットワークの構築と強化を図るための一環として，海外の大学等に勤務する教員・

研究者で本学の国際交流や海外の機関との連携に関して特に貢献している者に対して「リエゾンプロフェッサー」

の称号を付与するとともに，２月には「リエゾンプロフェッサー・アセンブリー」を開催し，環東アジア地域の

国際ネットワーク強化の推進に関して意見交換を行った。 
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 中期目標【22】 

 

・環東アジア地域を基点に世界を見据え，教育，研究及び社会貢献を通じて世界の平和と発展に寄与するため，キ

ャンパス・グローバリゼイションを実現する。 

 

 

 

中期計画【41】 

 

・平成 30 年度に「環東アジア地域教育研究機構」を設置し，日本海側ラインの中心に位置する本学の特色を活かし，

環東アジアに焦点を当てたグローバル人材育成と地域研究を強化するとともに，グローバルな視野から地域課題

の解決に取り組む。 

 

 

平成 29 年度計画【41-1】 

 

・「環東アジア地域教育研究機構」の設置に向けて，国際戦略統括室を中心として，環日本海経済研究所や地方自

治体，新潟大学サポーター倶楽部等の人材を構成員としたアドバイザリーボードを開催する。 

 

実施状況 

 

・４月に企業，地方自治体，環日本海経済研究所，高等教育機関及び本学東京イノベーションクラブ副会長等の県

内有識者を構成員とする「環東アジア構想コミュニティ・アドバイザリーボード」を設置した。５月に第１回を

開催し，環東アジア構想に関連する本学における次のプロジェクト事例について意見交換を行った。 

①「留学生が住みよい街，新潟の探求」プロジェクト 

②「アニメ・アーカイブ（仮称）」プロジェクト 

③「環東アジア地域大気環境レジリエンスに向けた教育・研究・社会還元システムの構築（仮称）」プロジェク

ト 

・「環東アジア地域教育研究センター」の設置，「環東アジア研究センター（仮称）」のための設置準備ワーキン

ググループの立ち上げ，「環東アジア地域教育研究ネットワーク」（年度当初において「環東アジア地域教育研

究機構」と称していたもの）の設置については，【37-2】参照。 
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中期計画【42】 

 

・日本人学生と様々な国の優れた留学生とが切磋琢磨できるキャンパスを創出するため，大学間交流協定締結校を

増加させるとともに，アセアン大学ネットワーク（AUN (Asean University Network) ）等の優れた大学からなる

コンソーシアムに加盟し，教育研究交流事業，交換留学プログラムへの参加等により，海外留学者数と留学生数

を倍増させる。 

 

 平成 29 年度計画【42-1】 

 

・学生の短期海外研修を拡充するとともに，様々な国から優れた外国人留学生を受け入れやすい環境を構築するた

め，短期留学プログラム及び外国語（英語）により行われる授業科目を拡充する。 

 

  実施状況 

 

・海外留学促進のための取組として，①留学ガイダンス（年２回），②留学体験談発表会（年複数回），③留学＋

キャリアイベント（年２回），④留学相談対応（随時），⑤トビタテ！留学 JAPAN への申請支援（添削指導及び

面接練習）を実施するとともに，海外留学奨学金の支給対象の拡大等により，夏期及び春期休業中に実施する全

学向けのショートプログラム（７プログラム）に 135 人（対前年度 12 人増）が参加した。 

・１年生の段階から留学の意識付けを図るとともに，留学生と共に授業を履修する環境を提供することを目的とし

て，英語で開講される授業科目に関するパンフレットを作成し，新入生ガイダンスの際に配付した。 

・これらの取組に加え，「大学の世界展開力強化事業」に採択された「日露の経済・産業発展に資するグローバル

医療人材育成フレームワークの構築」，「経験・知恵と先端技術の融合による，防災を意識したレジリエントな

農学人材養成」，「メコン諸国と連携した地域協働・ドミトリー型融合教育による理工系人材育成」の推進によ

り，海外留学者が 689 人（対前年度 98 人増）となった。 

・様々な国々から留学生を受け入れるための体制整備として短期留学プログラムのカリキュラムについて，ステー

ジ（能力）別日本語科目を開設するとともに，英語等により行われる授業科目を 122 科目（対前年度 42 科目増）

開講し，平成 30 年度においても 122 科目開講することとなった。 

・平成 30 年３月末現在の大学間交流協定締結校は 69 校（対前年度末８校増）であった。 
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 ユニット３ 脳リソースを活用した脳疾患臨床研究プラットフォームの確立 

 中期目標【14】 
・脳疾患に関する国内有数の研究施設である脳研究所を中心に，基礎と臨床の一体化を基盤とした先端的かつ高度

な脳疾患研究・医療を実践する国内・国際共同研究拠点を形成する。 

 

 

中期計画【23】 

・脳研究所において，医歯学総合病院と連携し脳疾患先端医療を実践するクリニカルリサーチセンターを設立し，

ミッションの再定義で特記された脳画像研究，脳神経病理研究等とこれまでの実績に裏打ちされた脳疾患医療を

有機的に融合・統合させた「こころと脳疾患研究」及び「脳疾患先端医療」を実践する。 

 

平成 29 年度計画【23-1】 
・認知症の分子病態機序を解明し，その進行に関わる因子を明らかにするために，画像研究と病理研究を統合し，

脳をシステムとして捉えた研究を開始する。 

実施状況 

・認知症の分子病態の解明のため，画像，病理，分子研究を統合し，脳をシステムと捉えた研究を開始し，111 本の

英語論文を発表した。特に，脳血管病に関与する新しい分子，遺伝性のてんかんの原因となる遺伝子変異につい

ての研究成果は，Acta Neuropathologica, American Journal of Human Genetics, Nature Genetics, Molecular 

Psychiatry といった一流紙に掲載された。このほか，特筆すべき研究成果は以下のとおり。 

①筋肉細胞の骨組みを作るタンパク質であるジストロフィンの欠損が中枢神経に影響を与えることの解明 

②タンパク質リン酸化酵素 c-Jun N-terminal Kinase によって制御される新規経路による軸索誘導の発見 

③脳内物質オレキシンが恐怖を感じるレベルを調節していることの発見 

④長期記憶形成に必須な分子メカニズムの特定 

⑤音や音楽を聴くと色を感じる脳の現象「共感覚」における音に感じる色の隠れた法則性の解明 

⑥側頭葉てんかんの新たな発症メカニズムの解明 

 

平成 29 年度計画【23-2】 
・システム脳病態学研究を開始し，最先端の研究成果を実践医療に還元するためのクリニカルリサーチセンターの

設立に向けた基盤を整備する。 

実施状況 

・システム脳病態学専任教授２人の活動を本格的に開始し，本プロジェクトを推進させ，前任施設からの継続研究

にて，Science, Neuron, Nature Neuroscience 等の一流紙に新しい解析技術や運動神経の仕組みについての研究

成果を発表した。 

・脳疾患先端医療を実践する基盤を整備するため，医歯学総合病院において，今後クリニカルリサーチセンターと

して運用可能な機能を有する「臨床研究推進センター」を設立した。 
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中期計画【24】 

・アルツハイマー病など脳の難病の克服に向け，国内外の共同研究先との連携・交流を通じて独創的な脳画像・病

理研究を躍進させ，環太平洋における脳疾患病態研究の国際拠点を確立し，国際的な視野の下にヒト脳神経疾患

の克服，更にはヒト高次脳機能の解明を通じて，脳神経難病の超早期診断法を確立する。 

 

平成 29 年度計画【24-1】 
・アルツハイマー病の発症前診断のヒトへの応用を開始するとともに，アルツハイマー予防薬候補のスクリーニン

グを継続し，その生物学的な基礎検討を開始する。 

実施状況 

・平成 29 年度に開発された候補薬剤中１剤において水チャンネル・アクアポリン 4（AQP4）機能促進作用があるこ

とが認められた。この薬剤は世界初の AQP4 促進剤であり，秘密保持契約を結んだ製薬企業が創薬を目的とした概

念実証試験に入った。さらに１剤の薬剤候補を開発し，長期投与効果の検証を開始した。 

・ヒトアルツハイマー病スクリーニングシステムについて，正常加齢者及び軽度認知障害症例を対象としたポジト

ロン CT，MRI，認知機能検査を主体とした追跡調査を開始した。これらの申請・秘密保持契約で発表を制限されな

い研究成果について，国内，国際学会で３題，英文学術論文１編，英文総説１編を発表した。 

 

平成 29 年度計画【24-2】 
・病理解剖を 30 件以上実施し，研究資源として重要性の高い新鮮凍結脳組織 300 点以上を新規に作製・保存する。

全国共同利用・共同研究拠点として，これらを利活用した共同研究を 15 件以上実施する。 

実施状況 

・共同研究を実施するリソースの充実を図るため，35 件の病理解剖を実施し，研究資源として重要性の高い凍結脳

組織を 370 点以上保存した。 

・全国共同利用・共同研究拠点として，脳研究所が保有するリソースを活用し，16 件の共同研究を実施し，研究成

果を国際学術英文誌に 20 編発表した。特に，Nature Genetics, American Journal of Human Genetics, Acta 

Neuropathologica 等のインパクトファクターの高い雑誌に研究成果を報告した。 

 平成 29 年度計画【24-3】 

・脳研究所で開発された種々の画像診断法，具体的には，生体の水代謝に欠かせない水を通過させる蛋白であるア

クアポリン分布を画像化するアクアポリン分子画像，水の体内での動きを見る水動態画像，生体の微細構造を無

侵襲に画像化する磁気共鳴分子顕微鏡，及び新規 PET 検査用薬剤である 3-フルオロ-3-デオキシ・グルコース

（3-FDG）の臨床応用を目指して，動物実験による評価を開始する。 

  実施状況 

・動物実験の評価の結果を踏まえ，アクアポリン分子画像の臨床応用についてはヒトへの応用を開始，脳腫瘍症例

に応用し，今まで手術前の評価が困難であった腫瘍の悪性度診断に成功した。また，水動態画像の動物実験を用

いた検討について，水動態の加齢・病的状態における検討を行うとともに，磁気共鳴分子顕微鏡にて脳内のシナ

プス密度の評価が可能となる画像取得法を開発した。これらの結果について，国内・国際学会４題，学術論文２

題，総説１題発表した。 
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Ⅰ 教育研究等の質の向上の状況 
(1) 教育に関する目標 

① 教育内容及び教育の成果等に関する目標 

 

中
期
目
標 

・新潟大学は，日本海側ラインの中心新潟にある大規模総合大学の特色を活かし，学士課程において教養教育と専門教育が融合した学位プログラムを深化
させ，地域課題など現代の複雑な課題を解決できる，専門分野に立脚した人材，幅広い分野に適応する能力と専門知識を兼備した人材を育成する。 

・地域に根ざし世界で活躍できる課題発見・解決能力に富んだ人材を育成するために，主体性を重視した教育課程を整備し，学生の自律的な学修を強化す
る。 

・大学院教育課程において，チャレンジ精神に満ち，高い専門性と汎用的かつ実践的能力を有する高度の専門的職業人及び研究者を養成するため，学位プ
ログラムを継続的に改善し，時代の要求に即応することのできるより進んだ学際的な教育研究を行う。 

・新潟に基軸を置き，アジア，世界で活躍するために必要となる異文化理解能力を備え，社会の国際化に柔軟に対応できる人材を育成する。 
・授業科目における学修成果をより正確に保証するために，各教育プログラムの成績評価を改善する。 

 

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等） 

【1】 
・本学が全国に先駆けて整備した主
専攻プログラム（学位プログラム）
において，各分野のミッションの
再定義並びに主体的な学修への転
換に合わせて，人材育成目標と学
位授与方針（ディプロマポリシー）
を平成 28 年度に見直す。この新た
な人材育成目標の下で，平成 30 年
度を目途に，教育課程編成方針（カ
リキュラムポリシー），入学者受
入方針（アドミッションポリシー）
を含めた３つのポリシーを統一的
に再整備し，主専攻プログラムご
とに総括的評価を行うための成果
指標を明確化する。 

【1-1】 
・ディプロマポリシー，カリキ

ュラムポリシー，アドミッシ
ョンポリシーの３ポリシーの
再構築を踏まえ，学士課程の
各教育プログラム（学位プロ
グラム）において，ディプロ
マポリシーに対する総括的評
価の方針の策定に向けて検討
する。 

【1-1】 
・教育戦略統括室教育プログラム評価部門を中心として，教育プログラムの質保証と評価

の課題について検討を進め，新潟大学教育戦略フォーラムにおいて，内部質保証強化に
関する検討経過を報告し，ディプロマポリシーの総括的評価に向けた課題を提示・共有
した。それを受けて，本学における教育プログラム評価のビジョン・仕組み・体制等に
ついて検討し，『新潟大学における「学位プログラム評価」の基本枠組み』を策定した。
この基本枠組みにおいて，人材育成目標の適切さ，カリキュラムの適切さ，学修成果の
評価と達成状況，学位プログラムの改善状況の４つの観点から６年毎に総合点検を実施
することを明記した。 

 

【2】 
・複雑化する社会の課題，とりわけ
新潟県を中心とした日本海側地域
の課題を，複眼的な視野を持ち総
合的に解決できる人材（ソリュー
ション志向型人材）を育成するた
めに，多様な学問領域を教育でき
る本学の総合力を活用して，解決
すべき課題を中心に分野融合的に
学修する新たな教育システムを，
平成 29 年度を目途に構築し展開
する。 

【2-1】 
・ソリューション志向型の人材

育成を目指した創生学部を設
置し，社会の課題を広い視野
で捉え，その解決に向かって
自らの学修をデザインするた
めの新しい初年次教育を実施
する。 

【2-1】 
・創生学部を設置し，以下の新しい初年次教育を実施した。 
①到達目標とそれに合わせた学修計画を自ら立てて学ぶ創生学修課程を理解するため

の「創生学修入門」と「リフレクションデザインⅠ」を開講した。また，「リフレク
ションデザインⅠ」でまとめた自身の目標に合わせて，個々が２年次から学ぶ専門の
学修（領域学修）を選択するための科目として，関連６学部が協働して実施する「リ
フレクションデザインⅡ」及び「領域概説Ａ～Ｆ」を，関連学部教員の協力を得て開
講・実施した。 

②グループワークによる課題探求活動，それぞれのテーマに対する提言等のまとめと発
表からコミュニケーション力を早期に向上させる「基礎ゼミⅠ，Ⅱ」を実施した。 

③事前・事後学修とともに４週間企業や自治体等に出向いて課題解決に関する提案等に
取り組む「フィールドスタディーズ」（学外学修）を実施し，フィールド先での発表

○ 項目別の状況  
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や，全体発表を行った。これらの活動は，受け入れ先企業等から「困難な課題に粘り
強く取り組み，私たちの想像以上の成果をあげた」「最終プレゼンテーションにおい
ては，課題解決のための具体的な分析結果と自由な発想による企画立案が反映されて
いた」等の高い評価を受けた。 

 

【3】 
・平成 29 年度を目途に，学内外での

問題解決型学習（PBL）等を通じて
受動的学修態度から能動的学修態
度への転換を図る初年次教育を構
築し，それに続き高年次にも能動
的学修を拡充する。また，この拡
充に合わせ，本学が先進的に開発
し導入している自らの学修成果を
確認・評価する「新潟大学学士力
アセスメントシステム（NBAS）」
を活用し，教育効果を向上させる。 

【3-1】 
・「新潟大学学士力アセスメン

トシステム（NBAS）」を活用
し，初年次における「リフレ
クションデザイン（能動的学
修も含め，振り返りと次の学
修計画立案を行うなど，学生
の意識付けが進み，自律的な
学修がさらに促進されるよう
な学修）」を実施する。 

【3-1】 
・リフレクションデザインを各主専攻プログラムに浸透させるため，各主専攻プログラム

の代表者から構成される教育・学生支援調整会議（10 月及び３月）を活用して以下を
行った。 
①各主専攻プログラムにおいてリフレクションデザインに関する定性的，定量的なデー

タに基づく修正・改善を支援・検討するため，生活科学プログラム，森林環境学プロ
グラム，農業工学プログラムの卒業時学生に対して NBAS を活用したリフレクション
デザインの修正・改善のためのアンケートを行い，その成果を共有した。 

②各主専攻プログラムにおけるリフレクションデザインの成果に関する定性的，定量的
なデータに基づき，NBAS 導入による教育改善の可能性，NBAS の運用における工夫等
について自己評価した結果を持ち寄ることを依頼した（平成 30 年５月集計予定）。 

・創生学部では，「リフレクションデザインⅠ」において，学生自身が今後身につけるべ
き能力等を考えて，NBAS の振り返り欄にまとめるなど，到達目標創生型の創生学部の
教育課程に即した NBAS の活用を学生全員が開始した。 

 

【4】 
・学生の学修に対する主体性と動機
づけを高めるために初年次を中心
とした長期学外学修を推進し，地
域の人々や団体との協働により課
題探求・解決への志向性を育んで
いく「地域の教育力」等を活かし
た授業科目を平成 29 年度を目途
に整備する。 

【4-1】 
・「地域の教育力」等を活かし

た地域共生プログラム等の学
外学修プログラムや低学年次
からのインターンシップを授
業科目として実施する。 

【4-1】 
・主体的・能動的学修者への動機付けを図る初年次教育改革の一環として，学外学修プロ

グラム（学生の主体性や動機付けを高める「地域に密着した学修」，「産業界にコミッ
トした学修」，「海外に意識を向けた学修」及び「学生企画の実現に向けた学修」の総
称）を開始した。前年度の試行結果及び成果を踏まえ，学外学修先の企業等の開拓を進
め，地域の教育力等を活かした学外学修プログラム（海外プログラムを含む）を第２タ
ーム又は集中講義形式で開設した（24 科目，受講者 452 人：対前年度 19 科目 400 人増）。
また，学習フィールドを海外に設定して事前事後学習を含む初年次転換教育科目を試行
的に１科目開設した（受講者 13 人）。 

 
 （資料）学外学修プログラム実施状況 

年度 H28（試行） H29 H30 H31 H32 H33 

科目数 5 24     

履修者数 
（うち１年次学生） 

52 
（27） 

452 
（275） 

    

 
・総合大学の特性をいかし，学生が学部・学科の枠を越えて地域との協働により課題を解

決する力を養成する正課外の活動である「ダブルホーム活動」を実施した（17 ホーム，
参加者 374 人：対前年度１ホーム 38 人増）。その中で，これまで 10 年間にわたる活動
の成果をとりまとめ，学内外に公表した。また，ダブルホーム活動を「学生の汎用的能
力の育成」のみならず「地域の魅力発信」にも貢献する活動と位置付け，商店街との連
携による地域を知っていただくための魅力発信，地域主催のイベントに関する広報用ポ
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スターの作成と発信，フェイスブックを活用した活動成果発信（35 件）など，地域と
の連携を一層強化した。さらに，地域の協力を得て自治体が行う助成事業へ積極的に応
募するとともに，クラウドファウンディングによる寄附金の受入を検討するなど，外部
資金の導入を図るための具体的な方策も開始した。加えて，活動の効果検証，成果発信，
及び地域の方々から意見を伺う機会として「第９回ダブルホームシンポジウム」を開催
し，292 人（学生 157 人，教職員 54 人，地域の方 64 人，卒業生 17 人）の参加があっ
た。 

 
（資料）ダブルホーム活動参加者数（学生） 

年度 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 

参加者数 316 336 374     
 

【5】 
・人文社会科学系における演習や地
域連携教育等を含むアクティブ・
ラーニング，自然科学系における
インターンシップ等の実践的な取
組，医歯学系における学外施設で
の参加型臨床実習など，各教育プ
ログラムの特性に応じた課題発
見・解決能力を涵養する教育方法
を拡大・強化する。 

【5-1】 
・各教育プログラムの特性に応

じた課題発見・解決能力を涵
養する教育方法を拡大・強化
する。 

【5-1】 
・以下の教育・学生支援調整会議，各種 FD 等を通して，学部等（各主専攻プログラム）
における課題発見・解決能力を涵養する教育方法の実施と評価を支援した。 
①教育・学生支援調整会議等において「課題発見・解決能力を涵養する授業科目」の定

義等について認識の統一を図った。また，学生の主体的参加の度合いについて，平成
30 年度のシラバス登録時に科目担当教員からの報告を求め，平成 30 年度開設科目に
おける能動的学習の導入率は 67.9％であった。なお，平成 30 年度の同会議において
好事例の紹介など情報共有を行うこととした。 

②課題発見・解決能力を涵養する教育方法を拡大・強化するため，附属図書館との連携
により，教育学部教授を講師としたアクティブ・ラーニングのワークショップ（６月，
参加者 27 人），「課題発見・解決能力を涵養する授業」と題して山梨大学教授を招
いた FD（12 月，同 49 人）を開催した。内容についてのアンケート結果は，それぞれ
96％，100％が「良い」「大変良い」であった。部局においても，理学部，歯学部，
工学部及び創生学部で能動的学習の FD を開催した。 

・法学部では，地域政策協働センターに 31 人（対前年度８人増）の学生が参加して，新
潟市役所の大学連携新潟協議会との連携事業「第４回キャンパスからの提言」に新たに
参加し，「新潟を“みなとまち新潟”に！」のテーマで政策提言を行い，奨励賞を受賞
した。 

・医学部医学科では，新カリキュラムにおいて「医学研究実習」を４年次から３年次に移
動した結果，学会発表筆頭著者等の条件を満たした学生に授与される有壬記念医学生奨
学賞の受賞者が，旧カリキュラム時の平成 24～26 年度の平均 4.7 人から，新カリキュ
ラムである平成 27～29 年度の平均が 7.5 人へと増加した。 

・大学間連携共同教育推進事業「連携機能を活用した歯学教育の高度化プログラム」（平
成 24～28 年度，連携校：東北大学，広島大学）における，共通教材の開発，病態顎模
型の完成，技能教育の客観的評価法の開発等の成果が，他大学の教育プログラムの構築，
臨床実習終了時技能評価試験，モデル・コア・カリキュラム，歯科医師国家試験出題基
準等に非常に大きなインパクトを与えていると評価され，事後評価で最高ランクのＳ評
価を獲得した。 
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【6】 
・大学院教育課程において，研究力
に加え，広い視野と教養を持ち，
社会への適応能力の高い人材を育
成するために，学士課程と大学院
教育課程が一体的に構成されたカ
リキュラムや分野が融合したカリ
キュラム等を開発し，教養教育も
含め，各分野の特徴に合わせた教
育課程を平成 29 年度を目途に整
備する。これに対応して学位授与
方針，教育課程編成方針及び入学
者受入方針を構造化した学位プロ
グラムを整備し，検証を行う。 

 

【6-1】 
・学士課程教育における主専攻

プログラム化のプロセスを踏
まえ，大学院の学位プログラ
ム化に向けた具体案を検討す
る。 

【6-1】 
・教育学研究科教育実践開発研究専攻（教職大学院）及び自然科学研究科の一部専攻と３

つのポリシーの策定に向けて協議した。教職大学院は，人材育成目的とカリキュラムの
関係が明瞭であるばかりでなく，修了した後に持つべき資質・能力をルーブリックとし
て明確化し，その上で各科目の位置づけを検討しており，アセスメントポリシーの好事
例として大学院の学位プログラム化のモデルとなった。 

・工学部協創経営プログラムにおいて学士課程と大学院教育課程が一体的に構成されたカ
リキュラムや分野が融合したカリキュラム等を開発・実施した。 

 

【7】 
・学生の実践的英語運用能力の向上
を図るために，総合的な英語学修
システムを平成 29 年度までに整
備する。また，アジアの言語など
複数の外国語を学修するカリキュ
ラム及び異文化理解に資するカリ
キュラムを整備するとともに，学
生の海外派遣を計画的に行い，海
外留学者数を倍増させる。 

【7-1】 
・総合的英語学修システム整備

のため，実践英語教育プログ
ラム S.P.A.C.E.の後継プログ
ラムである，全学部生を対象
とした新しい短期集中型実践
英語教育プログラム iStep を
開始する。 

【7-1】 
・実践英語教育プログラム S.P.A.C.E.の後継プログラムとして，全学部生を対象とした
短期集中型実践英語教育プログラム iStep（Intensive Short-Term English Program）
を開講した（受講者は３クラスで 41 人）。また，授業開始時に聴講学生に対するアン
ケートを実施し，iStep の履修に際して生じた時間割作成上の困難を調査して，次年度
開設計画の改善に役立てた。 

・クォーター制に対応した新しい外国語カリキュラムを実施した。英語については，従来
の科目をクォーター制に対応した科目に再編して開講した。初修外国語については，「３
外国語 15 週１科目」から「１外国語８週間２科目」に移行した「外国語ベーシックⅠ」
について，授業アンケート，成績分布，授業内容に関する調査を行い，次年度新規開講
予定の科目とあわせて FD を実施するとともに，他の初修外国語科目についても，平成
30 年度に向けたクォーター制実質化のためのカリキュラムの見直しを行った。 

・外国語学習支援スペース（FL-SALC）に教員１人と事務補佐員を学内資源で配置し，学
生自身が自主的な外国語学習の企画・運営等に携わる活動を開始すべく，学生どうしが
情報交換できる場の設置を進めた。 
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【7-2】 
・グローバル教育センター留学

交流推進部門を中心に，整備
したマニュアルを活用して留
学希望者に安全管理教育を徹
底する。 

【7-2】 
・文部科学省の「大学における海外留学に関する危機管理ガイドライン」に基づき，グロ

ーバル教育センター留学交流推進部門及び危機管理室の協議のもと，「海外留学に関す
る危機対応マニュアル」を作成し，各部局あてに海外での危機事案発生時の対応につい
て周知するとともに，「海外留学における安全管理の手引き」により，指導教員等を通
して学生が海外留学をする際の安全管理教育を徹底した。 

・学生向けの安全管理教育として，全学「海外渡航前安全管理オリエンテーション」をキ
ャンパス毎に年２回開催し，①渡航先の危険情報の確認，②「たびレジ」登録又は「在
留届」提出，③海外旅行保険の加入，④「海外渡航計画書」の提出，について徹底する
とともに，保険会社の担当者から海外留学保険の必要性と「付帯海学」についての説明
を行った。 

・海外派遣学生の危機管理体制を整備するため，①学生の海外渡航情報のシステム管理，
②海外旅行保険「付帯海学」加入の徹底，③危機管理サービス導入，について検討を開
始した。 

 
（資料）海外留学者数（【42-1】の一部を再掲。） 

H22～27 平均 H28 H29 H30 H31 H32 H33 

500 591 689     
 

【8】 
・各教育プログラムで，能動的学修
の整備に合わせて，成績評価の指
標を見直す。特に，能動的学修に
ついてはルーブリックを用いるな
ど，成績評価の指標を明確化する。 

【8-1】 
・平成 28 年度に整備したルーブ

リック等を用いた評価を初年
次教育を対象に実施する。 

【8-1】 
・創生学部において，能動的学修として実施した「基礎ゼミⅠ，Ⅱ」「フィールドスタデ

ィーズ（学外学修）」において，ルーブリックを用いた評価を導入した。その際，複数
教員が異なるテーマで指導する点を考慮して評価項目を議論し，創生学部のディプロマ
ポリシーに対応した内容として，他者との協働，コミュニケーション力等を含む評価指
標としてルーブリックを作成し，そのうえで，教員がルーブリックの共通理解を持つた
めの FD 等を実施し，担当者全体で最終成績を確認する機会を設けて，成績評価を行っ
た。 

 
（中期計画の達成に向けた実施状況） 
・歯学部歯学科では，臨床実習終了時の技能，態度の担保を図るため，新規に開発した
ACKPIS 合格を臨床実習修了の要件と規定した。この臨床能力技能試験のノウハウを医
療系大学間共用試験実施評価機構に提供し，現在全国的に導入が進められている臨床実
習終了後技能評価実技試験の制度設計に活用された。 
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Ⅰ 教育研究等の質の向上の状況 
(1) 教育に関する目標 

② 教育の実施体制等に関する目標 

 

中
期
目
標 

・学生の主体性を重視した教育課程への転換に合わせ，各教育プログラムにおける授業科目を円滑かつ適切に開設する体制を整備する。 
・人材育成目標に対する学修成果の評価により，学修の質を保証する新たな体制を整備する。 
・能動的学修の拡充，学事暦の柔軟化及びソリューション志向型人材育成を目的とする新たな教育システムの導入を円滑に行うため，教育支援体制を整備
する。 

・全学的なファカルティ･ディベロップメント（FD）活動を活性化し，教職員の教育能力を向上させる。 
・佐渡島の森，里，海の自然豊かな環境の中に位置する本学の施設を活用した実践的・融合的な教育を活性化させる。 

 

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等） 

【9】 
・授業科目を円滑かつ適切に開設す
る体制を整備するために，教育・
学生支援機構による支援の下，教
育組織において授業科目を精選し
て体系化するとともに，教員組織
である学系における科目担当教員
の派遣体制を見直す。 

【9-1】 
・創生学部設置等に伴い学系に

おける科目担当教員の派遣体
制を見直す。 

【9-1】 
・教員所属組織である学系・系列を学問分野に基づいた区分に再編し，創生学部等への科

目担当教員の派遣体制を整えた。 
 
（中期計画の達成に向けた実施状況） 
・２学期４ターム制における学生の自律的な学修の支援を要件とした授業科目の開設・管

理体制として，部会代表者・委員会議（開設側）での開設・管理の議論と，教務専門委
員会（教育課程編成側）での教育の質保証の議論を深化させる科目の開設・管理体制に
より，初年次教育改革を起点とした授業科目精選のためのガイドラインを遵守する科目
開設を進めた。 

・教員の授業負担の軽減と，教育の質保証を両立させるため，相互に乗り入れ可能な講義
科目の共通化について，教職課程再認定をきっかけとした議論を開始した。 

 

【9-2】 
・授業科目の精選と体系化を進

めるための分野・水準表示法
の改善方針を作成する。 

【9-2】 
・専門人材育成の分野において，学問領域ではなく資質・能力ベースの到達目標が設定さ

れていること，従来の学問領域に基づく分野・水準表示法では整理が困難な科目（アク
ティブラーニング科目，長期学外学修科目等）が出てきたことを受け，コンピテンシー
ベースで科目を分類・整理できる機能を分野・水準表示法に加える改善方針を作成した。 

 

【10】 
・人材育成目標に対する到達度を評
価する各教育プログラムでの体制
と，各教育プログラムにおける学
修成果の評価を支援する全学的な
体制を平成 32 年度までに整備し，
実施する。 

【10-1】 
・教育戦略統括室教育プログラ

ム評価部門と教育・学生支援
機構学位プログラム支援セン
ター並びにIR推進室との連携
を強化するとともに，教育プ
ログラムの改善・再編の支援
体制を構築する。 

【10-1】 
・教育プログラム評価に係る全学方針として，教育戦略統括室プログラム評価部門と教
育・学生支援機構学位プログラム支援センター並びに IR 推進室の役割連携に基づく「学
位プログラム評価に関する基本枠組み」を策定した。これにより，評価を通した教育プ
ログラムの全学的な改善・再編の支援体制を構築した。 
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【11】 
・能動的学修の拡充と継続的な改善
を支援する全学的な体制を強化す
るため，平成 28 年度に教育・学生
支援機構を再編する。 

【11-1】 
・学外学修の支援をさらに強化

するために，教育・学生支援
機構学外学修支援部門を中核
として発展させた「連携教育
支援センター」を設置する。 

【11-1】 
・４月に教育・学生支援機構を再編し，学内外の連携教育に係る情報を一元的に管理し，
社会のニーズにより的確かつ機動的に対応するとともに，連携教育の開発・企画の支援
に関わる全学的なマネジメントを行うことを目的とする「連携教育支援センター」を設
置した。同センターに連携教育企画部門及び学外学修支援部門を置き，特任教員３人（４
月），専任教員１人（５月）を配置した。 

・学内教職員の学外学修に対する意識向上を図ることをテーマとした教育戦略フォーラム
を２回開催し，先導的な取組及び科目設計手法を共有した（参加者計 173 人）。 

・学外との連携を強化するため，「大学教育再生加速プログラム」（ＡＰ事業）の円滑な
推進を図る目的で主宰している「ＡＰ事業推進協議会」の位置づけを，「個々のプログ
ラム評価」から「連携教育事業全体の評価」へ拡大し，３回開催した。また，産学交流
フェスタ（学内主催），インターンシップマッチングフェア（新潟県主催）に参加し，
学外協働体制を強化した（参加者計 880 人超）。 

・AP・COC+事業シンポジウム（各１回）及びインターンシップフォーラム（２回）を開催
し，社会に対する連携教育の成果発信を行った（参加者計 488 人）。 

・以上の結果，能動的学修を含む新たな教育システムとして，学外学修科目を平成 28 年
度の５科目（履修者 52 人）から 24 科目に拡大した（履修者 452 人：海外プログラム含
む）。 

 

【12】 
・平成 29 年度に学事暦をクォーター

制により柔軟化し，長期学外学修
や短期留学など多様な学修プログ
ラムを行える教育環境を整備する
とともに，その新たな環境に対応
できる教育情報基盤システムを整
備する。 

【12-1】 
・多様な学修プログラム実施の

ための教育環境整備の一つと
して，クォーター制を導入す
る。 

【12-1】 
・多様な学修プログラム実施のための教育環境整備の一つとして，クォーター制を導入し

た。クォーター制に対応できるよう，①履修者決定の迅速化，②学生の履修を支援する
シラバス項目の見直し，③学生の履修機会を確保するため，定員の空きのある科目への
追加登録機能の付与，④特に聴講したい科目については３科目まで抽選等において聴講
許可となる確率が高まる機能の付与など，教務システムの改修を行った。 

・新しい教務システムについて教職員に周知するため，教務専門委員会，部会・代表者委
員会，全学説明会４回を開催するとともに，学生向け説明会（のべ４回）を実施した。 

・クォーター制導入率は全ての科目区分でみると平成 29 年度の 25.8％から平成 30 年度
は 45.1％へ大幅に向上した。 

 

【13】 
・ソリューション志向型人材育成の
ための学部・学科にとらわれない
新たな教育システムの開設に合わ
せて，教員が複数の教育プログラ
ムを柔軟に担当する体制を整備す
る。 

【13-1】 
・創生学部の設置に合わせて，

教員が複数の教育プログラム
を柔軟に担当する体制を導入
する。 

【13-1】 
・創生学部における複数学部担当教員，すなわち，人文，法，経済，理，工，農の各学部

と創生学部の両方を担当し，学生が２年次から自分で選んで履修する専門の学修（領域
学修）に主に従事する教員（６人）は，その導入科目としての「リフレクションデザイ
ンⅡ」，「領域概説Ａ～Ｆ」について，他学部での教育と両立させて実施できた。また，
エフォートバランスを保ちつつ活動ができる体制が両学部で構築されており，学内委
員，高校訪問等も両立して活動できた。 

・平成 30 年度から開始される領域学修に対応するために，領域学修科目パッケージ代表
者会議を開催した。また，当初の計画にはないが，上記領域学修主担当教員による創生
学部学生への履修指導を各学部で支援する体制の整備を行った。さらに，将来的に各学
部で領域学修指導を複数人で担当する体制について検討を開始した。 
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【14】 
・学位プログラム化，主体的学修の
促進など本学の教育機能強化に適
切に対応できるよう，階層化され
た FD を全学的に展開し，年間で全
教員の 75％の FD参加を実現する。 

【14-1】 
・教育改革の方向性に即した全

学的な研修を実施するととも
に，各種研修（FD・SD）の現
状を基礎に，階層化された
FD・SD の再構築（案）を策定
する。 

【14-1】 
・教育改革の方向性に即した全学的な研修を「教育戦略フォーラム」と冠し，６回開催し

た（参加者：本年度第１回から順に，60 人，125 人，54 人，61 人，48 人，67 人）。同
フォーラムはテーマに応じ，対象者を評議員に限定するなど階層化して試行した。 

・教育・学生支援調整会議及び全学 FD においてアクティブ・ラーニングや学習支援に関
する FD・SD の開催状況及び予定を示した（【3-1】参照）。 

・これらの参加者数等の現状を基礎に，階層化された FD・SD の再構築案を策定した。 
・対象となる教員の本年度の FD 参加率は 77.3％であった。 
 

【15】 
・教育共同拠点としての「理学部附
属臨海実験所」及び「農学部附属
フィールド科学教育研究センター
佐渡ステーション」において，大
学間連携の拡大や多様な形態の実
習等により，フィールドワーク人
材育成機能を強化する。 

【15-1】 
・教育関係共同利用拠点である

「理学部附属臨海実験所」及
び「農学部附属フィールド科
学教育研究センター佐渡ステ
ーション」において，国内外
の教育機関との連携を強化
し，学内外から学生を受け入
れる。 

【15-1】 
・理学部附属臨海実験所では，国内外の学生を受け入れて 12 件の共同利用実習（学外及
び公開）を実施した。その中の１件は，モナッシュ大学や国立ハノイ教育大学等の４つ
の海外の研究教育機関との連携の下に国際臨海実習「International Marine Biology 
Course」を実施した（参加者 18 人）。本実習における海外連携校数は，前年度より３
校増加し，国際連携ネットワークが拡大された。また，高校生公開臨海実習を前年度と
同様に 48 人の参加者を得て実施した。さらに，本年度新たに早稲田大学高等学院中学
部の臨海実習を実施（参加者 21 人）するなど，中等理科教育への貢献も拡大した。な
お，臨海実験所の年間の共同利用者数は，延べ 1,662 人（学内者 462 人，学外者 1,200
人）であった（対前年度 27 人増）。 

・農学部附属フィールド科学教育研究センター佐渡ステーションでは，他大学，専門学校
の多様な形態の共同利用実習を 16 件行い，延べ 700 人が参加した。また，他大学実習
を新規で４件立ち上げた。単位互換型公開林間実習を１件行い，７人が参加した，この
ほか，本学留学生を対象とする実習を１件行った。なお，佐渡ステーションの年間利用
者（研究での利用者は含むが，エコツアー客は含まない）は延べ 2,355 人（学内者 1,401
人，学外者 954 人；対前年度 618 人増）であった。 

・教育共同拠点に関する情報を発信するためにホームページ，フェイスブック上で随時更
新を行うとともに，ニュースレターを３回発行した。また，公開セミナー（佐渡ゼミ）
を５回開催し，92 人が参加した。 
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Ⅰ 教育研究等の質の向上の状況 
(1) 教育に関する目標 

③ 学生への支援に関する目標 

 

中
期
目
標 

・一万人を超える学生を抱える本学において，多様な学生の向学心と主体性を支え，安心して学生生活を送れるように，学習支援，健康面での支援及び経
済的支援を充実させる。 

・学生の主体性を重視し，満足度を高める進路・キャリア形成支援を実施する。 

 

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等） 

【16】 
・学生の主体的学修を促進するため，

本学が先進的に開発し導入してい
る「新潟大学学士力アセスメント
システム（NBAS）」等を用いた履
修指導，ラーニング・コモンズの
拡充など学習支援体制を強化す
る。 

【16-1】 
・平成 28 年度に策定した「新潟

大学学士力アセスメントシス
テム（NBAS）」による学修の
振り返りを活用した新たな履
修指導強化モデルを実施する
とともに，ラーニング・コモ
ンズを活用した「大学学習法」
授業への学習支援を強化す
る。 

【16-1】 
・平成 28 年度に策定した「新潟大学学士力アセスメントシステム（NBAS）」による学修
の振り返りを活用した新たな履修指導強化モデルの実施のための働きかけを企画した
（【3-1】参照）。また，平成 30 年５月に，各部局に対して，リフレクションデザイン
のガイドラインに係るアンケート調査を行うこととした。 

・大学学習法の授業において，図書館職員による情報検索ガイダンスを 34 件実施した。
また，大学院学生による図書館学習サポーター９人をラーニング・コモンズ内に配置し，
大学学習法の授業支援を行った。 

・附属図書館ラーニング・コモンズにおけるグループワークやプレゼンテーションで使用
できる電子黒板について，108 件の利用があった。 

 

【17】 
・教育・学生支援機構と各学部・研
究科等が連携して，障がいのある
学生に対する合理的配慮に関する
理解を深めるための研修を実施
し，学生の障がいに応じた就学・
修学支援を行う。 

【17-1】 
・学生の障がいに応じた修学支

援を実施するとともに，障が
い者差別解消に関する研修会
やピアサポートに関する授業
を実施する。 

【17-1】 
・11 月に障がい学生支援に関する FD を開催（参加者：部局の教職員 44 人）し，障がい
者支援に係る ICT の活用について，講演及び実際に操作等を体験することにより，部局
担当者の修学支援に関する「合理的配慮」に対する理解を深めることができた。 

・第２学期に全学部を対象に「ピアサポート入門」を開講し，30 人が受講した。 
・障がい学生支援部門において支援会議を４回開催し，障がい学生９人を対象とした個別

の支援計画を作成した。作成した支援計画は，各学期終了後に評価し，その結果を次学
期の支援計画に反映した。 

 

【18】 
・健康面や精神面を含む学生の多様
なニーズに対応した学生相談を実
施するために，相談業務に携わる
教職員に対する研修機会の増加や
教育・学生支援機構と学部・研究
科の情報交換会の拡充など，相談
体制をより強化する。 

【18-1】 
・学生相談やハラスメントに関

する研修会・FD を開催すると
ともに，教育・学生支援機構
と学部・研究科との情報交換
会を拡充する。 

【18-1】 
・教員を対象としたハラスメントの理解と防止に係る FD を，経済学部（参加者 12 人）で

開催した。 
・教育・学生支援機構学生相談部門と学部・研究科との情報交換会を，新たに農学部と１

回行うとともに，自然科学研究科では，前年度と同様に４回，工学部では，前年度の４
回から６回に増加することにより，修学上の問題を抱えた学生について，指導教員から
の情報や実際に対応しているケースでの問題点を基に理解を深め，今後の対応について
検討を行うなど，学部・研究科との情報共有について拡充を行った。 
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【19】 
・学生支援に係る補助業務等に従事
した学生に対し謝金を支払う経済
的支援制度（学生スタッフ制度）
を継続的に実施するとともに，本
学独自の給付型奨学金の対象を学
部学生のみでなく大学院学生にも
拡大する。 

【19-1】 
・経済的困窮者を重点的に支援

するため，学生スタッフ制度
に代わり，対象を奨学金受給
者等とする「新潟大学学内ワ
ークスタディ制度」を実施す
る。 

【19-1】 
・本学の学生支援，大学広報，国際交流等の業務に学生を運営補助者として従事させ，こ

れに対して謝金を支払うことにより，学生の経済的支援と就業意識の醸成，並びに学生
の視点に立った学生支援を実現することを目的として「新潟大学学内ワークスタディ制
度」を実施し，延べ 763 人を対象として総額 4,800 千円を配分した。 

 

【19-2】 
・本学独自の大学院生向けの給

付型奨学金制度を新たに整備
する。 

【19-2】 
・本学大学院修士課程，博士前期課程及び専門職学位課程を修了し，引き続き博士後期課

程又は医学・歯学の博士課程への進学意欲があり，経済的理由により進学を断念せざる
を得ない学業成績優秀な学生に対する新たな給付型奨学金制度を策定し，「新潟大学大
学院博士課程奨学金規則」を制定するとともに募集要項案を作成した。 

 

【20】 
・自ら進路を切り開く能力を高める
キャリア教育，多様な形態のイン
ターンシップ，きめ細かい進路支
援を適切に行うため，教育・学生
支援機構と各学部・研究科の連携
体制を見直す。 

【20-1】 
・キャリアセンター及び平成 29

年４月に新設する連携教育支
援センターが連携し，正課内
外の学外教育を支援・推進す
る。 

【20-1】 
・キャリアセンター及び４月に新設した連携教育支援センター（【11-1】参照）が連携し

て次の取組を行い，学生の主体性を重視し，満足度を高める進路・キャリア形成支援を
推進した。 

＜正課外教育＞ 
①主に学部３年生を対象とした「インターンシップマッチングフェア」（参加学生 227

人，参加企業 466 社） 
②自由応募型（正課外）のインターンシップ（参加者 359 人：インターンシップ実習届

提出数） 
③全学生を対象とした「自由応募型インターンシップガイダンス」（参加学生 190 人） 
④全学生を対象とした「インターンシップ事前講座」（参加学生 110 人） 
⑤インターンシップに参加した学生を対象とした「インターンシップ事後講座」（参加

学生 16 人） 
⑥主に学部１・２年生向けの「企業等商談会等への学生参加」（参加学生 72 人） 
⑦インターンシップ参加学生による「インターンシップ成果発表会」（事例発表１件，

一般参加 90 人） 
＜正課内教育＞ 
①主に学部２年生を対象とした「企業・卒業生講師による講義」（参加学生 99 人） 
②地域の問題を発見・解決し，魅力を発信できる人材を育成するため，新潟の歴史，文

化，自然や地域活性化，産業振興に関して，新潟県内市町村・産業界と大学との協働
による講義や実際のフィールドで活動する演習から構成される「新潟地域志向科目」
群（計 111 科目）を新たに整備するとともに，当該科目群を含むパッケージ型のカリ
キュラムにより新潟地域の課題解決に資する特定領域について体系的に学ぶ「新潟創
生人材育成プログラム」を新たに構築した。本年度は一定の科目を履修した 11 人を
「新潟創生人材」として認定した。 

③特に初年次学生の学修意識・キャリア意識向上を企図し，各学部と連携した多様な形
態のインターンシップとして「学外学修プログラム」を本格的に実施した（【4-1】
参照）。 
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Ⅰ 教育研究等の質の向上の状況 
(1) 教育に関する目標 

④ 入学者選抜に関する目標 

 

中
期
目
標 

・課題の発見と解決において重要となる「学力の三要素」（知識・技能，思考力・判断力・表現力，主体性・多様性・協働性）を含む人材育成目標に対応
した入学者受入方針の改善と入学者選抜制度への転換を行う。 

 

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等） 

【21】 
・各分野のミッションの再定義並び
に主体的な学修への転換に合わせ
て人材育成目標を再設定し，入学
者受入方針を改善するとともに，
多面的・総合的な選抜方法や大括
り入試など新たな入学者選抜制度
を導入する。また，そのための全
学的な支援体制を整備する。 

 

【21-1】 
・学部改組計画に対応して，学

生募集単位の再編を検討す
る。 

【21-1】 
・学部改組計画の進捗状況を踏まえながら，学生募集単位の再編を含めてそれに対応しう

る適切な入学者選抜制度の策定に着手した。 
 

【22】 
・高等学校と大学の教育課程の接続
を円滑にし，「確かな学力」を身
につけた学生を受け入れるため，
「新テスト」導入を見据え，協議
体等を設置して高等学校と意見交
換を行うなど密接に連携して，入
学者選抜方法を改革する。 

【22-1】 
・「学力の三要素」の測定を含

む入試改革状況の情報共有・
意見交換の促進を図るために
高等学校等との協議体を設置
する。 

【22-1】 
・「高校との協議体」（高大接続改革を考える会）については，新共通テストの実施方針

や国立大学協会による新共通テストにおける英語の外部試験及び国語の記述式問題の
活用方法に関するガイドラインの公表を受けて３月に開催し，参加した本学教職員 10
人，新潟県内高校教員７校７人の間で，今後の高大接続改革・入試改革についてさらに
情報共有・意見交換を進めていくとともに，今後も継続して開催する方針であることを
確認した。 

・「新共通テスト」実施方針の公表を受け，「学力の三要素」を測る入学者選抜方法の改
革について，高大接続改革実行ワーキンググループを開催し，今後の方針・スケジュー
ル等の情報共有を図るとともに，英語の外部試験の活用方法や入試改革に関する方針に
ついて提起し，各学部の意見を収集した。 

・アドミッションフォーラムにおいて入試改革状況の情報共有・意見交換を行い（７月：
県内高校 44 校 52 人参加，８月：県外高校 76 校 76 人参加），あわせてアンケートも実
施して高校側の意見を収集した。さらに学内において入学者選抜方法の改革に資するた
め，教育戦略フォーラムを７月に開催し（本学役員・部局長を中心に 54 人が参加），
８月には新共通テストへの対応及び個別試験改革等について，全学部（部局長・入試担
当委員等）へのヒアリングを実施し，意見交換を行った。 
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Ⅰ 教育研究等の質の向上の状況 
(2) 研究に関する目標 

① 研究水準及び研究の成果等に関する目標 

 

中
期
目
標 

・脳疾患に関する国内有数の研究施設である脳研究所を中心に，基礎と臨床の一体化を基盤とした先端的かつ高度な脳疾患研究・医療を実践する国内・国
際共同研究拠点を形成する。 

・特定分野における先端的研究，強み特色のある研究を重点的に推進し，優れた成果を発信する研究拠点を形成する。 
・学問（研究）の自由を保障し，自然科学から人文社会科学にわたる幅広い分野の基礎・応用研究力をより強化するとともに，分野を超えた融合研究を創
出する。 

 

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等） 

【23】 
・脳研究所において，医歯学総合病
院と連携し脳疾患先端医療を実践
するクリニカルリサーチセンター
を設立し，ミッションの再定義で
特記された脳画像研究，脳神経病
理研究等とこれまでの実績に裏打
ちされた脳疾患医療を有機的に融
合・統合させた「こころと脳疾患
研究」及び「脳疾患先端医療」を
実践する。 

【23-1】 
・認知症の分子病態機序を解明

し，その進行に関わる因子を
明らかにするために，画像研
究と病理研究を統合し，脳を
システムとして捉えた研究を
開始する。 

【23-1】 
・認知症の分子病態の解明のため，画像，病理，分子研究を統合し，脳をシステムと捉え

た研究を開始し，111 本の英語論文を発表した。特に，脳血管病に関与する新しい分子，
遺伝性のてんかんの原因となる遺伝子変異についての研究成果は，Acta 
Neuropathologica, American Journal of Human Genetics, Nature Genetics, Molecular 
Psychiatry といった一流紙に掲載された。特筆すべき研究成果は以下のとおり。 
①筋肉細胞の骨組みを作るタンパク質であるジストロフィンの欠損が中枢神経に影響

を与えることの解明 
②タンパク質リン酸化酵素 c-Jun N-terminal Kinase によって制御される新規経路によ

る軸索誘導の発見 
③脳内物質オレキシンが恐怖を感じるレベルを調節していることの発見 
④長期記憶形成に必須な分子メカニズムを特定 
⑤音や音楽を聴くと色を感じる脳の現象「共感覚」における音に感じる色の隠れた法則

性の解明 
⑥側頭葉てんかんの新たな発症メカニズムの解明 

 

【23-2】 
・システム脳病態学研究を開始

し，最先端の研究成果を実践
医療に還元するためのクリニ
カルリサーチセンターの設立
に向けた基盤を整備する。 

【23-2】 
・システム脳病態学専任教授２人の活動を本格的に開始し，本プロジェクトを推進させ，
前任施設からの継続研究にて，Science, Neuron, Nature Neuroscience 等の一流紙に
新しい解析技術や運動神経の仕組みについての研究成果を発表した。 

・脳疾患先端医療を実践する基盤を整備するため，医歯学総合病院において，今後クリニ
カルリサーチセンターとして運用可能な機能を有する「臨床研究推進センター」を設立
した（臨床研究推進センターの詳細については，【49-1】参照）。 
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【24】 
・アルツハイマー病など脳の難病の
克服に向け，国内外の共同研究先
との連携・交流を通じて独創的な
脳画像・病理研究を躍進させ，環
太平洋における脳疾患病態研究の
国際拠点を確立し，国際的な視野
の下にヒト脳神経疾患の克服，更
にはヒト高次脳機能の解明を通じ
て，脳神経難病の超早期診断法 
を確立する。 

【24-1】 
・アルツハイマー病の発症前診

断のヒトへの応用を開始する
とともに，アルツハイマー予
防薬候補のスクリーニングを
継続し，その生物学的な基礎
検討を開始する。 

【24-1】 
・平成 29 年度に開発された候補薬剤中１剤において水チャンネル・アクアポリン 4（AQP4）

機能促進作用があることが認められた。この薬剤は世界初の AQP4 促進剤であり，秘密
保持契約を結んだ製薬企業が創薬を目的とした概念実証試験に入った。さらに１剤の薬
剤候補を開発し，長期投与効果の検証を開始した。 

・ヒトアルツハイマー病スクリーニングシステムについて，正常加齢者及び軽度認知障害
症例を対象としたポジトロン CT，MRI，認知機能検査を主体とした追跡調査を開始した。
これらの申請・秘密保持契約で発表を制限されない研究成果について，国内，国際学会
で３題，英文学術論文１編，英文総説１編を発表した。 

 

【24-2】 
・病理解剖を 30 件以上実施し，

研究資源として重要性の高い
新鮮凍結脳組織 300 点以上を
新規に作製・保存する。全国
共同利用・共同研究拠点とし
て，これらを利活用した共同
研究を 15 件以上実施する。 

【24-2】 
・共同研究を実施するリソースのため，35 件の病理解剖を実施し，研究資源として重要
性の高い凍結脳組織を 370 点以上保存した。 

・全国共同利用・共同研究拠点として，脳研究所が保有するリソースを活用し，16 件の
共同研究を実施し，研究成果を国際学術英文誌に20編発表した。特に，Nature Genetics, 
American Journal of Human Genetics, Acta Neuropathologica 等のインパクトファク
ターの高い雑誌に研究成果を報告した。 

 

【24-3】 
・脳研究所で開発された種々の

画像診断法，具体的には，生
体の水代謝に欠かせない水を
通過させる蛋白であるアクア
ポリン分布を画像化するアク
アポリン分子画像，水の体内
での動きを見る水動態画像，
生体の微細構造を無侵襲に画
像化する磁気共鳴分子顕微
鏡，及び新規 PET 検査用薬剤
である 3-フルオロ-3-デオキ
シ・グルコース(3-FDG)の臨床
応用を目指して，動物実験に
よる評価を開始する。 

【24-3】 
・動物実験の評価の結果を踏まえ，アクアポリン分子画像の臨床応用についてはヒトへの

応用を開始，脳腫瘍症例に応用し，今まで手術前の評価が困難であった腫瘍の悪性度診
断に成功した。また，水動態画像の動物実験を用いた検討について，水動態の加齢・病
的状態における検討を行うとともに，磁気共鳴分子顕微鏡にて脳内のシナプス密度の評
価が可能となる画像取得法を開発した。これらの結果について，国内・国際学会４題，
学術論文２題，総説１題発表した。 

 

【25】 
・日本海側ライン唯一の「災害・復
興科学研究所」の国内共同研究拠
点化を進めるとともに，国際的に
評価される研究所を目指して，国
内外の機関との研究ネットワーク
を構築し，斜面防災研究など，巨
大地震・火山活動や複数の要因に
よる複合災害の研究を展開する。 

【25-1】 
・災害・復興科学研究所の国内

共同研究拠点化を目指すた
め，災害研究者等とのネット
ワークを構築し，地震・火山・
雪氷・土砂災害や，巨大地震
と火山等の複合・連動型極
端・大規模災害の研究を行う。 

【25-1】 
・防災科学技術研究所と包括連携協定を締結した。また，防災科学技術研究所，京都大学

と共同で積雪重量分布情報「雪おろシグナル」を開発し，１月から新潟県でその運用が
開始され，年度内だけで５万件を超えるアクセスを得た。 

・防災科学技術研究所気象災害軽減イノベーションセンターと連携し，共同利用・共同研
究拠点（ネットワーク型）申請を行い，書類審査を通過し，ヒアリングを受けた（現在
審査中）。 

・学長裁量経費による火山雪氷複合災害における分野横断型研究を開始し，国際シンポジ
ウム「積雪地域における複合災害と研究動向」を開催した。また，卓越研究員（１人）
の公募を実施するとともに，雪氷防災分野のテニュアトラックの公募を行い，１人採用
した。 
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・鳥取県と災害対策に係る連携に関する協定を締結した。平成 29 年鳥取県大雪災害シン
ポジウムを鳥取県と共催した。 

・鳥取県との合同シンポジウム（８月），国土交通省北陸地方整備局との包括連携協定に
基づく九州北部豪雨災害の速報会（８月）の開催，新潟焼山火山防災協議会や内閣府火
山防災協議会への出席など，行政担当者とのネットワーク化を図るための連携活動を実
施した。 

・「複合・連動災害の発生メカニズムの解明と減災技術の確立に向けた研究」及び「日本
海側地域や環東アジア地域に特有な災害のメカニズム解明と減災に関する研究」を対象
として，公募型共同研究 22 件を採択し研究を開始した。なお，研究分担者を含めた共
同研究への参画者は 89 人（対前年度 34 人増）であった。また，栃木県那須町で発生し
た雪崩災害（平成 29 年３月）に関する調査研究，九州北部豪雨災害（７月）に関する
総合的研究，草津白根山噴火（平成 30 年）に関する総合調査の科学研究費特別研究促
進費を得て共同研究を開始した。このほか，国内 46 件（大学，国立研究機関，気象庁
等），海外９件（トルコ・スリランカ・ミャンマー等）の研究交流を実施した。 

・NHK 新潟放送局と共同制作の防災コーナー「おしえて！防災せんせい」が，第 23 回 NHK
関東甲信越地域放送文化賞を受賞した。 

 

【26】 
・研究推進機構超域学術院を，国際
的研究，特色ある研究，先端的研
究の拠点とするため，国内外から
優秀な研究主宰者（PI)を集め，学
内の有力研究者と連携・融合した
研究を行う組織（トップ研究者サ
ロン）に再編する。 

【26-1】 
・研究推進機構超域学術院にお

いて，環東アジア研究，情報
通信工学研究，環境エネルギ
ー量子科学研究等の研究環境
等を整備するため，優秀な若
手を中心とした研究者を配置
する。 

【26-1】 
・平成 29 年度「国立大学若手人材支援事業」（「優れた若手研究者の採用拡大支援事業」

の後継事業） によるテニュアトラック制を利用した若手研究者の公募を行い，環東ア
ジア研究（考古学）分野，災害・復興科学（雪氷防災）分野，健康寿命未来医科学分野
（臨床病理学），健康寿命未来医科学分野（口腔生化学），食品安全学・食品衛生学分
野，量子科学分野の６分野に計６人を採用（配置）した。 

・環東アジア研究，情報通信工学研究，環境エネルギー量子科学研究等の実績は，【27-1】
を参照。 

 

【27】 
・口腔 QOL（クオリティ・オブ・ラ
イフ）向上研究，量子科学研究，
環境・エネルギー研究，情報通信
工学研究，環東アジア研究，腎研
究，コホート研究など特色ある研
究の充実・発展のために，国内外
における研究ネットワークを強化
し，研究成果を積極的に発信する。 

【27-1】 
・本学の強み特色ある研究であ

る口腔 QOL 向上研究，量子科
学研究，環境・エネルギー研
究，情報通信工学研究，環東
アジア研究，腎研究，コホー
ト研究等について，組織改革
等により研究基盤の強化を図
り，研究成果を発信する。 

【27-1】 
①口腔 QOL 向上研究 
・歯周病と全身疾患との関係に係る研究を進め，口腔内細菌とリウマチ発症との関係，歯

の治癒力の仕組みを解明した。また，口腔保健福祉学研究では子供の貧困と奨学金制度
について全国放送に取り上げられた。さらに，第１回 AMR 対策普及啓発活動表彰（内閣
官房等）を受けた。 

・科学研究費助成事業において，歯学分野で唯一挑戦的萌芽研究（開拓）が採択された。
また新規応募種目である国際共同研究加速基金（国際共同研究強化）が１件（歯学分野
で３件）採択された。歯学系の 10 細目中，９細目がトップテンランキング入りした。 

・これまでの ASEAN 歯学部との共催による国際シンポジウムに加え，新たに台湾７大学歯
学部と若手人材育成シンポジウムを開催し，研究者ネットワークを拡大した。 

 
②量子科学研究 
・国際共同実験 Belle において取得された実験データを用いた B中間子やτレプトンに関

する物理解析を進めるとともに，後継実験の Belle II において国内外の研究機関と共
同研究開発した粒子識別装置の構築が完了した。 
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・頭脳循環プログラムに「極端技術に基づく超伝導交流損出の低減をねらう国際共同研究
ネットワークの強化」が採択された。また，学長裁量経費「量子科学研究を軸とした「医
学物理」融合研究と国際共同研究の戦略的促進」の配分を受け，大学院学生を中心とし
た国際共同研究挑戦プログラムを１件実施した。 

 
③環境・エネルギー研究 
・韓国エネルギー技術研究院（KIER），オーストラリア連邦科学産業研究機構（CSIRO)，
スペイン IMDEA エネルギー研究院と太陽熱研究に関する包括的研究協定を締結し，KIER
とソーラー水熱分解水素製造器の太陽炉による実証試験の共同研究を開始した。本学を
日本側の連携研究機関として，アデレード大学（オーストラリア）がオーストラリア再
生可能エネルギー庁（ARENA）へ応募した「INTERNATIONAL ENGAGEMENT PROGRAM」が採
択され，特に 2020 年に本学でソーラー燃料システム等に関する国際会議を開催するこ
とが決定した。 

・研究推進機構附置環太平洋ソーラー燃料システム研究センターに，材料，機械，物理の
若手研究者を計３人雇用し，太陽エネルギー利用技術に関する特許を２件取得するとと
もに新たに２件を出願するなど，当分野の研究基盤を強化した。 

 
④情報通信工学研究 
・情報通信工学研究の強化と成果発信のため，７月に「ビッグデータアクティベーション

研究センターキックオフシンポジウム」を開催した（参加者 113 人）。 
 
⑤環東アジア研究 
・人文社会・教育科学系全体で環東アジア研究を推進する体制を構築するため，４月に
16 のコア・ステーションより構成される人文社会・教育科学系附属「環東アジア地域
教育研究センター」を設置した（【37-2】参照）。 

・コア・ステーション「中小企業ナレッジネットワークセンター」が，環東アジア地域に
おける経済交流に関する社会貢献を進めるため，日本・韓国・台湾の 10 大学と各国・
地域の関連機関６機関が共同運営する SMEs Knowledge Network Portal を開設した。 

 
⑥腎研究 
・厚生労働省科学研究費補助金難治性疾患政策研究事業“難治性腎障害に関する調査研究”

の代表を務めるとともに，日本医療研究開発機構（AMED）腎疾患実用化研究事業で「メ
ガリンを標的とした腎機能温存・再生療法の開発」における複数の業績をトップジャー
ナルに発表した。また，「ポドサイトセミナー」を主催し，糸球体上皮細胞障害に関す
る研究会を開催した。さらに，新潟県内の食品会社との共同研究において，低たんぱく
米の腎臓病への応用について長期試験を実施することが決定した。 

 
⑦コホート研究 
・佐渡コホート研究，魚沼コホート研究，村上コホート研究，糖尿病臨床疫学研究等の大

規模コホートを統合し，加齢性疾患群，生活習慣病等の原因究明，予防・治療法の確立
を目指す体制が整った。魚沼コホート研究では，今までの５年間の第一次調査の報告書
を発刊し，予後追跡調査を開始するとともに，新たに湯沢町での調査を開始した。また，
国際シンポジウム「Opening new era in epidemiology with clinical big data（於国
際疫学会）」を開催した。 
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⑧その他 
・新潟県最古・日本列島最北の出土となる古墳時代中期の鎧の発見，絶滅危惧種「ガシャ

モク」の発見，トキ・コウノトリのゲノム構造の解明，イネの小分子 RNA 生合成を誘導
する転写因子の特定，新潟県産清酒の識別法の開発，「薬」の振る舞いと効きめを体内
で測る新技術の開発，新規の神経幹細胞制御因子の機能の解明，左右非対称性の基盤と
なる細胞の運動の発見，体力テストに基づく中学校の生活習慣病高リスク者の発見，
Science 誌の特集で薬物モニターシステム開発に関する研究成果の紹介等の注目され
る研究成果を発表した。 

・本学教員が IEEE Geoscience Remote Sensing Society の  2017 Distinguished 
Achievement Award（日本人初），日本学術振興会賞，日本学士院学術奨励賞，国際学
会 ASBBS 最優秀論文賞，日本実験力学会功績賞，2017PC カンファレンス最優秀論文賞，
日本医師会医学研究奨励賞等を受賞した。 

 

【28】 
・自然再生学の文理融合型研究を推
進するために「朱鷺・自然再生学
研究センター」の組織を整備し，
佐渡島における関連施設と有機的
に連携した学際的環境科学の研究
拠点とする。 

【28-1】 
・佐渡３施設（理学部附属臨海

実験所，農学部附属フィール
ド科学教育研究センター佐渡
ステーション，朱鷺・自然再
生学研究センター）の統合案
を策定する。 

【28-1】 
・佐渡３施設の平成 31 年４月統合に向け，名称を「佐渡自然共生科学センター」（仮称）

とし，「自然共生」をキーワードとして各施設の特徴を活かした統合案を策定した。 
・学長裁量経費により，佐渡３施設の連携モデルプロジェクトとして，３施設の若手研究

者が中心となり，佐渡島をフィールドとした「島の遺伝的多様性」，「河川を中心とし
た生態系間の相互作用」の２つの３施設共同研究に取り組んだ。 

・平成 27 年度から毎年開催している佐渡３施設合同フォーラムを，本年度は「森里海を
探究しよう」として 11 月に佐渡トキ交流会館で開催した（参加者 76 人）。今回は，従
来のシンポジウム形式ではなく，島内で環境保全や環境づくりに取り組む中高生の活動
発表を設けるなど，学びや探求の楽しさを中高生や佐渡島民と共有し，佐渡の自然を生
かした研究・探究活動の具体的事例について学び合う機会を創出することができた。特
に高校生による活動発表は参加者から高い評価を得た。 

 

【29】 
・幅広い分野の基礎・応用研究につ
いて，国際的な研究交流や共同研
究を推進するために，国際的に評
価の高い学術誌への投稿や国際会
議への参加・誘致を支援し，国際
会議発表数を第３期中期目標期間
末には平成 27 年度と比較して
10％以上増加させる。 

【29-1】 
・国際的に評価の高い学術誌へ

の投稿や国際会議・研究会へ
の参加・誘致等の支援を行う。 

【29-1】 
・国際会議・研究会への参加・誘致等の支援の一環として，12 月に開催した第３回 U-go
サロンにおいて，日本政府観光局，新潟県，新潟観光コンベンション協会の担当者を招
き，新潟県と新潟市の国際会議開催助成制度について口頭発表と展示ブースにより約
70 人の参加者に周知を行った。 

・若手研究者の顕彰制度（学長賞）の実施，新潟大学研究推進機構研究教授及び研究准教
授に対する報奨金支給については，【33-1】参照。 

・「異分野融合研究支援プログラム」の策定・実施については，【30-1】参照。 
・教員に対する論文投稿支援プログラムに申請のあった 53 件全てに配分した（配分額
3,253 千円）。 

・大学院学生に対する「論文投稿支援事業」に申請のあった 27 件全て（配分額 2,430 千
円），ならびに「国際会議研究発表支援事業」に申請のあった 58 件全てを，審査のう
え採択し，論文投稿を支援した（配分額 6,528 千円）。 

・本学において，InterRad XV，「積雪地域における複合災害と研究動向」等の国際シン
ポジウムを開催した。 
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【30】 
・異分野融合研究を推進するために，

生体医工学，フードサイエンス，
医学物理など学内外の共同研究を
強化する。 

【30-1】 
・学内外における分野を超えた

融合研究を推進するため，「異
分野融合研究支援プログラ
ム」等を実施する。 

【30-1】 
・学問分野の境界を超えた連携・融合による研究を支援し，自然科学から人文社会科学に

わたる幅広い分野の基礎・応用研究力を強化するとともに，将来的な外部資金獲得の基
盤を形成することを目的として，異分野融合研究を支援する下記の「U-go プログラム」
を実施した。 
①学内の研究者が一同に会し，それぞれの研究紹介と交流を行う場を設け，異分野融合

グループ形成を支援するため，「U-go サロン」を２回開催し，６月は 101 人，12 月
は 74 人が参加した。 

②異分野融合グループの研究費を支援する「U-go グラント」を実施し，１件 100 万円
を８件，１件 50 万円を５件採択した。また，追加採択を行い１件 50 万円を７件採択
した。 

③「U-go ウェブ」（ウェブサイト）により研究者間の情報交換を行った。 
・総務省「戦略的情報通信研究開発推進事業 （SCOPE）」の平成 29 年度研究開発課題（先

進的電波有効利用型）において，本学と（株）イートラスト（新潟県長岡市）の共同研
究開発提案「76GHz ミリ波レーダーと LPWA を用いた防災 IoT・環境モニタリングの研究
開発」が採択された。 

 

【31】 
・研究者の自由な発想と熱意に基づ
き次世代を担う研究とイノベーシ
ョンを発芽させるために，科学研
究費助成事業・挑戦的萌芽研究の
申請を支援し，第２期中期目標期
間の平均と比較して10％以上申請
数を増加させる。 

【31-1】 
・科研費上位種目の採択率向上

と挑戦的萌芽研究の申請を促
進するため，引き続き「科研
費助成事業応募支援プログラ
ム」を実施する。 

【31-1】 
・科学研究費助成事業応募支援（惜敗応援）プログラムを実施し，研究費計 2,980 万円を

41 人に配分し，平成 30 年度に同じ種目または上位種目に応募した結果，41 人のうち
12 人が採択された（平成 30 年４月末現在）。また，科学研究費助成事業申請に係る個
別支援として，専用シートを使った URA チェックを 59 件実施し，26 件が採択された（現
在採否未発表の挑戦的研究３件を除く）。 

・各学部において，科研費説明会を 11 回開催した。 
・科学研究シニアアドバイザーを 51 人発令し，科学研究費助成事業の応募者に対する指
導，助言及び応募書類の事前チェックを，各部局に依頼した。 

 
 （資料）科学研究費助成事業・挑戦的萌芽研究の申請・採択状況  

年度 H22～27 平均 H28 H29 H30 H31 H32 H33 
申請数 117 164 127 113    
採択数 27 42 17     

※平成 30 年度からは，「挑戦的研究」（「開拓」及び「萌芽」の合計） 
 

【32】 
・知的財産を適切な評価に基づいて
戦略的に権利化を進め，イノベー
ション創出に向けて知的財産を効
果的に活用し，多様な手段により
国内外に広く発信する。 

【32-1】 
・教職員の発明を適切に評価し，

権利化を進めるとともに，共
同研究へ繋げるため，本学保
有の知的財産を各種展示会に
出展する。 

【32-1】 
・平成 27 年度に作成・発行した知的財産パンフレット「新潟大学特許のご紹介」（保有
特許 97 件分を掲載）をリニューアルし，出願公開中の発明も含めた形で「特許・研究
シーズのご紹介」（281 件を掲載）を４月に 1,400 部発行し，各種展示会等で配付した。 

・４月に CIC 東京で「新潟大学シーズプレゼンテーション」に３件，８月から９月に東京
ビッグサイトで「イノベーション・ジャパン 2017」に組織展示と個別展示（研究１件）
を出展した。 
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・発明審査委員会（16 回開催）において，発明届が 55 件（対前年度９件増）提出され，
共同研究プロジェクト創出の可能性等について調査及び審議を行い，そのうち 49 件（対
前年度６件増）の特許出願を決定した。 

・研究成果の権利化については，国内 41 件，外国 31 件の特許出願を行い，国内 20 件，
外国 17 件の特許権を新規に取得した。 

・３月末における国内特許保有件数は 202 件（対前年度末５件増），外国特許保有件数は
98 件（同 11 件増）となった。 

・（独）工業所有権情報・研修館（INPIT）が平成 28 年度から開始している『産学連携知
的財産アドバイザー派遣プログラム』の対象機関に選定され，アドバイザー１人が派遣
常駐することにより，事業化を目指す「地域連携フードサイエンス・センター」の研究
者が進めるプロジェクトの知的財産マネジメントの支援を行った。 

・３月末現在，実施許諾中の特許は 28 件，有償譲渡は５件，技術移転収入（特許権・著
作権・成果有体物）は 10,028 千円であり，順調に技術移転が進んだ。 

 
 （資料）特許に係る状況               （平成 30 年３月末現在） 

年度 H22～H27 
平均 

H28 H29 H30 H31 H32 H33 

特許出願件数 80.2 74 72     
特許権取得件数 44.8 41 37     
実施許諾中及び
有償譲渡した特
許の権利数 

32.0 38 33     

特許権保有件数 
268  

※H27 末 
284 300     
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Ⅰ 教育研究等の質の向上の状況 
(2) 研究に関する目標 

② 研究実施体制等に関する目標 

 

中
期
目
標 

・若手研究者が主体的に課題を設定し，挑戦的な研究に取り組むことができるように，研究者の育成・支援のための体制を整備し，国内外から能力の高い
若手研究者を確保する。 

・研究の質を向上させるとともに，社会からの要請等に柔軟に対応できる研究支援体制を構築する。 

 

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等） 

【33】 
・各学系・研究所，超域学術院の特
性に合わせた良好な研究環境を整
備するとともに，国際公募による
テニュアトラック制の拡大，研究
の成果に基づくインセンティブの
付与等によって，多様な若手研究
者を育成する。 

【33-1】 
・女性研究者・外国人研究者を

含む多様な若手研究者を採
用・育成するため，年俸制・
テニュアトラック制度等を利
用した研究者循環制度を実施
する。 

【33-1】 
・平成 29 年度「国立大学若手人材支援事業」（「優れた若手研究者の採用拡大支援事業」

の後継事業） によるテニュアトラック制を利用した若手研究者６人の公募（うち２人
は女性限定公募）を行った。その結果６人を採用し，うち２人は女性，１人は外国人と
多様な人材を確保した。これにより，平成 26 年度以降の「優れた若手研究者の採用拡
大支援事業」により採用された若手研究者と合わせると，合計 29 人となった。 

 
（中期計画の達成に向けた実施状況） 
・将来の学術研究を担う優秀な若手研究者の育成及び研究意欲の向上を図るため，顕著な

研究成果を上げた若手研究者の顕彰制度（学長賞）に５人を選考し，研究奨励費として
一人あたり 100 万円を支給した。 

・平成 28 年度から開始した，若手研究者等のモチベーションを高めるとともに研究の活
性化と発展に寄与することを目的に，科学研究費助成事業等の競争的外部資金の獲得実
績等に基づき，現在の職位にとらわれない，研究教授及び研究准教授の称号を付与する
制度について，平成 29 年度の募集を行ったところ，研究教授に３人，研究准教授に１
人の応募があった。審査の結果，応募者全員に研究教授，研究准教授の名称を付与する
こととし，それぞれ報奨金 20 万円を支給した。 

 

【34】 
・研究の基盤的な環境を充実させる
ため，共同研究スペースの十分な
確保，学内共同利用施設の統廃合
及び大型・中型機器等の研究設備
の計画的整備を行う。 

【34-1】 
・共用設備基盤センターにおい

て,設備マスタープランを改
定するとともに，大型装置の
集約化事業を実施する。 

【34-1】 
・共用化事業の実現のため，研究設備マスタープランの策定方法を見直し，従来は各部局

において必要な設備をランキング化し，それを集約して策定していたものを，全学の研
究代表者に対する１次アンケート及び助教以上の教員を対象にした２次アンケート結
果をもとにランキング化することにより策定した。また，研究設備維持運営費の一部を
共用化に資するインセンティブ経費に改革するため，大学の機能強化に資する研究設備
及び共用化設備の分類（認定）を行ったうえで，共用化係数（研究設備維持運営費をど
の程度インセンティブ経費に流用するかを定めた割合）を定めた。 

・平成 30 年度先端研究基盤共用促進事業にオミックス共用ユニット，マテリアルサイエ
ンス共用ユニット及びケミカルバイオロジー共用ユニットの３ユニットを研究組織と
して申請し，採択された。今後は共用設備基盤センターが主導し，各ユニットにおける
共用化を進め，他部局に水平展開を図ることとなった。 
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【35】 
・リサーチ・アドミニストレーター
(URA)と産学官連携コーディネー
ター(CD)が連携・協働し，競争的
研究資金獲得に向けた情報収集・
分析及び研究計画の策定支援・検
証を行う。また，獲得した研究資
金を用いて，基盤的研究や先端的
研究を行うための研究環境を整備
する。 

【35-1】 
・外部資金獲得に向けリサー

チ・アドミニストレーター
（URA）のスキルアップを図る
とともに，シニアアドバイザ
ーと研究推進機構・URA と地域
創生推進機構・産学官連携コ
ーディネーター（CD）の連携・
協働を強化し，更なる競争的
資金の獲得に向けた研究環境
を整備する。 

【35-1】 
・URA のスキルアップのため，URA の２人が文部科学省「科学技術人材育成のコンソーシ
アムの構築事業」に参加し，「多能工型」研究支援人材育成コンソーシアムの「プロジ
ェクトの企画立案」のプログラムを受講した。 

・かねてより個別に進んでいた URA と CD の連携・協働を，より組織的・戦略的に強化す
るため，11 月に新たに意見交換の場（U-co ミーティング）を立ち上げ，月１回の定例
ミーティングを開始した。同会議では，平成 30 年度の外部資金獲得を目標に，概算要
求資料等をもとに，獲得可能性のある事業や研究者の具体的な検討を行うほか，知財関
係の情報共有，展示会等での情報発信等についても協働で取り組んだ。また，次年度よ
り，双方の交流イベント（U-go サロン，産学交流フェスタ）への企画参画，小規模セ
ミナー，能力開発のための勉強会等を行う予定とした。これらにより，外部資金獲得に
向けた重点事項の共有と最適な支援チームづくりが進むとともに，双方の活動範囲の拡
大と機能強化につながった。 

 

【36】 
・研究の質を向上させるため，評価
の高い学術誌への論文発表，大型
外部資金の獲得等の実績に基づ
き，評価を行った上で研究に専念
できるような重点支援をする。 

【36-1】 
・評価の高い学術誌への論文発

表や大型外部資金を獲得した
研究者が研究に専念できる環
境を確保するための仕組みを
設計する。 

【36-1】 
・平成 29 年度「国立大学若手人材支援事業」（「優れた若手研究者の採用拡大支援事業」

の後継事業） によるテニュアトラック制を利用した若手研究者６人の公募（うち２人
は女性限定公募）を行った。その結果，６人を採用し，うち２人は女性，１人は外国人
と多様な人材を確保し，研究に専念できる超域学術院に配置した。また，これらの研究
者に対し，研究スペースの提供や１人当たり 200 万円のスタートアップ資金及び，筆頭
研究者として外部資金を獲得できるようにするために広範囲な助言等を行うメンター
の配置等の支援を行った。  

・評価の高い学術誌への論文発表や大型外部資金の獲得等の実績に基づく，若手研究者の
顕彰制度（学長賞）の実施，新潟大学研究推進機構研究教授及び研究准教授の名称付与
と報奨金支給については，【33-1】参照。 

・一定期間海外の大学又は研究機関等で専門分野の調査研究に専念できる在外研究員制度
により２人を採択した（【44-1】参照）。 
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Ⅰ 教育研究等の質の向上の状況 
(3) 社会との連携や社会貢献及び地域を志向した教育・研究に関する目標 

 

 

中
期
目
標 

・日本海側ラインに位置する大規模総合大学の特色を活かして，「環東アジア地域教育研究機構」を設置し，地域課題をグローバルな視野から検討・提言
するとともに，新潟県を中心とした日本海側の地域活性化，地域創生に取り組む。 

・社会人の学び直し及び職業人のキャリアアップの機会を広く提供することにより，社会の多方面で活躍しうる人材を育成する。 
・地域の教育拠点として，新潟県教育委員会及び関係諸機関とのネットワークの中核的役割を果たし，地域における教員養成及び教員研修の機能を強化す
る。 

 

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等） 

【37】 
・環東アジアの地域交流の中で，地
域の雇用創出や活性化事業を行う
「地域創生推進機構」を平成 28 年
度に設置し，日本海側の地域課題
について，国際的な比較調査に基
づき提言するシンクタンク活動，
高付加価値型事業展開を目的とし
た産学共同連携事業，魅力あるま
ちづくりの提案等の地域創生事  
業を地方自治体や地域産業と連携
して行う。更に，環東アジア地域
に整備する海外リエゾンオフィス
を活用して，グローバルな視点か
ら地域課題に取り組むことのでき
る人材育成機能と環東アジア地域
研究機能を強化する。この成果を
活かし，平成 30 年度に「環東アジ
ア地域教育研究機構」を設置し，
地域創生事業を強化する。 

【37-1】 
・地域創生推進機構を中心とし

て，連携協定を締結した地方
自治体との協働事業を展開
し，地域課題の解決に貢献す
る。また，地域企業との共同
研究件数を増加させるととも
に，包括連携協定等に基づく
大規模な共同研究を実施す
る。 

【37-1】 
・地方自治体や地域産業との産学官連携を強力に推進する「組織」対「組織」の連携体制

による持続可能な事業を推進するため，10 月に地域創生推進機構内の「地域創生推進
企画室」を「ビジネスプロデュース室」に再編した。 

・以下の機関と連携協定を締結した結果，連携協定を締結した団体は，20 団体となった。 
○シンクタンクとしては初めて（公財）環日本海経済研究所と連携協定を締結した（４

月） 
○新潟県，新潟県酒造組合との３者による「日本酒学」拠点形成を目指して，連携協定

を締結した（５月） 
○新潟県内企業としては初めて，亀田製菓（株）と産学連携推進に関する協定を締結し

た（５月） 
○新潟県十日町市との連携協定を締結した（10 月） 
○環東アジア地域への貢献を目指して，広域大気汚染問題の世界的拠点である（一財）

日本環境衛生センター アジア大気汚染研究センターと連携協定を締結した（３月） 
○東日本高速道路（株）新潟支社と連携協定を締結した（３月）。さらに，共同研究契

約を新規に３件締結し，研究を実施した。 
・新潟県燕市との連携協議会で検討した雇用創出等の活性化事業のうち，大学生のインタ

ーンシップ受入推進事業「つばめ産学協創スクエア事業」が本格的にスタートし，工学
部学生が中心となって就業体験を開始した。さらに，人材不足に悩む新潟県内企業の課
題解決を目的に，インターンシップ等の各種施策の拠点施設の整備について本学と自治
体及び新潟県内企業の関係者が協議を続けた結果，燕市地域の産業界支弁によるインタ
ーンシップ学生のための宿泊兼交流目的とする施設が２月に竣工した。 

・連携協定を締結している第四銀行とは，３月末までに本学の産学官連携コーディネータ
ーと新潟県内の企業へ同行訪問を 48 回（対前年度 34 回増）行い，企業側から技術課題
相談を 53 件（対前年度 37 件増）受け，共同研究契約２件を締結した。 

・包括的な産学連携に関する協定を締結しているデンカ（株）とは， 10 月にこれまでの
共同研究成果に関する報告会を開催した。また，大規模な共同研究を行うため，共同研
究講座を１件設置した。 

・新潟県内企業関係者と本学教員が活発に交流する機会として，本学教員約 40 人の研究
シーズをプレゼンテーションする「新大産学交流フェスタ 2017」を前年度に引き続き
10 月に開催し，企業関係者ら約 170 人が参加した。 
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・「大学を軸にした地域連携プラットフォーム」に係るイベントを９月と 10 月の２回開
催し，連携協定締結先を中心に新潟県内各自治体，（公財）環日本海経済研究所，（公
財）にいがた産業創造機構等から，地域創生に関わる担当者延べ 50 人が集まり，本学
からの趣旨説明，本学からは教員と自治体との連携事例，自治体からは重点施策の取り
組み状況について紹介し，参加者間で議論を深めた。 

・新潟県地域に所在する企業との共同研究契約件数は，３月末時点で 62 件（対前年度３
件増）であった。 

 
 （資料）地方公共団体や企業等との連携の状況 

年度 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 
連携協定締結数 9 14 20     
連携協議会等の開催数 11 13 14     

 
 （資料）共同研究・受託研究の実施状況 

年度 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 
総件数 437 424 429     
上記のうち県内企業
との共同研究数 

37 59 62     
 

【37-2】 
・人文社会・教育科学系に「環

東アジア研究センター」を設
置し，全学展開に向けて「環
東アジア地域教育研究ネット
ワーク機構」を設置する。 

【37-2】 
・４月に企業，地方自治体，環日本海経済研究所，高等教育機関及び本学東京イノベーシ

ョンクラブ副会長等の新潟県内有識者を構成員とする「環東アジア構想コミュニティ・
アドバイザリーボード」を設置し，「環東アジア地域教育研究ネットワーク」の設置及
び運営並びに「環東アジア研究センター（仮称）」の設置に関して意見交換を行った。 

・４月に新潟地域から，日本海側地域，北東アジア地域，東アジア地域及びその周辺へと
広がる環東アジア地域を対象として，人文社会・教育科学の諸分野を横断して行われる
研究，教育及び社会貢献を推進することを目的として，本学における環東アジアに関わ
る教育研究に携わる教員で組織する「環東アジア地域教育研究センター」を人文社会・
教育科学系に設置した。同センターの主催により，日本を含む東アジア地域が教育研究
の場としてどのような現状にあるか全体的な理解を共有するための講演会「東アジアの
伝統的思想への誘い―共通善を求めて―」を開催した。また，環東アジア地域研究に関
する外部資金として，新規に科学研究費助成事業 27 件を申請し７件が採択された。 

・10 月に国際戦略統括室を再編し，学長直下の組織として「国際連携推進本部」を設置
した。また，本学における環東アジア地域拠点構想の推進に関する戦略的な施策等を審
議するとともに，学内外の協働体制を構築するため，同本部の下に各学部，研究科，附
置研究所及び教育・学生支援機構グローバル教育センターから選出された者をもって組
織する「環東アジア地域教育研究ネットワーク（EARNet 機構）」を設置し，現在本学
で推進している環東アジアに関わる教育研究や地域貢献に関する情報公開と学外から
の情報収集を目的としたウェブサイトを開設した。 

・環東アジアを基点とした国際ネットワークの構築と強化を図るための一環として，海外
の大学等に勤務する教員・研究者で本学の国際交流や海外の機関との連携に関して特に
貢献している者に対して「リエゾンプロフェッサー」の称号を付与するとともに，２月
には「リエゾンプロフェッサー・アセンブリー」を開催し，環東アジア地域の国際ネッ
トワーク強化の推進に関して意見交換を行った。 
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【38】 
・社会人・職業人のニーズや多様な
背景を考慮して，大学院の社会人
受入れを拡充するとともに，授業
科目や公開講座を受講しやすくす
るためにウェブ教材を活用するな
ど，生涯学び続けることができる
教育体制を整備する。 

【38-1】 
・社会人大学院生の修了後のキ

ャリアアップ，教育システム
の達成度・満足度等を把握す
るための追跡調査を実施す
る。 

 

【38-1】 
・社会人の学び直し及び職業人のキャリアアップを目的とし，社会人大学院生の修了後の

追跡調査を３月に Web アンケートとして実施し，自然科学研究科修了生 10 人，教育学
研究科（修士課程）修了生２人から回答があった。その結果，88％が大学院で身につけ
た問題解決能力が就職後も役立ったと回答するなど，良好な結果であった。 

 

【38-2】 
・生涯学習の充実を図るために

平成 28 年度に改定した「公開
講座の開設に係る基本方針」
に基づく講座を開設する。 

【38-2】 
・平成 28 年度に改定した「公開講座の開設に係る基本方針」（本学の教育や最新の研究
成果に基づいたアカデミックなテーマ・内容により実施することを基本とすること。そ
の他にも受講者のニーズ等を参考にした講座も開設できるものとする。）に基づき，前
期７講座，後期５講座を開講した。全体の受講者数は 333 人（対前年度 108 人増）で，
充足率は 80.6％（対前年度 13.2％増）であった。受講者に対しアンケートを行った結
果，「大いに満足」，「満足」との回答が全体の 89.3％（対前年度 2.7％減）であった。 

・「知っておきたい『糖尿病』～やさしく学ぶ予防と治療の実際～」をテーマに，テレビ
公開講座（放送公開講座）を，１月と２月に，民放放送局を通じて計２回開講した。219
人が受講登録申込を行い（対前年度 26 人増），平均視聴率は 4.7％（前回テレビ公開
講座を実施した平成 26 年度と比べ 0.6％増）であった。また，受講登録申込者にアン
ケートを行った結果，「大いに満足」「満足」との回答が全体の 82.3％であった。 

 
  （資料）公開講座実施状況 

年度 H28 H29 H30 H31 H32 H33 

講座数 10 12     

受講者数 225 333     

受講者の満足度 92.0％ 89.3％     
 

【38-3】 
・今日的教育課題の解決を支援

するための遠隔・対面併用型
研修プログラムを実施すると
ともに，「現職教員の新たな
免許状取得を促進する講習等
開発事業」を継続し，既存の
講習等との相互活用並びに
ICT 等を活用した講習を試行
する。 

【38-3】 
・平成 27 年度から実施している「現職教員の新たな免許状取得を促進する講習等開発事
業」により開発した講習を活用し，平成 29 年度は教員免許状更新講習と，小学校２種
免許状から１種免許状へ上進のための教育課程及び指導法に関する科目「教育の方法及
び技術」（２単位）をｅラーニングによる公開講座として開設した。平成 29 年度教員
免許状更新講習としての受講生は５人であった。受講者の感想として，ｅラーニングに
よる受講の便利さや支持が多く聞かれ，特に部活動指導等で多忙な教員に推奨したいと
の声があった。 

・今日的教育課題（主体的・対話的で深い学び，プログラミング教育，ICT 活用の拡大等）
の解決を支援するための遠隔・対面併用型研修プログラムとして eラーニングを活用し
た。 
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【39】 
・教育学部において，実践的指導力
の育成・強化を図るため，学校現
場での指導経験のある大学教員を
平成 33 年度までに 20％を確保す
るとともに，アクティブ・ラーニ
ングを実践できる能力の育成など
現場のニーズに応える実践的カリ
キュラムの改善等を行うことによ
り，新潟県における小学校教員養
成の卒業生の占有率について，第
３期中期目標期間は50％を確保す
る。 

【39-1】 
・教育学部における教員養成機

能を強化するために，小学校
教員免許状に加えて複数免許
状取得を可能にする時間割整
備を行うとともに，ガイダン
スに始まり教員採用試験受験
にいたる教職に特化した学生
指導体制を構築する。併せて
教育委員会との連携を強化
し，諮問会議を設置する。教
育実践研究の力量を有する教
員を増員する計画案を策定す
る。 

【39-1】 
・小学校教諭免許も含めた複数免許を取得しやすいようにするため，改訂された時間割と

履修案内手引に基づき指導を行った。 
・教職に特化した学生指導体制を構築し，４年生向けに４月に教員採用合格ガイダンス，
５～８月に教員採用試験対策支援プログラムを実施した。その結果，正規採用予定者の
割合が約６％上昇した。また，４月に１年生向けに小学校教諭免許のガイダンス，９月
に２年生向けにキャリア支援ガイダンス，並びに 10 月に３年生向けとして教員採用試
験受験予定者向けガイダンスを実施した。 

・11 月に理事，学部長・研究科長等の大学関係者及び教育委員会の幹部職員や校長会の
会長等により構成される「教員養成の機能強化」についての諮問会議を設置し，平成
30 年度開催に向け検討を開始した。 

・教育実践研究の力量を有する教員を増員する計画案を策定し，小学校英語の担当教員の
公募を行った（現在選考中）。 

 
 （資料）学校現場での指導経験のある大学教員の割合（％） 

H28 H29 H30 H31 H32 H33 

14.9 15.3     

 
 （資料）新潟県における小学校教員養成の卒業生の占有率（％） 

H28 H29 H30 H31 H32 H33 

29.5 28.3     
 

【40】 
・新潟県教育委員会等との連携・協
働により，平成 28 年度に教職大学
院を設置し，学校改革を推進する
実行力の育成や通常学級における
特別支援教育など，地域の教育課
題等に対応できる教員を養成する
とともに，修了者の教員就職率に
ついて 75％を確保する。また，地
域の教育拠点としてのネットワー
クを構築し，研究成果等を地域に
波及させる。 

【40-1】 
・教職大学院において，学校改

革を推進する実行力や通常学
級における特別支援教育の専
門性など，地域の教育課題等
に対応できる資質・能力を備
えた教員を養成するととも
に，教職大学院運営協議会に
おいて院生のキャリアパス等
について教育委員会等と協議
する。 

【40-1】 
・教職大学院独自の教員採用試験合格支援プログラムを立ち上げ，４月以降，面接，小論

文指導，願書指導，模擬授業，場面指導，総合演習等の内容で，９回の支援活動を行っ
た。学部新卒院生４人全員が教員採用試験に合格し，採用された。 

・大学院生のキャリアパスについて６月の教職大学院運営協議会で協議し，学校経営コー
ス所属の現職教員２年次院生６人全員が，各関係教育委員会の推薦を受けて教頭登用検
査又は主幹教諭登用検査に合格あるいは修了後に指導主事として教育委員会に採用さ
れた。 

・７月と３月に開催した教育フォーラムのラウンドテーブルで，各院生が県内外の学校教
員，教育行政関係者，学生，大学関係者に自己の探究課題について提案を行った（参加
者：７月 120 人，３月 183 人）。 

・２月に連携協力校校長，教育委員会，関係者に向けて，修了生による修了報告書の成果
報告会を実施した。 
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Ⅰ 教育研究等の質の向上の状況 
(4) その他の目標 

① グローバル化に関する目標 

 

中
期
目
標 

・環東アジア地域を基点に世界を見据え，教育，研究及び社会貢献を通じて世界の平和と発展に寄与するため，キャンパス・グローバリゼイションを実現
する。 

 

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等） 

【41】 
・平成 30 年度に「環東アジア地域教

育研究機構」を設置し，日本海側
ラインの中心に位置する本学の特
色を活かし，環東アジアに焦点を
当てたグローバル人材育成と地域
研究を強化するとともに，グロー
バルな視野から地域課題の解決に
取り組む。 

【41-1】 
・「環東アジア地域教育研究機

構」の設置に向けて，国際戦
略統括室を中心として，環日
本海経済研究所や地方自治
体，新潟大学サポーター倶楽
部等の人材を構成員としたア
ドバイザリーボードを開催す
る。 

【41-1】 
・４月に企業，地方自治体，環日本海経済研究所，高等教育機関及び本学東京イノベーシ

ョンクラブ副会長などの県内有識者を構成員とする「環東アジア構想コミュニティ・ア
ドバイザリーボード」を設置した。５月に第１回を開催し，環東アジア構想に関連する
本学における次の①～③のプロジェクト事例について意見交換を行った。 
①「留学生が住みよい街，新潟の探求」プロジェクト 
②「アニメ・アーカイブ（仮称）」プロジェクト 
③環東アジア地域大気環境レジリエンスに向けた教育・研究・社会還元システムの構築

（仮称）」プロジェクト 
・４月に人文社会・教育科学系に「環東アジア地域教育研究センター」を設置した。また，

１月には平成 30 年度に全学組織として設置予定である「環東アジア研究センター（仮
称）」のための設置準備ワーキンググループを立ち上げた。 

・10 月に，国際戦略統括室を再編し，学長直下の組織として「国際連携推進本部」を設
置するとともに，環東アジア構想を推進していくにあたっての学内外の協働体制を構築
するため，同本部の下に，「環東アジア地域教育研究ネットワーク」（中期計画では平
成 30 年度に設置する予定であった「環東アジア地域教育研究機構」）を設置した。 

 
 （資料）環東アジア地域の大学等機関との学術交流等の大学間協定数 

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 
30 38 48     

 
（中期計画の達成に向けた実施状況） 
・農学部では，農林水産省公募事業において「ロシア極東における高蛋白大豆の探索と大

区画圃場に対応した高速深層施肥播種機の開発」の国際共同研究に採択されるなど，ア
ジア地域及び欧米の大学・研究機関との国際共同研究を 30 件（対前年度４件増）実施
した。 

・日本医療研究開発機構（AMED）感染症国際展開戦略プログラムにおいて，ミャンマー国
立衛生研究所内に本学の研究室を設置した。特に，平成 29 年度にミャンマーで大流行
したインフルエンザの流行制圧に日本で唯一本学が貢献した。また，AMED 地球規模保
健課題解決推進のための研究事業「ミャンマーとマレーシアにおける高齢者社会疫学調
査と値域アセスメントツールの開発」に採択され，事業を開始した。 
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【42】 
・日本人学生と様々な国の優れた留
学生とが切磋琢磨できるキャンパ
スを創出するため，大学間交流協
定締結校を増加させるとともに，
アセアン大学ネットワーク（AUN 
(Asean University Network) ）等
の優れた大学からなるコンソーシ
アムに加盟し，教育研究交流事業，
交換留学プログラムへの参加等に
より，海外留学者数と留学生数を
倍増させる。 

【42-1】 
・学生の短期海外研修を拡充す

るとともに，様々な国から優
れた外国人留学生を受け入れ
やすい環境を構築するため，
短期留学プログラム及び外国
語（英語）により行われる授
業科目を拡充する。 

【42-1】 
・海外留学促進のための取組として，①留学ガイダンス（年２回），②留学体験談発表会

（年複数回），③留学＋キャリアイベント（年２回），④留学相談対応（随時），⑤ト
ビタテ！留学 JAPAN への申請支援（添削指導及び面接練習）を実施するとともに，海外
留学奨学金の支給対象の拡大等により，夏期及び春期休業中に実施する全学向けのショ
ートプログラム（７プログラム）に 135 人（対前年度 12 人増）が参加した。 

・１年生の段階から留学の意識付けを図るとともに，留学生と共に授業を履修する環境を
提供することを目的として，英語で開講される授業科目に関するパンフレットを作成
し，新入生ガイダンスの際に配付した。 

・様々な国々から留学生を受け入れるための体制整備として短期留学プログラムのカリキ
ュラムについて，ステージ（能力）別日本語科目を開設するとともに，英語等により開
講される授業科目についても各部局あてに科目の必要性を説明する開講の依頼を行っ
た結果，平成 30 年度においても 122 科目開講することとなった。 

・平成 26 年度文部科学省「大学の世界展開力強化事業（ロシア）」に採択された「日露
の経済・産業発展に資するグローバル医療人材育成フレームワークの構築」において，
ロシア・クラスノヤルスク医科大学をはじめとする８大学との間での４つの交流プログ
ラム（夏期医学生交流・医学研究実習・レギュラーPhD プログラム・ダブルディグリー
プログラム）により， 27 人（目標値 18 人）の学生を受け入れるとともに 20 人（目標
値 13 人）の学生を派遣した。 

・平成 27 年度文部科学省「大学の世界展開力強化事業（トルコ）」に採択された「経験・
知恵と先端技術の融合による，防災を意識したレジリエントな農学人材養成」において，
トルコ・アンカラ大学など３大学との間での交流プログラムを実施した。受入について
は，中長期プログラム（グローバル農力養成プログラム，グローバル防災・復興プログ
ラム）と８～９月の短期受入プログラムで合計 22 人（目標値 21 人）の学生を受け入れ
た。派遣についてはトルコ情勢を踏まえて派遣先を選定し，８月と３月に実施した短期
学生派遣プログラムにおいて本学から計 11 人，連携大学から 15 人を派遣した（目標値
21 人）。 

・平成 28 年度文部科学省「大学の世界展開力強化事業（ASEAN）」に採択された「メコン
諸国と連携した地域協働・ドミトリー型融合教育による理工系人材育成」において，タ
イ・チュラロンコン大学をはじめとする４ヶ国・４大学との間でインターンシップを必
修科目とした各プログラム（短期プログラム（学部生対象），中期プログラム（学部生・
大学院学生対象），長期プログラム（大学院学生対象））を実施し，19 人（目標値 15
人）の学生を受け入れるとともに， 17 人（目標値 15 人）の学生を派遣した。 

 
 （資料）留学・留学生等に係る状況 

年度 第二期 H28 H29 H30 H31 H32 H33 
海外留学者数 500（年平均） 591 689     
海外留学プログラム数  48（H27）  47 42     
留学生数（11 月１日） 475（H27） 474 486     

 
（資料）大学間学術交流協定数（各年度末の数） 

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 
50 61 69     
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（資料）英語等による授業科目数 
H28 H29 H30 H31 H32 H33 
80 122     

 

【43】 
・大学院におけるダブルディグリー
プログラム及び英語のみで修了可
能なプログラムを拡充し，正規課
程留学生を増加させる。 

【43-1】 
・ダブルディグリープログラム

が実現可能な大学との交流協
定を締結するとともに，英語
のみで修了可能なプログラム
を拡充する。 

【43-1】 
・自然科学研究科において国立台湾師範大学理学院及びナレースワン大学理学院との間で

ダブルディグリープログラムの実施を含めた交流協定を締結し，ダブルディグリープロ
グラムが実現可能な交流協定の数は 20 大学（対前年度２大学増）となった。 

・英語のみで履修可能なプログラムについては，年度末現在，７プログラムであった。 
 
 （資料）正規課程留学生数 （各年度 11 月 1日の数） 

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 
265 271 272     

 

【44】 
・国際共同研究を通じた優れた研究
成果の創出など研究活動・能力を
向上させるために，海外の大学，
研究機関等で長期間研究に専念す
る在外研究制度を継続的に実施す
るとともに，海外の学術交流協定
校等との相互研究交流を拡大す
る。 

【44-1】 
・国際共同研究を通じた優れた

研究成果の創出など研究活
動・能力を向上させるために，
海外の大学，研究機関等で長
期間研究に専念する在外研究
制度を実施する。 

【44-1】 
・優秀な教育職員を育成し，研究能力の向上と共同研究等による優れた研究成果を生み出

すことを目的として，一定期間海外の大学又は研究機関等で専門分野の調査研究を行う
在外研究員制度を実施し，本年度は２人を採択した（うち１人は都合により辞退）。な
お，平成 27 年度からは，本制度の支援経費の一部を使って，派遣期間中の代替非常勤
講師等を雇用することのできる制度に改めている。 

 

【45】 
・国境を越えた教育・研究・事務に
支障なく対応できる組織体制を構
築し，キャンパス環境をグローバ
ル化するため，教職員の採用に際
し，原則として，各部署における
業務に必要な外国語能力など一定
のグローバル対応力を求める。既
採用職員については外国語（英語）
研修プログラム等を設け，グロー 

  バル対応力を涵養する。 

【45-1】 
・既採用職員のグローバル対応

力を高めるため，職員の語学
レベルに合わせた研修プログ
ラムを実施する。 

【45-1】 
・職員のグローバル対応力向上を図るため，事務職員の中で英語能力上級者層（TOEIC600

点以上 730 点未満），若しくは英語を必要とする業務に携わる部署の職員及び新採用職
員を対象に英語研修を実施した。また，前年度に引き続き TOEIC600 点以上を目指す研
修も継続した。英語研修終了後の TOEIC 試験において，研修受講者 41 人中 23 人が得点
を伸ばすとともに，８人が 600 点以上（うち 730 点以上４人）となり，職員の英語力が
向上した。その結果，600 点以上が年度当初の 83 人から 91 人，うち 730 点以上が同じ
く 18 人から 22 人に増加した。 

・前年度に引き続き，９月に海外交流協定校（ペラデニア大学）との実践的な交流の場を
設け，英語研修受講者のうち，上級者４人が英語で自身の都市・大学・業務等について
プレゼンテーションや質疑応答を行った。 

・事務職員海外研修を継続し，11 月にアメリカ・ロードアイランド大学，フィリピン・
第７回 AUN＋３国際担当責任者会議へ１人ずつを派遣した。参加者の経験は，２月の研
修報告会で発表され，他の職員にも還元された。 

 

【45-2】 
・キャンパス環境をグローバル

化するため，新規採用教員に
求めるグローバル対応力を検
討する。 

【45-2】 
・新規採用教員に求めるグローバル対応力について，教員公募要項にグローバル対応力の

高い教員の採用を推進していること及び多様な言語を母語とする学生，研究者との日本
語，英語を使ったコミュニケーション能力の高い者の応募を歓迎する旨を記載すること
とした。 
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Ⅰ 教育研究等の質の向上の状況 
(4) その他の目標 

② 大学間連携による教育・研究等に関する目標 

 

中
期
目
標 

・国立六大学連携コンソーシアム（千葉大学，新潟大学，金沢大学，岡山大学，長崎大学，熊本大学）をはじめとした他大学との連携を推進し，教育・学
術研究・社会貢献等の機能を一層強化するとともに，グローバル社会をリードする人材を育成し，学術研究を高度化させる。 

 

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等） 

【46】 
・国立六大学連携コンソーシアムに
おいて，東京に設置した国立六大
学連携コンソーシアム連携機能強
化推進本部を活用し，教育，研究，
国際連携等の事業を実施するな
ど，地域や国内外の大学との連携
を強化する。 

【46-1】 
・「国立六大学連携による新た

な国際連携モデルの構築」事
業により，海外の大学アライ
アンスとの交流を行うととも
に，「ミャンマー人材育成支
援産学官連携ぷらっとフォー
ム」を活用した事業を展開す
る。 

【46-1】 
・「ミャンマー人材育成産学官ぷらっとフォーム」の協力のもと，日本への留学を促進す

るためミャンマーにおいて留学フェアを開催した。なお，本学のブースにおいて 60 人
に対して情報を提供した。 

・平成 29 年３月に開催した「ミャンマー就職フェア」について，本年度はアルバイトタ
イムス社主催，「ミャンマー人材育成産学官ぷらっとフォーム」共催による「ミャンマ
ージョブフェア」として３月に開催され，国立六大学連携コンソーシアムとしても参加
した。 

・国立六大学連携コンソーシアムの新規連携事業として，六大学の勉強会を立ち上げ，８
月に文部科学省大学振興課大学改革推進室長を講師として，卓越大学院をテーマに第１
回目の合同勉強会を実施し，30 人の参加があった。 

 

 

  



 新潟大学  

- 47 - 

 

Ⅰ 教育研究等の質の向上の状況 
(4) その他の目標 

③ 附属病院に関する目標 

 

中
期
目
標 

・「患者にやさしい高度医療」を推進することにより，超高齢社会や健康長寿社会の形成を見据えた医療の実現に貢献する。 
・グローバルな視点やリサーチマインドを備え，高度先進医療・地域医療においてリーダーシップを担う高度専門医療人を養成し，日本海側ラインの拠点
を形成する。 

・治験拠点医療機関としての高い取組実績を活かして，本学の持つ各分野の研究能力・実績を実践医療につなげ，医療イノベーションの創出に貢献する。 
・多彩な地域医療貢献の実績を活かして，新潟県の地域医療構想（ビジョン）を踏まえた地域医療連携を強化するとともに，大学病院としての機能を果た
すため，継続的・安定的な病院運営を行う。 

 

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等） 

【47】 
・「患者にやさしい高度医療」を推
進するため，医歯学総合病院の特
色である医科歯科連携及び低侵襲
治療，医療安全管理を更に拡充し，
多職種連携の下，予防から診断，
治療，リハビリまで患者の立場に
立った総合的な包括医療体制を構
築する。 

【47-1】 
・入退院センターの機能を拡充

し，入院，手術，退院（転院），
退院後までの包括的サポート
及び医療相談等まで総合的に
支援する「患者総合サポート
センター」を設置する。 

【47-1】 
・入退院センターの名称を「患者総合サポートセンター」に変更するとともに，その機能

を下記のとおり順次拡充させた。 
①入院前からの介入の拡充を行った。また，看護師の配置拡充，面談室の増設を行い，

周術期の術前スクリーニングを更に充実させた。（４月） 
②周術期口腔管理支援業務を開始した。（８月） 
③既存の地域保健医療推進部，医療相談室を加え，「一体運用・情報共有・協同支援」

体制とし，入退院に限らず全ての相談等に対するワンストップサービスの提供ができ
る体制を整えた。（10 月） 

④規程を見直し，組織整備を行うとともに，スクリーニングの介入対象を拡大した。（12
月） 

 

【47-2】 
・高難度新規医療技術，未承認

新規医薬品等を適正に提供
し，使用するため，「新規医
療技術等管理センター」を設
置する。 

【47-2】 
・高難度新規医療技術，未承認新規医薬品等を適正に提供し，使用することを目的に，４

月に「新規医療技術等管理センター」を設置し，高難度新規医療技術管理部門会議と未
承認新規医薬品等管理部門会議を各 10 回ずつ開催した。 

・24 件の申請のうち，22 件の新規医療技術等（適応外・禁忌・高難度新規医療技術等）
の実施を許可した。 

・本来は本会議の審査対象ではないが，平成 29 年度以前から実施をしている適応外・禁
忌等による医療 53 件について調査し，適切な実施体制が確保されていることから，今
後も実施することを許可した。 

 

【48】 
・各職種・領域において先進的かつ
特色ある医療人教育を行うため，
各領域の専門医，高度臨床看護師，
医学物理士等の高度専門医療人や
地域で求められる総合診療医，災
害医療人等の養成をはじめとした

【48-1】 
・平成 30 年度からの新たな専門

医制度に対応した研修プログ
ラムを構築する。 

【48-1】 
・平成 30 年度からの新たな専門医制度の実施に向け，基本領域 19 のうち基幹型施設とし

て 18 領域，連携施設として対応する１領域の 19 領域全てが一次審査を通過した。 
・これに対応した専門研修プログラム冊子を作成するとともに，新潟県内及び県外研修医

向けに良医育成新潟県コンソーシアム主催による説明会を７月と９月の２回実施し，そ
れぞれ 133 人と 105 人が参加した。 

 



 新潟大学  

- 48 - 

 

新たな教育プログラムを開発す
る。 

 （資料）研修医等に係る状況 

年度 H28 H29 H30 H31 H32 H33 

専門研修医の受け入れ人数 72 79     

専門医等の資格取得者数 43 76     

国内外からの研修医等の受入人数 64 55     
 

【48-2】 
・オール新潟による「次世代医

療人」，発災～復興まで支援
する災害医療人材，肝臓移
植・膵臓移植医療拡充のため
の人材等の高度専門医療人を
養成するため，次世代医療人
養成コースの各種教育プログ
ラム・コース及び災害医療人
養成のための災害医療研修等
の各種研修プログラムを実施
する。 

【48-2】 
・オール新潟による「次世代医療人」養成において，プライマリケアコースに２人，アド

バンスドコースに３人が登録した。 
･「発災から復興まで支援する災害医療人材養成」として，医療・行政等を対象とした大
学履修証明プログラムを実施し，55 人が履修した。また，多職種を対象にした災害医
療人材養成に関わるセミナーを 19 回開催し，受講者は 605 人（対前年度 50 人増）とな
った。また，前年度に引き続き，ASEAN 災害医療連携強化プロジェクトとして，２月に
タイ国の研修員 10 人を受け入れた研修会を行った。 

・災害時の保健医療対応 BHELP 標準コース，DMAT 隊員養成コース，多数傷病者対応コー
ス，災害薬事コース，テロ特殊災害対応コース等の資格認定コースを 11 回開催し，253
人（対前年度８人増）が資格を取得した。 

・高度臨床看護師を養成するため，集中ケア領域認定看護師教育課程に１人，緩和ケア領
域認定看護師教育課程に３人を派遣し，所定の課程を修了した。また，新潟県キャリア
アップ体制整備事業の受託を受け，県内看護職の教育支援を展開するとともに，本院看
護職員の教育支援スキルの向上を進めた。 

・膵腎同時移植を２例実施し現場研修を実践した（延べ８人履修）。１例で指導医を招聘
し，高度専門医療人養成のための手術指導を実施した。脳死ドナー膵摘出術を３例実践
した（延べ８人履修）。６大学高度医療人（肝臓移植医）養成プログラムへの派遣（２
人，うち１人は韓国，１人は米国での海外移植施設研修含む）を実施した。肝臓・腎臓
移植関連学会のセミナー・シンポジウムを履修した（延べ３人）。 

 

【49】 
・医療イノベーションの創出を目指
して，大規模総合大学の強みを活
かし，医理工農学をはじめとした
各学部・研究科，脳研究所，腎研
究センター等との連携を強化する
とともに，基礎研究から治験まで
一貫した臨床研究支援体制を構築
する。 

【49-1】 
・プロトコールデータセンター

及びちけんセンターを統合・
拡充し，「臨床研究推進セン
ター」を設置する。 

【49-1】 
・４月にプロトコールデータセンターとちけんセンターを統合して「臨床研究推進センタ

ー」を設置し，臨床研究支援組織の一元化と拡充を図った。臨床研究推進センターは，
シーズ探索とその実用化に向けた育成支援等を行う臨床研究開発部門，研究の品質管理
等コンサルテーションを行う臨床研究品質管理部門，治験・臨床研究の実施支援を行う
臨床研究実施部門，広報・審査委員会事務局運営を行う運営管理部門の４部門で組織さ
れ，10 月から従来の治験支援に加え，臨床研究の実施相談・実施計画の立案等の研究
支援を開始した。 

・臨床研究推進センター設置に伴う業務拡大により，６人（医師１人，臨床研究コーディ
ネーター２人（看護師），モニター１人，事務担当２人）を増員した。 

・臨床研究推進センターにおいて９件（うち２件は支援依頼計画中）の新規臨床研究サポ
ートを実施した。 

・がんゲノム中核拠点病院に選定された東北大学医学部附属病院及び慶応義塾大学病院の
連携病院として指定された。 
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【50】 
・新潟県内唯一の特定機能病院とし
て，新潟県及び地域医療機関等と
連携しながら，高度救命救急，災
害医療，総合周産期母子医療等の
取組を通じて，県内における地域
医療の中核的役割を担う。 

【50-1】 
・地域医療に貢献するため，新

潟医療人育成センターや魚沼
地域医療教育センターを活用
して地域医療人を養成すると
ともに，高度救命救急センタ
ー，新潟県ドクターヘリ事業，
基幹災害拠点病院，総合周産
期母子医療センター等の活動
を行う。また，新潟市医師会
との共催による新潟地域病院
連携会議を基盤とし，今後の
地域医療需要の変化を踏まえ
た新潟及び周辺医療圏におけ
る地域医療連携体制の再構築
を主導する。 

【50-1】 
・新潟医療人育成センターにおいて，高機能シミュレータを使用した「新潟呼吸器道場」，

「消化器内科分野ハンズオンセミナー」など，シミュレーション教育プログラムを 313
回開催し，新潟県全域の医師延べ 829 人が受講した。また，前年度から新潟県と連携し
て，魚沼地域医療教育センターにおける，総合診療医育成のための臨床教育・研修指導
を実施した。なお，新潟医療人育成センターにおける研修会等開催件数は 678 回，利用
者は 25,141 人，魚沼地域医療教育センターにおける臨床実習等に医学科６年１人，医
学科５年 112 人，研修医４人を受け入れた。また，新潟県と連携して，総合診療医育成
等を目的に「地域医療研修特別プログラム」を開設し，卒後臨床研修医（初期研修医）
８人が受講した。 

・高度救命救急センター，新潟県ドクターヘリ事業，総合周産期母子医療センターにおけ
る診療等に係る実績は以下のとおり。 

高度救命救急センター救急実患者数    5,683 人 
ドクターヘリ出動件数           573 件 
母体胎児集中治療室（MFICU）入院実患者数  207 人 
新生児特定集中治療室（NICU）入院実患者数 143 人 

・今後の地域医療需要の変化を踏まえた新潟及び周辺医療圏における地域医療連携体制の
再構築を主導するにあたり，外部有識者を迎え，新潟県及び新潟市関係者も同席のうえ，
地域医療構想における講演会（検討会）を開催し，体制整備に向けた課題等について検
討した。 

 （資料）新潟医療人育成センターの活動状況 
年度 H28 H29 H30 H31 H32 H33 

研修会等開催件数 474 678     

利用者数 20,025 25,141     
 

【51】 
・病院の健全運営を維持するため，
各種統計データ等を踏まえた病院
の経営・運営改善や機能強化のた
めの戦略を策定・実施する。 

【51-1】 
・「病院の目指すべき方向」，

「経営改善方策」等を実施す
るとともに，病院長直下の「経
営戦略室」（仮称）を設置し，
各種データ分析を踏まえた経
営戦略を策定する。 

【51-1】 
・病院経営に関する企画立案機能の強化のため，病院長のリーダーシップの下で戦略的に

取り組むべき課題についての企画立案を行う，医師中心の多職種組織として「戦略企画
室」を３月に設置した。 

・「病院の目指すべき方向」及び「経営改善方策」の平成 30 年度版を策定し，病院の機
能強化と財政基盤の安定に向けた方策を明確化した。 

・ＨＯＭＡＳ２（国立大学病院管理会計システム※）を活用して，以下の取組を行い，高
額薬剤の請求漏れ未然防止（３事例，影響額約２千万円）や指導料算定実績増（前年比
５百万円増）に繋がった。 
①医薬品の使用量と保険請求状況の分析結果から，医薬品毎の採算性を可視化した。  
②患者別原価計算の設定により，症例毎分析を可能にした。  
③指導料算定のベンチマーク分析を行った。 
※ＨＯＭＡＳ２（国立大学病院管理会計システム University HOspital Management 

Accounting System）とは，原価計算を行い，病院の経営状態を把握，分析するシス
テム。全国国立大学病院で一斉稼働し，利用者別原価計算や，全国国立大学法人のベ
ンチマーク分析が行える共通ルール原価計算機能がある。 

・後発医薬品の導入について継続的に取り組み，平成29年度（２月まで）の導入率は82.8％
となった。これにより平成 30 年４月から後発医薬品使用体制加算３以上の施設基準要
件を満たすことができた。 
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Ⅰ 教育研究等の質の向上の状況 
(4) その他の目標 

④ 附属学校に関する目標 

 

中
期
目
標 

・大学・学部・附属学校が連携して，社会的に求められる附属学校の役割・機能を発展させる。 
・学生の実態に応じた段階的教育実習カリキュラムを構築し，附属学校の教育実習機能を強化する。 
・教育委員会と組織的に連携しながら，現職教員の研修の場としての役割を強化する。 
・グローバル化，異校種連携・一貫教育，特別支援を必要とする児童・生徒の増加など，国及び地域の教育課題について，附属学校として実験的・先導的
な教育研究活動を行い，地域における指導的学校あるいはモデル校としての役割を果たす。 

 

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等） 

【52】 
・附属学校運営協議会において，大
学・学部・附属学校が連携して，
国や学校現場が抱える教育課題や
附属学校の運営上の課題に対応す
るための活動計画を立案し，その
成果を継続的に検証する。 

【52-1】 
・大学・学部・附属学校が連携

して，国や学校現場が抱える
教育課題や附属学校の運営上
の課題に対応するために附属
学校運営協議会において立案
した平成29年度活動計画を実
施する。 

 

【52-1】 
・大学院学生の教職の実践力強化のため，附属学校運営協議会において立案した「高度教

員養成プログラム」として，現代社会文化研究科と自然科学研究科において，新たな授
業科目として「教職実践学校インターンシップ」を開設し，両研究科の大学院学生の教
育実習を附属学校で受け入れることとした。 

 

【53】 
・１年次から３年次まで制度化され
た段階的教育実習に加えて，教育
実践・臨床研究に関する研究方法
の習得を目的とする４年次「研究
教育実習」を整備し，附属学校等
を活用して教育学部教員と附属学
校教員が共同で指導する「４年一
貫教員養成カリキュラム」を，平
成 30 年度までに完成させる。 

 

【53-1】 
・附属学校で実施している教育

実習に関する検証結果を踏ま
え，段階的教育実習カリキュ
ラムを整備する。 

【53-1】 
・前年度の観察参加実習参加学生を対象としたアンケートの結果に基づき，２年次の観察

参加実習を見直し，事前指導において実習校の要項を配布し，さらに模擬授業を通じて
指導案の作成について指導した。また，事後指導においては，実習クラスごとに振り返
りとしてアクティブラーニングによる報告会を実施した。 

・段階的教育実習カリキュラムの整備の一環として，個人情報に配慮した研究発表の実施
を確保することを目的に,４年次「研究教育実習」において，本年度から開始した教育
学分野倫理審査委員会での審査を受けることを義務付けた。 

 

【54】 
・教職大学院において高度な実践的
指導力を育成するために，教職大
学院教員と附属学校教員等が指導
チームを構成して「現場実習」を
行う。 

【54-1】 
・附属学校の研究成果を中核に

据えた実習カリキュラムに基
づき，教職大学院教員と附属
学校教員等が指導する「現場
実習」の体制案を策定する。 

【54-1】 
・学部新卒学生の希望校種と教科に合わせた附属学校教員のクラスへの配属，附属学校の

研究を活かした実習内容，教職大学院専任教員による隔週の訪問指導といった実習の指
導体制を整備した。 

・附属学校の教育研究資源を活用し，また，学部新卒学生個々の実習教科のニーズに応え
るため，学部新卒院生の１年次前期の実習を平成 30 年度から附属新潟小学校・中学校
で実施することを決定した。 
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【55】 
・総合大学の強みを活かし，教育学
部以外の学部・研究科からの教育
実習受入れ体制を平成 30 年度ま
でに整備するとともに，共同研究
を行い，その成果を附属学校の教
育に活用する。 

【55-1】 
・附属学校園において，教育学

部以外の学部・研究科からの
教育実習及び共同研究の受入
れ体制を拡充する。 

【55-1】 
・附属学校運営合同会議において，他学部及び他研究科からの教育実習と共同研究受入に

ついて協議し，他大学及び他学部等からの教育実習生 31 人を以下のとおり受け入れた。 
附属新潟小学校 本学養護教諭特別別科４人，教育学研究科１人，新潟医療福祉大学

１人，新潟県立大学１人，國學院大學１人，日本女子大学１人，皇
學館大学１人（計 10 人） 

附属新潟中学校 本学理学部２人，教育学研究科１人（計３人） 
附属幼稚園   なし 
附属特別支援学校 本学養護教諭特別別科４人 
附属長岡小学校 本学養護教諭特別別科４人 
附属長岡中学校 本学養護教諭特別別科６人，文教大学，立命館大学，新潟薬科大学，

日本体育大学 各１人（計 10 人） 
・各校において，教育学部以外の学部・研究科との以下のような共同研究等を実施した。 

附属新潟小学校 道徳の授業研究の指導に人文学部の哲学担当教員の参加，教育学研
究科教員を代表とする脳研究所統合脳機能センターとの共同研究
に児童が被験者として協力，総合的な学習のカリキュラムに関する
創生学部教員との協議及び授業研究。 

附属新潟中学校 国語科及び総合的な学習の時間の授業研究の指導者として，本学教
職大学院の教員を迎えた。 

附属特別支援学校 特別支援教育研究会において，本学教職大学院教授によるミニ講
座の実施。 

附属長岡小中学校 児童・生徒が五十嵐キャンパスを訪問し，他学部教授から講義を
受ける「大学訪問プロジェクト」を教育学部，理学部，工学部，農
学部，附属図書館，災害・復興科学研究所で実施。本学危機管理本
部危機管理室から現地指導を受け避難訓練の充実。 

附属長岡中学校 愛知教育大学と共同研究を行い，技術科において他者と協力する資
質・能力を統合的に育む題材の開発。 

 

【56】 
・教育委員会と組織的に連携し，附
属学校の教育資源を活かした「教
員免許更新講習」や「初任者研修」
等を実施するとともに，新潟県内
の現職教員を計画的に受け入れ
る。また，地域の学校が抱える今
日的課題を解決するために，附属
学校教員を研修会の講師や授業研
究助言者等として派遣する。 

【56-1】 
・附属学校園において，「教員

免許状更新講習」や「初任者
研修」等の講座を担当すると
ともに，附属学校教員を研修
会の講師や授業研究助言者等
として派遣する。また，小学
校における英語の必修化を踏
まえ，小学校教員の英語（中
学校２種）認定講習を継続し
発展させる。 

【56-1】 
・各附属学校園において，「教員免許状更新講習」６講座を担当し（受講者延べ 215 人）， 

指導者を派遣するとともに，「初任者研修」等（学校園により名称は異なる）として講
話や授業公開等を行った（参加者 121 人）。 

・附属学校教員を研修会の講師や授業研究助言者等として 149 回派遣した。 
・学校視察等の団体を 26 団体受け入れた。 
・研究発表会以外に公開授業を 119 回実施した。 
・小学校教員の英語（中学校２種）認定講習について，新潟地区講習は 40 人，長岡地区
は 55 人が受講した。 
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附属学校園名 
附属 
新潟小 

附属 
新潟中 

附属 
幼稚園 

附属 
長岡小 

附属 
長岡中 

附属特
別支援 

教 員免許
状 更新講
習 

講座数 1 1 1 1 1 1 
延べ受講者数 

25 40 38 32 24 56 

初任者研修等の参加者数 13 18 29 19 37 19 
研修会の講師や授業研究助言
者等の派遣回数 

47 33 5 27 34 3 

学校視察等の受入団体数 13 8 0 2 1 2 
研究発表会以外の公開授業数 3 26 39 28 23 0 

 

【57】 
・これまでに行ってきた汎用的能力
の育成に関する研究，幼小中 12 ヶ
年の系統性を活かした教育カリキ
ュラムの構築，附属特別支援学校
を拠点としたインクルーシブ教育
システムの構築等を基盤に，幼小
中の連続性・系統性を踏まえた汎
用的能力を育成する教育課程の編
成やグローバル化に対応する環境
モデルの構築，知的障害教育のモ
デルとなるカリキュラムの構築等
に取り組み，その成果を学部のカ
リキュラムに取り入れるととも
に，研究会，学校公開や報告書の
発行によって地域に還元する。 

【57-1】 
・附属新潟小学校・中学校にお

いて，新学習指導要領に対応
した教育課程の試案を作成
し，教育研究会等で提案する。 

【57-1】 
・新学習指導要領に対応し，附属新潟小学校では，「豊かに考える子どもを育む教育課程

の実現」を研究主題に設定し，育成する資質・能力を，知識・技能，思考力・判断力，
態度，協調性，ツール活用能力の５つに焦点化した教育課程を試作した。２月の研究会
（参加者約 1,300 人）では，この教育課程を作成する方法や効果等を提案した。 

・附属新潟中学校では，同じく新学習指導要領に対応して，「意味ある文脈での課題設定」
「対話を促す工夫」「学びの再構成を促す工夫」を３つの重点と定め，それを活かした
確かな学びを促す教育課程の試案を作成し，10 月に開催された中学校教育研究発表会
（参加者約 600 人）で提案した。 

 

【57-2】 
・附属長岡校園において，各教

科の専門知が統合的に生かさ
れる学びを通して，持続可能
な社会の発展に寄与する幼小
中一貫教育を実施するととも
に，グローバル化に対応した
教育を実施する。 

【57-2】 
・附属長岡校園において，文部科学省研究開発学校の指定を受け，「新たな世界を創り出

す子供をはぐくむ－『統合的な学び』の実現を通して－」をテーマに幼小中一貫教育に
取り組んだ成果を附属長岡校園研究協議会で発表し，1,201 人（幼稚園 201 人，小学校
656 人，中学校 344 人）の参加があった。 

・６月に北京師範大学附属南奥実験校及び関係学校等から 12 人の訪問団を迎えた。授業
後には研修交流を行い，両国の教育実践について紹介し合い，意見交換を行った。11
月に上記実験校等へ５人の教員が訪問し，研修交流を行うとともに現地の先生方や学生
を対象とした統合的な学びのある授業づくりに関する講演や，子供たちに外国語・国語
の授業実践を行った。 

 

【57-3】 
・附属特別支援学校において，

子どもの学びを深め，さらに
確実な知識・技能の獲得を目
指すために，小中高一貫性の
あるモデルカリキュラムに見
直す。 

【57-3】 
・「子供が学びを深める姿を目指した授業づくり」が４年目を迎え，小中高等部とも，授

業づくりの三視点（個別の指導計画の活用，単元・題材のあり方，支援のあり方）から
実証的に検討し，指導内容・方法の改善を行った。 

・研究発表会では，研究の概要等全体発表，公開授業と授業検討会，ミニ講座やポスター
発表のほか，文部科学省から講師を招き講演会を実施し，全国各地から 495 人が参加し
た。 
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【58】 
・附属特別支援学校を中心に附属校
園におけるインクルーシブ教育の
先導的実践を行う。特に，附属特
別支援学校は，附属学校と地域の
一般校からの教育相談に対応する
など，特別支援教育に関するセン
ター的機能を担う。 

【58-1】 
・附属特別支援学校では，小学

部，中学部，高等部別に教科
領域等を対象とした指導内
容・方法及び学習目標と一体
化した評価計画の実証的検討
とデータの蓄積を行い，12 年
間にわたる指導内容表（案）
を作成する。また，附属学校
と地域の一般校からの教育相
談に対応するなど，特別支援
教育に関するセンター的機能
を担う。 

 

【58-1】 
・従前より活用してきた「自立につながる内容表」の内容（①豊かな心，②健康な体，③

日常生活の動作，④コミュニケーション，⑤集団生活，⑥地域資源の利用，⑦余暇，⑧
家事・労働）を，児童生徒の生活場面から捉え直し，「働く」「暮らす」「楽しむ」の
三つの分野と，その基礎となる「核となる力」を合わせた４つの分野から指導内容を整
理し，４つの分野の指導内容表（案）を作成し，授業実践を行った。 

・教育相談を 60 件実施するとともに，各種研修会の講師を３件務めた。 
 

【58-2】 
・附属長岡校園において，発達

障害等の特別に支援を要する
児童生徒の教育支援を迅速に
行うため，附属特別支援学校
との間にテレビ会議等を整備
する。 

 

【58-2】 
・附属長岡校園において，各校園の特別支援教育コーディネーターを中心に，特別支援学

校と連携し，新たに実態把握（希望者に調査実施）と支援体制（幼稚園入園選考検査と
長岡小学校入学選考検査に特別支援学校からそれぞれ教員２人参加）を強化した。 

・また，附属特別支援学校とのテレビ会議の整備は完了した。 
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Ⅱ 業務運営・財務内容等の状況 
(1) 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

① 組織運営の改善に関する目標 

                   

中
期
目
標 

・大学の強みや特色を最大限発揮するため，学長のリーダーシップの下，経営戦略本部を中心にエビデンスに基づく経営戦略を策定し，人的資源・物的資
源・資金等の機動的な配分を行う。 

 

中期計画 年度計画 
進捗
状況 

判断理由（計画の実施状況等） 

【59】 
・学長の構想を確実に実現するため，

学長直轄下においた経営戦略本部
を中心として，IR（インスティテ
ューショナル・リサーチ）推進室
から提供されたエビデンスに基づ
く経営戦略を策定し，教育研究等
の機能強化を行う。また，学長の
リーダーシップの下で，教育研究
活動の高度化や組織活性化，年俸
制の活用，若手・女性採用促進等
の人材多様化など，大学の強みや
特色を活かした取組に対し資源を
重点的に措置する。 

【59-1】 
・国立大学を取り巻く環境変化

に全学経営の視点から対応す
るため，「国立大学法人新潟
大学中期経営基本戦略」等の
改定を行い，機能強化に関す
る取組に加えて民間資金の活
用を促進する取組に対して重
点的な資源配分を行う。 

 
Ⅲ 

【59-1】 

・第３期中期目標期間以降における厳しい財政状況を踏まえ，教員配置を抑制する
中において「学長のリーダーシップに基づく資源配分改革方針」（平成 27 年度
策定）に基づき，学長裁量ポストとして，次の５人の教員を新たに配置した。 
①「文部科学省卓越研究員事業」のため ３人 
②「国際交流協定締結大学等外部機関との人事交流」のため ２人 

・平成 30 年度から導入するポイント制による新たな教員人事管理方式の下で学長
が全学的観点で運用する「学長裁量ポイント（供出分）」について，全学の機能
強化に資する取組や若手・女性・外国人教員の雇用・登用実績に係る分等へ配分
するための配分方針を決定した。 

・大学としての機能の高度化を図りながら，教員人件費の削減を実現するため，学
系組織の実質化による効率的な教育研究体制への改革を目指し，平成 30 年度よ
り現行の学系組織を再編することを決定した。 

・学長裁量経費について，下記のとおり戦略的な配分を行った。 
①平成 29 年度学長裁量経費においては，対前年度７億円増の総額約 26 億円につ

いて，「国立大学法人新潟大学の将来展開に向けた機能強化基本戦略」（平成
28 年７月改定）（以下「機能強化基本戦略」という。）をはじめとした本学が
重点的に行う取組等に対して配分した。なかでも，73 百万円については，「機
能強化基本戦略」に基づく取組を一層加速させるため，平成 28 年度繰越予算
を活用しつつ，執行部によるヒアリング等を経たうえで，「機能強化基本戦略」
の実行に関連した取組に対して配分した。また，将来的な民間資金活用の促進
を見据え，10 月に地域創生推進機構の再編による「ビジネスプロデュース室」
を設置し，２月に学内措置（学長裁量経費）により「統括ビジネスプロデュー
サー（特任教員）」を１人配置した。 

②平成 30 年度学長裁量経費においては，平成 29 年度と同様に「機能強化基本戦
略」等に基づく取組等への重点配分を行うことを目的として，当初予算額約 20
億円を決定した。なかでも，学長裁量経費 70 百万円については，平成 29 年度
学内補正予算を活用して，「機能強化基本戦略」に掲げる戦略ごとに定めた評
価指標（KPI）の進捗に寄与する取組を支援するため，取組の実績等を踏まえ
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た配分をすることとした。 

【60】 
・経営協議会学外委員の意見を大学
運営に反映しやすい環境を整備す
るため，学外委員との意見交換を
行う機会を増やす。また，監事か
ら監査ごとに提示される意見を機
動的に反映させる仕組みを構築す
る。 

【60-1】 
・経営協議会の開催回数 6 回を

維持するとともに，十分な審
議時間の確保と議題調整を行
うことにより，意見交換を行
う機会を充実させ，学外委員
の意見を大学運営に反映させ
る。 

 
Ⅲ 

【60-1】 
・経営協議会（定例）を，計画どおり年６回開催した。 
・11 月に開催した経営協議会において，本学の様々な取組に参加した学生が発表す

る時間を設けるとともに，発表後には懇談の時間を設け，委員と学生の間で活発
な意見交換が行われた。発表や意見交換により学生も大いに刺激を受け，今後の
学生生活に良い経験となったほか，学外委員から，今後の大学運営に参考となる
貴重な意見が寄せられた。 

・更に１月に開催した経営協議会では，通常の議題とは別に学外委員の意見を反映
するため，「産学連携を中心とした地域貢献」をテーマとした意見交換の機会を
設け，本年度策定した「国立大学法人新潟大学における民間等との共同研究拡充
を目的とした中長期行動戦略」に定める施策の具体的な実施について，その議論
を踏まえ，効果的な産学連携の推進を図ることとした。 

 

【60-2】 
・「監事監査意見書」記載の監

事意見に対して，担当理事及
び担当部局を明確にした検討
体制・実施スケジュール・対
応方針を策定し，監事意見に
対応した実施状況を，役員会
に報告することで，監事の意
見を大学運営に反映させる。 

 
Ⅳ 

【60-2】 
・「平成 28 年度監事監査意見」における要検討項目について，役員会で決定した
対応方針に基づき担当理事・担当部局が改善に取り組むとともに，対応状況を役
員会で検証し，ホームページで公開する仕組みを構築した。 

・なお，要検討事項 35 項目のうち 30 項目は本年度中に改善策を実行し，環境安全
管理の促進や海外留学時の危機管理など，大学運営に反映した。残り５項目は，
実行に向けた検討に時間を要するため，平成 30 年度も引き続き行うこととした。 

 

【61】 
・優秀な人材を雇用・確保し，教育
研究の高度化・活性化を推進する
ため，クロスアポイントメント制
度を導入するとともに，人事評価
制度の検証を行い，人事・給与制
度の更なる弾力化に取り組む。特
に，年俸制については，適切な業
績評価体制を構築するとともに，
退職金に係る運営費交付金の積算
対象となる教員について年俸制導
入等に関する計画に基づき，平成
28 年度までに 15％以上とする。 

【61-1】 
・シニア教員の年俸制への切替

や流動性の高い分野の若手研
究者への年俸制の適用等によ
り，年俸制教員を 15％以上と
する。 

 
Ⅲ 

【61-1】 
・新たな年俸制教員への切替や新規採用により，本年度末現在の年俸制教員は 165
人（全教員の 15.12％）となり，目標としている 15％以上を達成した。 

 
 （資料）年俸制教員の状況（年度末） 

年度 H27 H28 H29 
年俸制教員数 119 150 165 
割合（％） 10.9 13.75 15.12 

 

【61-2】 
・年俸制教員の業績評価の結果

を踏まえ，年俸制以外の教員
に係る人事評価制度を見直
す。 

 
Ⅲ 

【61-2】 
・年俸制教員については，平成 27・28 年度の業績評価を業績給に反映させ，本年
度は年俸制適用が３年となる教員について業績評価に基づく基本給改訂を行っ
た。 

・年俸制教員と年俸制以外の教員では，業績評価書の様式及び評価結果の評語が異
なっていたことから，評価基準を統一するため，年俸制以外の教員についても原
則として年俸制の業績評価書を用いることとした。 
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【62】 
・40 歳未満の優秀な若手教員の活躍

の場を全学的に拡大し，教育研究
を活性化するため，若手教員の雇
用計画に基づき，退職金に係る運
営費交付金の積算対象となる教員
の雇用を促進し，40 歳未満の若手
教員の構成比率を平成 31 年度は
19.4％，平成 33 年度は 20％に増
加させる。 

【62-1】 
・「優れた若手研究者の採用拡

大支援事業」等の活用により
若手教員を雇用する。 

 
Ⅲ 

【62-1】 
・平成 28 年度に採択された「優れた若手研究者の採用拡大支援事業」により，平
成 28 年度から引き続き５人の若手教員を雇用した。 

・平成 29 年度「国立大学若手人材支援事業」の採択を受け，新たに６人の若手教
員を雇用した。 

・若手教員の増加を図るため，平成 30 年度から導入するポイント制による新たな
教員人事管理方式の下での，学長が全学的観点で運用する「学長裁量ポイント（供
出分）」において，全学の機能強化に資する取組や若手・女性・外国人教員の雇
用・登用実績に係る分等へ配分するための方針を決定した。なお，本年度に関し
ては，退職金に係る運営費交付金の積算対象となる教員における 40 歳未満の若
手教員の構成比率は，教員数の減少割合が若手教員のほうが高かったなどの要因
から，17.0％（1,102 人中 187 人）となった。 

 
 （資料）若手研究者の構成比率（％）（年度末） 

H28 H29 H30 H31 H32 H33 
18.1 17.0     

 

【63】 
・管理運営及び研究推進等に関する
専門分野の強化のため，リサー
チ・アドミニストレーター（URA）
など高度な専門的知見を有する職
員を，教員や事務職員とは異なる
第三の職種として位置付け，安定
的に採用・育成する。 

【63-1】 
・平成 28 年度に構築したリサー

チ・アドミニストレーター
（URA）のキャリアパスに関す
る基本方針に基づき，その実
施に向けた準備をする。 

 
Ⅲ 

【63-1】 
・URA のキャリアパスを構築するために，各 URA との意見交換等を通じ，各職階に
求められる資質・役割，給与体系・勤務体系の策定等に関する準備を進めた。 

 

【64】 
・教職員の多様化を図り，教育研究
を活性化するため，性別に関係な
く個性と能力を十分に発揮できる
環境を整備する。特に，女性の更
なる活躍促進に向け，女性教員比
率を 20％まで高める。また，管理
職に占める女性の割合を平成 28
年度までに 13％以上に高め，平成
33 年度まで維持する。 

【64-1】 
・女性教員比率を高めるととも

に，女性研究者等の活躍促進
に向けた各種事業を実施す
る。 

 
Ⅳ 

【64-1】 
・５月１日現在の女性教員比率（特任含む）は 18.0％となった（専任教員 1,086
人中 175 人，特任教員 202 人中 57 人）。また，同じく５月１日現在の女性管理
職の割合は 13.6％（81 人中 11 人）であった。 

・次世代育成支援として，自らの研究や大学生活等を中高生へ紹介する大学院生「新
大 Wits」（登録者 18 人）によるサイエンス・セミナーの実施（33 回，受講者
2,973 人），女子学生による女性研究者紹介ニューズレター「Ni-Che!」の発行（４
回），オープンキャンパス企画「集まれ理系女子」の実施及び博士講演会＆交流
会「第２回自然科学系」（参加者 17 人）を実施した。 

・女性研究者のキャリアアップ支援として，新規採用女性研究者スタートアップ支
援制度（利用者５人），上位職シャドウイング研修派遣制度（同３人），女性管
理職を支援する業務補助者の雇用制度（各学期の利用者延べ７人），連携型共同
研究スタートアップ支援制度（１人継続採用），研究力向上ワークショップ（参
加者 29 人），研究力向上セミナー（受講者 40 人）を実施した。 

・仕事と生活の両立支援として，ワーク・ライフ・バランス支援研究補助者の雇用
制度（各学期の利用者延べ 26 人），ダイバーシティ事業研究補助者の雇用制度
（同 31 人），ライフイベント復帰支援制度（利用者７人），ベビーシッター派
遣事業（同 32 人）を実施した。 
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・教職員を対象とした男女共同参画に関する意識調査の結果を踏まえ，以下を実施
した。 
①ポジティブ・アクションに対し「必要・どちらかと言えば必要」との回答が７

割を超えたことを受け，各人事単位組織において女性教員の採用登用計画を含
めた男女共同参画推進行動計画を策定した。 

②介護に関する支援制度の周知度が低いことから，特に介護のわかりやすさを重
視したハンドブックを作成し，配布した。 

③調査結果をニューズレターGEO 通信にて報告した（３回）。 
・ワーク・ライフ・バランスと女性の活躍推進に関して，男女共同参画推進トップ

懇談会（４回，参加者延べ 42 人），パワー・ハラスメント防止セミナー（受講
者 64 人），管理職 FD（同 40 人），女性リーダー養成研修（同 23 人），WLB セ
ミナー＆交流会（参加者 33 人），ダイバーシティ事業シンポジウム（同 72 人）
等を開催した。 

・平成 30 年度から導入するポイント制による新たな教員人事管理方式の下で学長
が全学的観点で運用する「学長裁量ポイント（供出分）」について，全学の機能
強化に資する取組や若手・女性・外国人教員の雇用・登用実績に係る分等へ配分
するための配分方針を決定した。 

 
 （資料）女性教員，女性管理職比率（％）        （５月１日時点） 

年度 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 
女性教員比率 16.3 17.1 18.0     
女性管理職比率 11.3 15.4 13.6     
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Ⅱ 業務運営・財務内容等の状況 
(1) 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

② 教育研究組織の見直しに関する目標 

 

中
期
目
標 

・社会の変化や社会からの大学に対する要請に適切に対応するため，学位プログラムを中心とした柔軟かつ機動的な教育研究組織に再編する。 

 

中期計画 年度計画 
進捗
状況 

判断理由（計画の実施状況等） 

【65】 
・人文社会科学系学部・大学院につ
いては，18 歳人口の減少や人材需
要等を踏まえた入学定員の見直し
を行うとともに，地方創生など社
会的要請の高い分野を重視した教
育研究組織へ平成 30 年度までに
再編する。 

 
 

【65-1】 
・人文社会科学系学部・大学院

について，全学的な改組基本
方針に基づき，社会的ニーズ
を踏まえた改組計画を策定す
る。 

 
Ⅲ 

【65-1】 
・人文社会科学系学部について，全学的な改組基本方針に基づき，社会的ニーズを

踏まえた改組計画を策定した。 
・人文社会科学系大学院について，大学院改組基本方針に基づき，既存の研究科・
専攻の在り方や本学の強み・特色を踏まえた分野融合プログラムの検討を行い，
融合プログラム管理組織の設置を含む改組計画を策定した。 

 

【66】 
・教員養成系学部・大学院について
は，教育学研究科教育実践開発専
攻（教職大学院）を平成 28 年度に
設置し，高度専門職業人としての
教員の養成機能を強化するととも
に，学校教育専攻・教科教育専攻
（修士課程）を，平成 29 年度に他
の研究科に組み込む。教育学部学
校教員養成課程については，カリ
キュラム改革など教員養成機能を
強化し，学習社会ネットワーク課
程，生活科学課程，芸術環境創造
課程及び健康スポーツ科学課程に
ついては，大学の学部改革に対応
して廃止する。 

 

【66-1】 
・教員養成機能の強化のため，

教育学部学校教員養成課程の
カリキュラム改革案を策定す
る。 

 
Ⅲ 

【66-1】 
・新学習指導要領および教育職員免許法改正に対応するため，教職課程コアカリキ

ュラム，外国語（英語）コアカリキュラム，複合科目の設置，教養教育科目及び
専門教育科目の履修基準等の改革を行い，平成 30 年度向けに教育学部規程を改
正した。 

・学生対象のアンケート調査について，新たに「教育実践カリキュラム」の履修に
よる教職志望の変化の検証を行うなど，内容を見直して実施した。  

・教育学研究科教育実践開発専攻（教職大学院）の平成 31 年度の拡充計画を策定
した。 

・教育学部新課程の学生募集停止を行い，同課程の教育資源を工学部の新たな文理
融合領域プログラム（人間支援感性科学プログラム）等で活用した。 
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【67】 
・自然科学系学部・大学院について
は，入試の志願倍率等を踏まえて
入学定員の見直しを行うととも
に，学部と大学院の教育プログラ
ムの連携による専門性の深化や大
学院を中心とする異分野融合を重
視した教育研究組織へ再編する。
また，大学院技術経営研究科につ
いては，時代の動向や社会構造の
変化など，社会のニーズを踏まえ
た見直しを行う。 

 

【67-1】 
・自然科学系大学院について，

全学的な改組基本方針に基づ
き，社会的ニーズを踏まえた
改組計画を策定する。 

 
Ⅲ 

【67-1】 
・自然科学系大学院について，全学的改組方針に基づき，既存の研究科・専攻の在

り方や本学の強み・特色を踏まえた分野融合プログラムの検討を行い，融合プロ
グラム管理組織の設置を含む改組計画を策定した。 

・大学院技術経営研究科の学生募集停止を行い，同研究科の教育資源を工学部の新
たな分野横断型プログラム（協創経営プログラム）で活用した。 

 

【68】 
・医歯学系学部・大学院では，入試
の志願倍率等を踏まえて入学定員
の見直しを行うとともに，大学院
を中心に健康長寿社会の実現に向
け，先進的な教育研究を行う組織
へ再編する。 

 

【68-1】 
・医歯学系大学院について，全

学的な改組基本方針に基づ
き，社会的ニーズを踏まえた
改組計画を策定する。 

 
Ⅲ 

【68-1】 
・医歯学系大学院について，全学的改組方針に基づき，既存の研究科・専攻の在り

方や本学の強み・特色を踏まえた分野融合プログラムの検討を行い，融合プログ
ラム管理組織の設置を含む改組計画を策定した。 
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Ⅱ 業務運営・財務内容等の状況 
(1) 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

③ 事務等の効率化・合理化に関する目標 

 

中
期
目
標 

・事務職員の資質向上や事務等の効率化及び合理化を行い，大学経営と教育研究等の支援機能を強化した事務組織へ再構築する。 

 

中期計画 年度計画 
進捗
状況 

判断理由（計画の実施状況等） 

【69】 
・「事務機能の強化及び事務の効率
化・合理化のためのマスタープラ
ン」を策定し，事務組織の改編，
重点分野への機動的な人員配置，
事務処理方法の見直し，高度な専
門的知見を有する職員の配置等に
よる専門的分野の強化，優秀な人
材の確保，計画的な人材育成，体
系的なスタッフ･ディベロップメ
ント（SD）の実施，業務改善等を
行う。 

【69-1】 
・「事務機能の強化及び事務の

効率化・合理化のためのマス
タープラン」に基づき，事務
機能強化のための事務組織の
改編や重点分野への機動的な
人員配置を行う。 

 
Ⅳ 

【69-1】 
・事務組織の見直しについて，前年度中に取りまとめた結果に基づき，①環境安全

衛生管理に係る事務組織・事務分掌の見直し，②教育・学生支援機構の再編に対
応した事務組織の見直し，③創生学部事務室及び人文学部学務係の総合教育研究
棟への移転，④自然科学研究科事務室における事務分掌の見直し，⑤病院長のマ
ネジメント機能（IR）等の充実・強化（病院事務部），⑥サポーター連携推進室
の充実に伴う事務組織の再編を行った。また，流動化ポストの活用として，①経
営戦略本部機能の強化（２人：継続），②創生学部事務体制の強化（１人：継続），
③学外との連携教育体制の強化（２人：新規）の定員配置を行った。 

・平成 30 年度に向けた事務組織の見直しを行い，①経営戦略本部担当事務部の整
備，②内部監査体制の整備，③人事課の組織改組，④人文社会・教育科学系学務
課における事務組織（人員配置）の見直し，⑤学務部組織の再編を取りまとめた。
また，流動化ポストについても併せて検討し，本学の戦略の柱となる国際連携推
進本部に係る事務体制整備のために設置した国際連携推進室に定員を配置する
など，適正かつ機動的な人員配置について取りまとめた。 

・各部署における事務の効率化・合理化及び経費節減への取組 23 件を教職員向け
業務改善ポータルサイトにて公開し，業務改善意識の醸成と他部署への展開を行
った。なお，本年度における「授業料免除における前後期一括申請制度の導入」
や「推薦入試学生募集要項の全学一本化」等の業務改善の取組により，715 時間
相当の業務軽減及び 360 万円相当の経費節減に結びついた。 

・効率的な業務手法の改善に自ら取り組む意識を醸成することを目的として，事務
職員表彰「Nu-S Award」を創設し，優れた取組３件を表彰するとともに，教職員
向け業務改善ポータルサイトに掲載した。また，最優秀賞については，発表の機
会を設け，改善手法を共有した。 

・本年度から，事務職員の個人評価の項目に関連する研修を職位ごとに明示した。
また，本年度の研修計画策定にあたり，特に事務機能強化に資するための SD と
して，①グローバル対応力向上（事務職員英語研修），②マネジメント能力向上
（放送大学研修），③プレゼンテーション能力向上（研修報告会）の３件を位置
付け，実施した。 

 特に，①グローバル対応力向上（事務職員英語研修）については，研修後の事務
職員及び技術職員の TOEIC600 点以上が 83 人（４月時点）から 91 人に，TOEIC730
点以上が 18 人（４月時点）から 22 人に増えた。 
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また，本年度から実施した③の研修報告会では，事務職員海外研修，平成 29 年
Nu-S Award の最優秀賞受賞者，第７回国立六大学事務職員研修会等に参加した
事務職員が発表を行い，プレゼンテーション能力の向上を図った。 

・前年度に就業管理システムを導入し，データの集約が迅速化されたことから，５
月から事務部の各部長に対して所属職員の超過勤務時間，１か月 45 時間超えの
回数，年間の超過勤務時間数を毎月通知することにより，勤務時間管理や時間外
労働縮減の更なる徹底を図った。 
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○学長裁量ポストとして教員５人を配置（年度計画【59-1】） 

第３期中期目標期間以降における厳しい財政状況を踏まえて教員配置を抑

制する中において，「学長のリーダーシップに基づく資源配分改革方針」（平成

27 年度策定）に基づき，学長裁量ポストとして，次の５人の教員を新たに配置

した。 

①「文部科学省卓越研究員事業」のため ３人 

②「国際交流協定締結大学等外部機関との人事交流」のため ２人 

 

○機能強化基本戦略の更なる推進（年度計画【59-1】） 

本年度の学長裁量経費において，対前年度７億円増の総額約 26 億円につい

て，「国立大学法人新潟大学の将来展開に向けた機能強化基本戦略」（平成 28

年７月改定）（以下「機能強化基本戦略」という。）をはじめとした本学が重点

的に行う取組等に対して配分した。なかでも，73 百万円については，「機能強

化基本戦略」に基づく取組を一層加速させるため，平成 28 年度繰越予算を活用

しつつ，執行部によるヒアリング等を経たうえで，「機能強化基本戦略」の実行

に関連した取組に対して配分した。また，将来的な民間資金活用の促進を見据

え，10 月に地域創生推進機構の再編による「ビジネスプロデュース室」を設置

し，２月に学内措置（学長裁量経費）により「統括ビジネスプロデューサー（特

任教員）」を１人配置した。 

さらに，ポイント制による人件費管理方式を平成 30 年度より導入すること

を決定し，このポイント制による新たな教員人事管理方式の下で学長が全学的

観点で運用する「学長裁量ポイント（供出分）」について，全学の機能強化に資

する取組や若手・女性・外国人教員の雇用・登用実績に係る分等へ配分するた

めの配分方針を決定した。 

 

○教職員の仕事と生活の両立支援（年度計画【64-1】） 

仕事と生活の両立支援として，ワーク・ライフ・バランス支援研究補助者の

雇用制度（各学期の利用者延べ 26 人），ダイバーシティ事業研究補助者の雇用

制度（同 31 人），ライフイベント復帰支援制度（利用者７人），ベビーシッター

派遣事業（同 32 人）を実施した。 

教職員を対象とした男女共同参画に関する意識調査の結果をニューズレタ

ーGEO 通信にて報告（３回）するとともに，その調査結果を踏まえた以下の取

組を実施した。 

①ポジティブ・アクションに対し「必要・どちらかと言えば必要」との回答

が７割を超えたことを受け，各人事単位組織において女性教員の採用登用

計画を含めた男女共同参画推進行動計画を策定した。 

②介護に関する支援制度の周知度が低いことから，特に介護のわかりやすさ

を重視したハンドブックを作成し，配布した。 

ワーク・ライフ・バランスと女性の活躍推進に関して，男女共同参画推進ト

ップ懇談会（４回，参加者延べ 42 人），パワー・ハラスメント防止セミナー（受

講者 64 人），管理職 FD（同 40 人），女性リーダー養成研修（同 23 人），WLB セ

ミナー＆交流会（参加者 33 人），ダイバーシティ事業シンポジウム（同 72 人）

等を開催した。 

以上の取組の結果，５月１日現在の女性教員比率（特任含む）は，本年度の

目標を17.7％としていたところ，18.0％となった（専任教員1,086人中175人，

特任教員 202 人中 57 人）。なお，５月１日現在の女性管理職の割合は 13.6％（81

人中 11 人）で，中期計画の目標（13％以上）を維持した。 

 

女性教員，女性管理職比率（５月１日時点） 

 

○女性研究者支援（年度計画【64-1】） 

次世代の女性研究者を育成するため，自らの研究や大学生活等を中高生へ紹

介する大学院生「新大 Wits」（登録者 18 人）によるサイエンス・セミナーの実

施（33 回，受講者 2,973 人），女子学生による女性研究者紹介ニューズレター

「Ni-Che!」の発行（４回），オープンキャンパス企画「集まれ理系女子」の実

施及び博士講演会＆交流会「第２回自然科学系」（参加者 17 人）を実施した。

また，女性研究者のキャリアアップを支援するため，新規採用女性研究者スタ

ートアップ支援制度（利用者５人），上位職シャドウイング研修派遣制度（同３

人），女性管理職を支援する業務補助者の雇用制度（利用者延べ７人），連携型

共同研究スタートアップ支援制度（１人継続採用），研究力向上ワークショップ

（参加者 29 人），研究力向上セミナー（受講者 40 人）を実施した。 

 

 

 

10.0
12.0
14.0
16.0
18.0
20.0

平成27年度 平成28年度 平成29年度

女性教員比率

女性管理職割合

13.0

（１） 業務運営の改善及び効率化に関する特記事項等 

（％）
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○事務機能強化のための事務組織改編（年度計画【69-1】） 

平成 28 年度中に取りまとめた事務組織見直しの結果に基づき，以下の事務

組織再編等を行い，効率的な業務運営に資する体制を整えた。 

①環境安全衛生管理に係る事務組織・事務分掌の見直し 

②教育・学生支援機構の再編に対応した事務組織の見直し 

③創生学部事務室及び人文学部学務係の総合教育研究棟への移転 

④自然科学研究科事務室における事務分掌の見直し 

⑤病院長のマネジメント機能（IR）等の充実・強化（病院事務部） 

⑥サポーター連携推進室の充実に伴う事務組織の再編  

また，流動化ポストを活用して，以下の定員配置を実施し，事務機能の強化

を行った。 

①経営戦略本部機能の強化（２人：継続） 

②創生学部事務体制の強化（１人：継続） 

③学外との連携教育体制の強化（２人：新規） 

さらに，平成 30 年度に向けた事務組織の見直しを行い，①経営戦略本部担

当事務部の整備，②内部監査体制の整備，③人事課の組織改組，④人文社会・

教育科学系学務課における事務組織（人員配置）の見直し，⑤学務部組織の再

編を取りまとめるとともに，流動化ポストについても併せて検討し，本学の戦

略の柱となる国際連携推進本部に係る事務体制整備のために設置した国際連携

推進室に定員を配置するなど，適正かつ機動的な人員配置について取りまとめ

た。 

 

○業務改善に資する取組の実施，共有及び表彰（年度計画【69-1】） 

各部署における事務の効率化・合理化及び経費節減への取組 23 件を教職員

向け業務改善ポータルサイトにて公開し，業務改善意識の醸成と他部署へ展開

した。なお，本年度における「授業料免除における前後期一括申請制度の導入」

や「推薦入試学生募集要項の全学一本化」等の業務改善の取組により，715 時

間相当の業務軽減及び 360 万円相当の経費節減に結びついた。 

効率的な業務手法の改善に自ら取り組む意識を醸成することを目的として，

事務職員表彰「Nu-S Award」を創設し，優れた取組３件を表彰するとともに，

教職員向け業務改善ポータルサイトに掲載した。さらに，最優秀賞については，

発表の機会を設け，改善手法を共有した。 

 

 

 

 

○体系的なスタッフ･ディベロップメント（SD）の実施（年度計画【69-1】） 

事務機能強化に資するための SD として，①グローバル対応力向上（事務職

員英語研修），②マネジメント能力向上（放送大学研修），③プレゼンテーショ

ン能力向上（研修報告会）の３件を位置付け，実施した。 

特に，①グローバル対応力向上（事務職員英語研修）については，研修後の

事務職員及び技術職員の TOEIC600 点以上が 83 人（４月時点）から 91 人に，

TOEIC730 点以上が 18 人（４月時点）から 22 人に増えた。また，本年度から実

施した③の研修報告会では，事務職員海外研修，本年の Nu-S Award の最優秀

賞受賞者，第７回国立六大学事務職員研修会等に参加した事務職員が発表を行

い，プレゼンテーション能力の向上を図った。 

 

○就業管理システムを利用した勤務時間管理意識の醸成（年度計画【69-1】） 

前年度に就業管理システムを導入し，データの集約が迅速化されたことから，

事務部の各部長に対して所属職員の超過勤務時間，１か月 45 時間超えの回数，

年間の超過勤務時間数を毎月通知することにより勤務時間管理や時間外労働縮

減の更なる徹底を図る等の取組により，１人当たりの時間外勤務時間数が前年

度の 17 時間 34 分から８分減少した。 

 

 ガバナンスの強化に関する取組について  

○経営協議会学外委員からの意見を取り入れる仕組みの構築に関する取組（年

度計画【60-1】） 

経営協議会を本年度６回開催し，中でも，11 月に開催した経営協議会におい

て，本学の様々な取組に参加した学生が発表する時間を設けるとともに，発表

後には懇談の時間を設け，委員と学生の間で活発な意見交換が行われた。発表

や意見交換により学生も大いに刺激を受け，今後の学生生活に良い経験となっ

たほか，学外委員から，今後の大学運営に参考となる貴重な意見が寄せられた。 

更に１月に開催した経営協議会では，通常の議題とは別に学外委員の意見を

反映するため，「産学連携を中心とした地域貢献」をテーマとして，効果的な産

学連携の推進に向けた意見交換を行った。 
 

○監事監査意見等に基づく業務改善（年度計画【60-2】） 

「平成 28 年度監事監査意見」における要検討項目について，役員会で決定

した対応方針に基づき担当理事・担当部局が改善に取り組むとともに，対応状

況を役員会で検証し，ホームページで公開する仕組みを構築した。また，要検
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討項目とされた 35 項目のうち 30 項目については，平成 29 年度中に改善策を実

行し，次のような取組を行うことにより，大学運営に反映させることができた。 

①海外留学時の事故を想定した危機管理シミュレーション（参加者 20 人）

を初めて実施し，初期対応として本学がなすべきことの理解を深めた。 

②留学生向けのガイドブックは，大学と学生のボランティアサークルが別個

に作成していたが，教員・職員・学生が共同して，日本語・英語・中国語

の３か国版の「留学生のためのガイドブック」を作成し，オリエンテーシ

ョン時に配布した。 

③従来は取り扱いが部局ごとに異なっていた海外留学時の海外旅行保険以

外の危機管理サービスの利用について，学生及び大学の両方が加入するこ

ととし，危機管理体制の整備・強化につながった。 

そのほか，「平成 28 年度監事監査意見」以外にも，監事からの要望に基づき

以下の取組を行い，業務の改善につながった。 

①加除式法令集の見直しにより 605 千円の経費を節約した。 

②公共料金の支払いを口座振替方式に統一し，44 件を請求書による支払い方

式から口座振替へ変更することにより業務の省力化を行った。 

③コピー枚数の削減及びカラーコピーからモノクロコピーへの変更を全学

の統一目標として，平成 30 年度から実施することとした。 

④遺贈による寄付制度の窓口を広げるため，「遺言信託業務の提携に関する

協定」を新たに締結し，提携先金融機関は１行から４行となった。 

 

 平成 28 年度評価における課題に対する対応  

平成 28 年度評価結果において指摘された課題「年度計画の未達成」（年俸

制教員 15％の未達成）については，新たな年俸制教員への切替や新規採用によ

り，本年度末現在の年俸制教員は 165 人（全教員の 15.12％）となり，目標と

している 15％以上を達成した。 
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Ⅱ 業務運営・財務内容等の状況 
(2) 財務内容の改善に関する目標 

① 外部研究資金，寄附金その他の自己収入の増加に関する目標 

 

中
期
目
標 

・外部資金獲得のための支援組織を強化・拡充し，戦略，企画，渉外，広報等の専門性を高めることによって，外部資金獲得額を増加させ，財務基盤を安
定化させる。 

 

中期計画 年度計画 
進捗
状況 

判断理由（計画の実施状況等） 

【70】 
・リサーチ・アドミニストレーター
（URA）と産学官連携コーディネー
ター（CD）との連携・協働の下，
組織的，戦略的な支援計画を策定，
実行することで，第２期中期目標
期間の平均と比較して，共同研究
費・受託研究費を 10％以上増加さ
せ，科学研究費助成事業申請の上
位種目への移行を 10 件以上行う
など，競争的外部資金の獲得額を
増加させる。 

【70-1】 
・外部資金獲得に向けリサー

チ・アドミニストレーター
（URA）のスキルアップを図る
とともに，シニアアドバイザ
ーと研究推進機構・URA と地域
創生推進機構・産学官連携コ
ーディネーター（CD）の連携・
協働を強化し，競争的外部資
金の獲得額を増加させる。 

 
Ⅲ 

【70-1】 
・科学研究費助成事業応募支援（惜敗応援）プログラムを実施し，研究費計 2,980
万円を 41 人に配分した（平成 28 年度：合計 47 人，3,130 万円）。また，科学研
究費助成事業（以下「科研費」）の申請に係る個別支援として，専用シートを使
った URA チェックを 59 件実施した（前年度：46 件）。 

・各学部において，科研費説明会を 11 回開催した（平成 28 年度：10 件）。 
・科学研究シニアアドバイザーを前年度の 51 人に引き続き発令し，科研費の応募
者に対する指導，助言及び応募書類の事前チェックを行った。 

・科研費以外の各種公募事業について，情報の取集と URA ウェブサイトへの情報の
集約を行い，積極的な申請に資する仕組みを整備した。 

・URA のスキルアップのため，文部科学省「科学技術人材育成のコンソーシアムの
構築事業」に URA２人（前年度：２人）を参加させた。 

・かねてより個別に進んでいた URA と CD の連携・協働を，より組織的・戦略的に
強化するため，11 月に新たに意見交換の場（U-co ミーティング）を立ち上げ，
月１回の定例ミーティングを開始した。同会議では，平成 30 年度の外部資金獲
得を目標に，概算要求資料等をもとに，獲得可能性のある事業や研究者の具体的
な検討を行うほか，知財関係の情報共有，展示会等での情報発信等についても協
働で取り組んだ。また，次年度より，URA と CD の交流イベント（U-go サロン，
産学交流フェスタ）への企画参画，小規模セミナー，能力開発のための勉強会等
を行う予定とした。これらにより，外部資金獲得に向けた重点事項の共有と最適
な支援チームづくりが進むとともに，URA と CD の活動範囲の拡大と機能強化につ
ながった。 

 
 （資料）競争的外部資金等の金額（単位：百万円） 

 第２期
平均 

H28 H29 H30 H31 H32 H33 

科学研究費
補助金 

1,151 1,345 1,349     

共同研究費 201 283 354     
受託研究費 854 1,209 1,303     
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【71】 
・学生の奨学金等の修学支援，国際
交流活動の支援，学生の福利厚生
施設整備を行うため，学長のリー
ダーシップに基づく資源配分によ
り渉外・広報活動を強化すること
で，平成 26 年度の寄附金受入件
数，寄附金額を 20％以上増加させ
る。 

【71-1】 
・新潟大学サポーター倶楽部の

会員を増加させる。また，全
学同窓会及び各学部の同窓会
と連携を深めるとともに，「新
潟大学基金」及び平成 28 年度
に創設した「新潟大学まなび
応援基金」の広報活動を充実
し，寄附の増加に繋げる。 

 
Ⅳ 

【71-1】 
・４月以降，学長・理事を中心に，56 の企業・地方公共団体（うち新潟大学サポー

ター倶楽部未加入であった企業等 26）に，本学の特徴ある取組や，寄附が学生の
修学支援につながることの説明を行った。本今年度は会員増に関する今後の方針
を検討し，新規会員の獲得のみならず現会員に説明を行うことにより退会防止に
も努め，また広報活動（下記）を行うことにより，３月末会員数は法人 85，個人
16，計 101（対前年度 18 増）となった。 

・サポーター倶楽部幹事会を７月に開催し，現在までの入会状況等を報告し，今後
の会員の増加について意見交換を行った。また，幹事企業を１企業追加した。 

・「新潟大学基金」及び「新潟大学まなび応援基金」が本学の修学支援事業の充実
に繫がっていることをアピールするため，ホームページのリニューアルを行い，
寄附者向けのチラシを作成した。 

・個人の高額寄附者に対し，学長との懇談を行い，謝意を表した。 
・両基金のパンフレットを人文・法・経済学部，教育学部，農学部の各保護者会及

び秋季卒業式に配布し，広報活動の拡大を図った。 
・第四銀行と連携し，企業が私募債を発行する際に銀行が受け取る発行手数料の一

部を本学への寄附として受け入れる取組を開始した。 
・全学同窓会と共同開催する交流会で，サポーター俱楽部パンフレット，基金パン

フレット及び古本募金チラシを参加者に配布した（配布総数 220 部）。 
 
 （資料）年度別寄附金受入状況              （単位：千円） 

年度 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 
件数 165 394 336 485     
金額 32,572 68,337 147,165 58,983     
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Ⅱ 業務運営・財務内容等の状況 
(2) 財務内容の改善に関する目標 

② 経費の抑制に関する目標 

 

中
期
目
標 

・戦略的・効率的な大学運営を実施するため，IR を活用し，学長のリーダーシップに基づいて優先度の高い事業に重点支援を行うとともに，全体の経費を
計画的に抑制する。 

 

中期計画 年度計画 
進捗
状況 

判断理由（計画の実施状況等） 

【72】 
・中長期を見据えた人件費・物件費
の抑制を実現するために，財務デ
ータを中心に年齢構成等のデータ
を活用し，人件費をはじめ固定費
を含むあらゆる既定経費の見直し
を行うとともに，大学の機能を強
化しながら経費を計画的に抑制す
る。 

【72-1】 
・「国立大学法人新潟大学中期

経営基本戦略」に基づき，「教
員の人的資源配分に関する改
革方針」等の各種方針のもと，
総人件費管理を中心に全ての
経営資源の管理最適化を図る
ことにより，効果的に経費を
抑制する。 

 
Ⅳ 

【72-1】 
・人件費の抑制・削減が避けられない中でも，柔軟で戦略的な教員配置を可能とす

るポイント制による人件費管理方式を平成30年度より導入することを決定した。 
・大学としての機能の高度化を図りながら，教員人件費の削減を実現するため，学

系組織の実質化による効率的な教育研究体制への改革を目指し，平成 30 年度よ
り現行の学系組織を再編することを決定した。 

・本学の財政運営の強化及び改善を図ることを目的として，平成 29 年度学内補正
予算にて学長裁量経費「増収・経費節減推進経費」を新設し，学内公募により新
たな増収や経費節減につながる方策を導入することとした。公募の結果，15 件の
申請があり，12 件（総額 48 百万円）の導入を決定した。そのうち，遺伝子実験
施設に設置していた旧式の超低温槽５台の低電力消費型３台への集約が完了し，
年間約 326 千円の経費節減が見込まれる。 

・平成 29 年度における予算執行状況等について，四半期ごとの状況を役員会，教
育研究評議会，経営協議会に報告し，本学の経営状況について認識の共有を図っ
た。 

・以下の契約内容見直し及び検証を行った。 
[経費節減]８件 15,483 千円 
①固定資産の貸付等に係る私費分の水道光熱費単価について見直しを図り，私費

負担額を増額した結果，本学が負担する水道光熱費が，平成 28 年度私費使用
料実績で 7,521 千円の節減が見込まれる。 

②事務局の加除式法令集及び官報の購読の見直しを図り，年間約 605 千円の経費
節減が見込まれる。 

③公用車における任意保険において車両保険の見直しを図り，年間 53 千円の経
費削減となった。 

④平成 28 年事業年度決算書の印刷を学内で行い，79 千円の経費節減となった。 
⑤電子規則集システムを変更した。これにより，年間経費が平成 26～28 年度平

均額から約 1,598 千円の経費削減となった。 
⑥業者あての郵便はがきによる支払通知を１月に廃止し，平成 29 年１～３月実

績 75 千円の節減，年間約 316 千円の節減効果となった。 
⑦推薦入試学生募集要項を全学一本化した結果，平成 28 年度実績から 1,870 千

円の節減となった。 
⑧印刷費用について，カラーをモノクロ又は２色に推奨し，設定方法を周知した。
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その結果，カラー割合が 1.5％減少し，９月から 12 月の４か月間で 1,147 千円
の節減となり，年間約 3,441 千円の節減効果が見込まれる。 

[収入増]３件 3,028 千円 
⑨新潟大学宿泊施設の使用料金を改正し，平成 28 年度利用実績を用いた試算で

年間 1,629 千円の収入増が見込まれる。 
⑩広報媒体に有料広告を導入し，年間 1,020 千円の収入を得た。 
⑪不用となった本や DVD を回収し，古本募金取扱会社に発送，査定・換金した金

額を「新潟大学基金」に寄附する新たな募金制度「新潟大学古本募金」を導入
し寄附件数 82 件，寄附金額 379 千円の収入を得た。 

・業務改善により，以下のような効果的な経費の抑制が行われた。 
①天井内収納の防火用シャッターについては，美観上塗装が不要であると判断

し，塗装を行わないこととし，経費の削減を行った（22 箇所 793 千円の削減）。 
②五十嵐及び旭町キャンパスの受変電設備の更新にあわせ，設備の統合を実施し

た（五十嵐 14→10 箇所，旭町 16→13 箇所）。これにより，毎年必要となる定
期点検費用の削減が可能となった（毎年 297 千円ずつの削減）。 

・省エネの取組状況等については，【80-1】を参照。 
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Ⅱ 業務運営・財務内容等の状況 
(2) 財務内容の改善に関する目標 

③ 資産の運用管理の改善に関する目標 

 

中
期
目
標 

・保有資産の利用状況等を踏まえた管理・運用の見直し等により，資産を効率的・効果的に活用する。 

 

中期計画 年度計画 
進捗
状況 

判断理由（計画の実施状況等） 

【73】 
・施設・設備・スペース等のストッ
ク資産を効率的・効果的に利用す
るため，若手・女性研究者等の採
用促進と合わせた共用スペースの
供与を進める。また，機器分析セ
ンターを発展的改組して専門的人
材による支援の下，大型分析機器
をはじめとする研究設備の共用化
を進め，利用状況等のエビデンス
に基づいて設備を有効活用する。 

【73-1】 
・教育研究組織の改組計画及び

スペースの利用状況の実地調
査を踏まえ，その有効利用案
を策定する。また，「設備の
整備等に関する改革方針」を
踏まえ，大型研究設備の共用
化を進めるなど，設備マスタ
ープランの改定にも反映しな
がら，施設・設備の効率的・
効果的な利用を促進する。 

 
Ⅲ 

【73-1】 
・施設の効率的・効果的な利用を促進するため，以下の取組を行った。 
①前年度調査を実施した工学部の利用状況を基に，工学部棟の建物管理者に対

し，有効利用（案）の提案及び意見交換を行った。 
②理学部，農学部，自然科学系，人文学部・法学部・経済学部，教育学部，医学

部，歯学部，保健学科について，利用状況の現地調査を 12 月下旬から３月上
旬に行い，３月末までに利用状況調査に基づく，有効利用（案）を策定した。 

③若手・女性研究者の研究スペースの確保として，歯学部棟の１室（218 ㎡）を
改修し，その一部（45 ㎡）を，歯学部口腔生化学分野の若手・女性研究者の研
究スペースとして確保した。 

④歯学系校舎の再利用整備計画を策定するにあたり，民間事業者の視点から自由
かつ実現可能な活用アイデアを広く聴取する「サウンディング型市場調査」（建
物現状等現地説明会には 15 社参加）を実施した。調査の結果，複数社から「教
育」「商業」２つの事業案の提案があった。今後，２つの事業案を含め，再利
用整備計画を検討することとした。 

・設備の効率的・効果的な利用を促進するため，以下の取組を行った。 
①共用化事業の実現のため，共用設備基盤センター運営委員会のもとに研究設備

全学共用化推進専門委員会を設置し，３月に設備マスタープランの原案を決定
した。 

②旭町ラボ（大型汎用設備）は，旭町ＲＩ共同利用施設に設置する予定であり，
建物改修費については，平成 31 年度の施設整備概算要求に向け，専門委員会
のもとに旭町ラボワーキンググループを設置した。 

③平成 30 年度先端研究基盤共用促進事業にオミックス共用ユニット，マテリア
ルサイエンス共用ユニット及びケミカルバイオロジー共用ユニットの３ユニ
ットを研究組織として申請した。来年度，共用設備基盤センターが主導し，各
ユニットにおける共用化を進め，他部局に水平展開を図る予定とした。 
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○外部資金獲得に向けた取組（年度計画【70-1】） 

リサーチ・アドミニストレーター（URA）と産学官連携コーディネーター（CD）

の連携・協働を，より組織的・戦略的に強化するため，11 月に新たに意見交換

の場（U-co ミーティング）を立ち上げ，月１回の定例ミーティングを開始した。

同会議では，平成 30 年度の外部資金獲得を目標に，概算要求資料等をもとに，

獲得可能性のある事業や研究者の具体的な検討を行うほか，知財関係の情報共

有，展示会等での情報発信等についても協働で取り組んだ。また，次年度より，

URA と CD の交流イベント（U-go サロン，産学交流フェスタ）への企画参画，小

規模セミナー，能力開発のための勉強会等を行うこととした。これらにより，

外部資金獲得に向けた重点事項の共有と最適な支援チームづくりが進むととも

に，URA と CD の活動範囲の拡大と機能強化につながった。 

科学研究費助成事業応募支援（惜敗応援）プログラムを実施し，研究費計

2,980 万円を 41 人に配分する（前年度：合計 47 人，3,130 万円）とともに，科

学研究費助成事業（以下「科研費」）の申請に係る個別支援として，専用シート

を使った URA チェックを 59 件（前年度：46 件）実施し，また，科学研究シニ

アアドバイザーを前年度の 51 人に引き続き発令し，科研費の応募者に対する指

導，助言及び応募書類の事前チェックを行い，外部資金の獲得を支援した。 

以上の取組の結果，本年度の競争的外部資金の獲得額は，科学研究費補助金

1,349 百万円（前年度比 4百万円増），共同研究費 354 百万円（同 71 百万円増），

受託研究費 1,303 百万円（同 94 百万円増）となった。 

 

○寄附金獲得の取組（年度計画【71-1】） 

４月以降，学長・理事を中心に，56 の企業・地方公共団体（うち新潟大学サ

ポーター倶楽部未加入であった企業等 26）に，本学の特徴ある取組や，寄附が

学生の修学支援につながることの説明を行った。本年度は会員増に関する今後

の方針を検討し，新規会員の獲得のみならず現会員に説明を行うことにより退

会防止にも努め，また積極的な広報活動（下記）により，３月末会員数は法人

85，個人 16，計 101（対前年度 18 増）となった。 

「新潟大学基金」及び「新潟大学まなび応援基金」が本学の修学支援事業の

充実に繫がっていることをアピールするため，ホームページのリニューアルを

行い，寄附者向けのチラシを作成した。また，両基金のパンフレットを人文・

法・経済学部，教育学部，農学部の各保護者会及び秋季卒業式において配布し

た。 

第四銀行と連携し，企業が私募債を発行する際に銀行が受け取る発行手数料

の一部を寄附として受け入れる取組を開始した。 

以上の取組の結果，本年度は 58,983 千円の寄附を受け入れ（基準時点の平

成 26 年度比 81.1％増），中期計画の目標に照らして高い水準を維持した。 

 

○経費節減・収入増に向けた取組（年度計画【72-1】） 

本学の財政運営の強化及び改善を図ることを目的として，本年度の学内補正

予算にて学長裁量経費「増収・経費節減推進経費」を新設し，学内公募により

新たな増収や経費節減につながる方策を導入することとした。公募の結果，15

件の申請があり，12 件（総額 48,000 千円）の導入を決定した。そのうち，遺

伝子実験施設に設置していた旧式の超低温槽５台の低電力消費型３台への集約

が完了した（年間約 326 千円の経費節減）。 

また，固定資産の貸付等に係る私費分の水道光熱費単価の見直し，電子規則

集システムの変更，推薦入試学生募集要項の全学一本化，新潟大学宿泊施設の

使用料金の改正，並びに広報媒体への有料広告の導入など，11 件の契約内容見

直し及び検証を行った結果，合計 15,483 千円の経費節減と合計 3,028 千円の収

入増が見込まれる。 

 

○ポイント制導入の決定（年度計画【72-1】） 

人件費の抑制・削減が避けられない中でも，柔軟で戦略的な教員配置を可能

とするポイント制による人件費管理方式を平成 30 年度より導入することを決

定した。 

 

○施設・設備の効率的・効果的な利用の促進（年度計画【73-1】） 

施設の効率的・効果的な利用を促進するため，前年度調査を実施した工学部

の利用状況を基に，工学部棟の建物管理者に対し，有効利用（案）の提案及び

意見交換を行うとともに，理学部，農学部，自然科学系，人文学部・法学部・

経済学部，教育学部，医学部，歯学部，保健学科について，利用状況の現地調

査を行い，利用状況調査に基づく有効利用（案）を策定した。 

また，歯学系校舎の再利用整備計画を策定するにあたり，民間事業者の視点

から自由かつ実現可能な活用アイデアを広く聴取する「サウンディング型市場

調査」（建物現状等現地説明会には 15 社参加）を実施した。調査の結果，複数

社から「教育」「商業」２つの事業案の提案があり，今後，２つの事業案を含め，

再利用整備計画を検討することとした。 

（２） 財務内容の改善に関する特記事項等 
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Ⅱ 業務運営・財務内容等の状況 
(3) 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 

① 評価の充実に関する目標 

 

中
期
目
標 

・IR を活用した評価体制を整備し，自己点検・評価及び第三者評価等を適切かつ効率的に行い，教育研究や大学運営等の改善，活性化に繋げる。 

 

中期計画 年度計画 
進捗
状況 

判断理由（計画の実施状況等） 

【74】 
・IR 推進室を中心に各組織と連携・
協力しながら学内外のデータを集
約・分析する体制を構築し，デー
タ及び分析結果を各種評価や大学
運営等に活用する。 

【74-1】 
・データ活用のための利便性向

上の観点から「ファクトブッ
ク」の機能改善を行う。また， 
IR 業務に関する情報共有のた
め地方国立大学を中心とした
機関間ネットワークを構築す
る。 

 
Ⅲ 

【74-1】 
・主要な学内基礎データの経年変化をまとめた「ファクトブック」について，経年

データに加え，項目立てやレイアウト見直しのほか，データ傾向の特徴等に関す
るコメントや他大学比較等のトピックを新たに付す機能改善を施した。 

・「国立六大学連携コンソーシアムにおけるデータ活用に関する申し合わせ」を締
結し（９月），六大学間でのデータ共有が可能となった。 

・教育戦略統括室と連携して，大学の課題に関して，「ファクトブック」掲載のデ
ータを含めて，必要なデータを検討し，入試概要（高校別受験動向や入試別併願
校等）について他大学との比較・分析を行った資料を作成した。この分析資料は，
教育組織改組計画を策定するうえでの参考資料となった。 

 

【75】 
・大学及び各組織における教育研究
や運営等について，評価項目の精
選・重点化や数値指標の利用など
評価作業の負担軽減にも配慮しな
がら，自己点検・評価及びその検
証のための外部評価又は第三者評
価を毎年度行う。特に，大学が行
う自己点検・評価及び第三者評価
の結果については，経営戦略本部
において分析し，資源配分や年度
計画等に反映させるとともに，必
要とされる改善を促し改善状況を
モニタリングする。 

【75-1】 
・平成 28 年度に改定した「自己

点検・評価実施要領」に基づ
く自己点検・評価を実施する。
また，第２期中期目標期間評
価の結果を分析するととも
に，国立大学法人評価結果を
資源配分に反映させる。 

 
Ⅲ 

【75-1】 
・平成 28 年度に改定した「自己点検・評価実施要領」に基づき，各組織において，

年度計画の実施状況等について自己点検・評価を年度中間と年度終了時に実施し
た。各時点で「年度計画の実施状況について」等として，課題も含めて総括する
とともに，年度終了時の自己点検・評価の結果を本学ウェブサイトで公表した。 

・第２期中期目標期間評価の結果について，自己評価との比較，評価結果が高い大
学の自己評価書の記載の分析を行った。この結果を，年度計画に対する実施状況
報告の書き方をテーマとする「評価担当者研修」でも報告した。なお，同研修に
は教職員 40 人が参加し，研修の理解度について肯定的回答（５段階のうち上位
２段階）は 100％であった。 

・第２期中期目標期間の評価結果において「学長主導による将来構想と実現に向け
た工程の策定」が優れた点として挙げられたことを踏まえ，「学長ビジョン」の
実現をさらに加速させるため，平成 29 年度補正予算にて学長のリーダーシップ
により戦略的に重点配分するための予算として学長裁量経費 7,000 万円を編成
し，平成 30 年度の配分に向けた学内公募を行った。 
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Ⅱ 業務運営・財務内容等の状況 
(3) 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 

② 情報公開や情報発信等の推進に関する目標 

 

中
期
目
標 

・情報公開を徹底して透明性を高めるとともに，社会のニーズに対応した教育研究活動の発信により，大学への信頼・イメージ・魅力を高める。 

 

中期計画 年度計画 
進捗
状況 

判断理由（計画の実施状況等） 

【76】 
・学内情報を日本語･外国語で最大限

公開するとともに，教育プログラ
ム，卓越した研究成果，地域貢献
の取組等の社会ニーズに対応した
情報を，ホームページ・SNS・冊子
等の媒体を通じ戦略的に発信す
る。また，大学の強み・特色をわ
かりやすく発信するため，大学の
イメージを視覚的に表現する VI
（ビジュアル・アイデンティティ）
を展開する。 

【76-1】 
・学内情報をスピーディーかつ

円滑に収集し，VI（ビジュア
ル・アイデンティティ）を効
果的に活用しつつ，各種の広
報ツールを用いて戦略的に情
報発信を行い，新聞・テレビ
等のメディアへの露出機会を
増加させるとともに，SNS 等で
の情報の拡散により本学の認
知度を向上させる。 

 
Ⅲ 

【76-1】 
・新たな情報発信ツールとして Instagram（インスタグラム）を導入し（10 月），
Facebook と Twitter を含めた３ツールの特性や主たるターゲットを意識した情
報発信を行い，Twitter のフォロワー数が 950 から 2,000 に倍増した。なお，各
ツールの更新件数は以下のとおり。 
○Facebook 更新件数：60 回，投稿頻度：5.0 回/月 
     （前年度：79 回） 
○Twitter ※本年度 10 月から恒常的な活用を開始 

 更新件数：189 回，更新頻度：31.5 回/月 
（前年度：39 回（約１か月間の期間限定）） 

○Instagram ※本年度 10 月導入 
更新件数：39 回，更新頻度：6.5 回/月 

・地域の方々へ本学の教育研究活動を広く発信するためのイベントである「新潟大
学 WeeK2017」において，新潟大学らしさを前面に出したプロモーション動画を作
成し，YouTube を活用して本学ウェブサイト，Facebook，Twitter 等により情報
の拡散を図り，視聴回数が 25,117 回で，対前年比 10％の増加となった。 

・本年度の新潟日報への掲載件数は，503 件（前年度比 29 件増）であった。また，
同じく本年度のプレスリリース件数は 127 件（月平均 10.6 件）であった。 

 
 （資料）年間プレスリリース数 

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 
94 125 127     

 
・一部の部局が発信する情報を広報室へ集約し，広報的な観点からわかりやすく発

信した。 
・VI（ビジュアル・アイデンティティ）の１つとして平成 28 年度に制定したタグ
ラインについて，大学案内や本学の広報誌「六花」等に付記することとしたほか，
名刺や封筒に活用した。また，朝日新聞の広告特集「国公立大学進学のすすめ」
等外部広告の掲載時にタグラインを含めて広報を展開するなどの取組を行い，学
内外への周知を図った。 
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○IR 推進室の取組（年度計画【74-1】） 

主要な学内基礎データの経年変化をまとめた「ファクトブック」について，

経年データに加え，項目立てやレイアウト見直しのほか，データ傾向の特徴等

に関するコメントや他大学比較等のトピックを新たに付す機能改善を施した。 

教育戦略統括室と連携して，大学の課題に関して，「ファクトブック」掲載

のデータを含めて，必要なデータを検討し，入試概要（高校別受験動向や入試

別併願校等）について他大学との比較・分析を行った資料を作成した。この分

析資料は，教育組織改組計画を策定するうえでの参考資料となった。 

 

○評価結果の分析と共有，資源配分への反映（年度計画【75-1】） 

第２期中期目標期間評価の結果について，自己評価との比較，評価結果が高

い大学の自己評価書の記載の分析を行った。この結果を，年度計画に対する実

施状況報告の書き方をテーマとする「評価担当者研修」でも報告した。なお，

同研修には教職員 40 人が参加し，研修の理解度について肯定的回答（５段階の

うち上位２段階）は 100％であった。 

第２期中期目標期間の評価結果において「学長主導による将来構想と実現に

向けた工程の策定」が優れた点として挙げられたことを踏まえ，「学長ビジョン」

の実現をさらに加速させるため，平成 29 年度補正予算にて学長のリーダーシッ

プにより戦略的に重点配分するための予算として学長裁量経費 7,000 万円を編

成し，平成 30 年度の配分に向けた学内公募を行った。 

 

○SNS を利用した本学の認知向上（年度計画【76-1】） 

新たな情報発信ツールとして Instagram（インスタグラム）を導入し（10 月），

FacebookとTwitterを含めた３ツールの特性や主たるターゲットを意識した情

報発信を行い，Twitter のフォロワー数が 950 から 2,000 に倍増した。なお，

各ツールの更新件数は以下のとおり。 

○Facebook 更新件数：60 回，投稿頻度：5.0 回/月 

     （前年度：79 回） 

○Twitter ※本年度 10 月から恒常的な活用を開始 

 更新件数：189 回，更新頻度：31.5 回/月 

（前年度：39 回（約１か月間の期間限定）） 

○Instagram ※本年度 10 月導入 

更新件数：39 回，更新頻度：6.5 回/月 

また，地域の方々へ本学の教育研究活動を広く発信するためのイベントであ

る「新潟大学 WeeK2017」において，新潟大学らしさを前面に出したプロモーシ

ョン動画を作成し，YouTube を活用して本学ウェブサイト，Facebook，Twitter

等により情報の拡散を図り，視聴回数が 25,117 回で，対前年比 10％の増加と

なった。 

 

 

 

（３） 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する特記事項等 

YouTube

Twitter

Facebook

Instagram

ポスター

各種ツールを活用した情報発信
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Ⅱ 業務運営・財務内容等の状況 
(4) その他業務運営に関する重要目標 

① 施設設備の整備・活用等に関する目標 

 

中
期
目
標 

・安全・安心で魅力的なキャンパス環境になるよう，老朽施設・ライフラインの再生整備，既存スペースの有効活用，エネルギー使用量の削減を推進し，
適切な施設マネジメントを実施する。 

 

中期計画 年度計画 
進捗
状況 

判断理由（計画の実施状況等） 

【77】 
・キャンパスマスタープランを更に
充実させ，国の財政措置の状況を
踏まえ，計画的な環境整備並びに
地域・社会と共生していくための
キャンパス整備を実施する。合わ
せて，施設の長寿命化及びリノベ
ーションを考慮した老朽施設の再
生を計画的に実施する。 

【77-1】 
・キャンパスマスタープラン

2016 による整備計画に基づ
き，キャンパス整備を実施す
る。 

 
Ⅲ 

【77-1】 
・キャンパスマスタープラン（CMP）2016 による整備計画に基づき下記の事業を実
施した。 
(１) 安全・安心で魅力的なキャンパスづくり等（CMP-P5～P7）として，下記の

事業を行った。 
① 施設整備事業 

ⅰ）（旭町）医歯学総合病院基幹整備（ナースコール設備等）工事（12 月完
成） 

ⅱ）（旭町）医歯学総合病院基幹整備（屋外配管）工事（３月完成） 
ⅲ）（五十嵐）人文社会学系Ｄ棟他受変電設備改修工事（11 月完成） 
ⅳ）（旭町）ＲＩ共同利用施設他受変電設備改修工事（１月完成） 
ⅴ）（村松・長岡）基幹・環境整備（受変電設備改修）（３月交付決定，平
成 30 年度完成予定） 

② 営繕事業 
ⅰ）（五十嵐）情報理工棟他空調設備改修工事（11 月完成） 
ⅱ）（五十嵐）第一食堂屋上防水改修工事（12 月完成） 

(２) 地域社会へ貢献する整備（CMP-P6-2：産学連携及び地域貢献への対応）と
して，新潟市及び長岡市からの「交通量の増加による危険防止のための市道拡
幅要望」への対策工事を行った。 
①（五十嵐）大学敷地東側道路拡幅に伴う整備工事（12 月完成） 
②（長岡）附属中学校敷地南側道路拡幅に伴う整備工事（12 月完成） 

(３) スペースの効率的・効果的利用の改善（CMP-P5-Ⅲ-3：資産の運用管理の改
善）として，第二食堂トイレ改修工事を行い，使用効率の低い生協男子更衣室
等を見直し，トイレの拡充を行った（３月完成）。 

【78】 
・アカデミッククラウドなど最新ICT

を活用するため，情報通信基盤環
境を整備・強化する。 

【78-1】 
・本学のユーザーID で他大学等

の情報サービスの利用を可能
にするために，国立情報学研
究所が普及推進している学術
認証フェデレーションに対応
する認証システム（IdP）を構
築する。 

 
Ⅲ 

【78-1】 
・学術認証フェデレーション（学認）に対応する認証システムの構築が完了した。
これにより，本学のユーザーID とパスワードで他大学等が提供する学認対応シス
テムを利用するための準備が整った。今後は，認証システムと学認対応システム
の連携を行い，サービスの提供を進めることとした。 
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【79】 
・学生が主体的学修を行うためのス
ペース及び外国人研究者や若手研
究者が多様なスタイルで研究を行
えるスペースを，国の財政措置の
状況を踏まえ整備する。 

【79-1】 
・施設利用の改善を図るために，

実験室・研究室等の利用状況
調査を実施し，多様な教育研
究環境に対応可能な配分計画
を策定する。 

 
Ⅲ 

【79-1】 
・施設の効率的な利用を促進するため，学部等の利用状況調査等の取組を実施した。

（【73-1】参照） 
・施設整備費補助金概算要求において，以下の事業について，全学共用スペース及

び学生の自主的スペースの配置を計画した。 
①全学共用スペース 
ⅰ）（五十嵐）校舎改修（理学系 C１棟）の計画において，全改修居室面積 466

㎡のうち 444 ㎡（93％）を全学共用スペースとして計画した。（30 年度予算
で採択） 

ⅱ）（五十嵐）校舎改修（理学系 A１棟）の計画において，全改修居室面積 1,333
㎡のうち 708 ㎡（53％）を全学共用スペースとして計画した。 

ⅲ）（旭町）校舎改修（共同実験等・大講義棟）の共同研究棟の改修計画におい
て，全改修居室面積 2,533 ㎡のうち 482 ㎡（19％）を全学共用スペースとし
て計画した。 

②学生の自主的スペース 
（旭町）校舎改修（共同実験等・大講義棟）の共同研究棟の改修計画において，
自学自習室を２室（154 ㎡）計画した。 

・第二食堂トイレ（使用効率の低い生協男子更衣室等を見直し，トイレを拡充）に
ついては，これまでに学生から寄せられた意見をもとに，便器の増設やパウダー
コーナの設置等，新たなニーズに対応したリニューアルを行った。これにより，
食堂のアメニティが向上し，これまで以上に，食事や集いの場になり得る空間を
整備した（３月完成）。なお，平成 30 年度に，このトイレの利用者アンケート
を行う予定とした。 

 

【80】 
・予防保全のための維持管理計画等
を策定し，予防保全の計画的な実
施，更なる環境配慮並びに省エネ
活動を実施する。 

【80-1】 
・平成 28 年度に策定した「イン

フラ長寿命化計画（行動計
画）」に基づき，個別施設計
画を策定するとともに，基
幹・環境整備事業等において
省エネルギー設備を導入す
る。 

 
Ⅲ 

 

【80-1】 
・省エネ活動を推進するため，以下の取組を行った。 
① 新入生ガイダンス時に省エネ啓発のためのスライドを上映した。 
② 省エネポスター及び「省エネルギーマニュアル 2017」を作成し，学内に配布し

た。 
③ 学生と施設管理部の協働による「学生省エネ推進チーム」を結成し，部局への

省エネ取材，省エネポスターの貼付，冬期省エネポスターコンテスト等を行っ
た。 

④電力の使用実績の報告及び節電依頼を毎週，グループウェアで通知した。なお，
大学全体の電力使用実績は，対前年度 98.3％であった。 

⑤ 環境配慮等の状況をとりまとめた「環境・社会報告書 2017」を作成し，本学ウ
ェブサイトで公表した。 

・予防保全のための維持管理計画として，前年度に策定した「インフラ長寿命化計
画（行動計画）」に基づき，建物等の現状調査及び施設の性能評価を行い，「イ
ンフラ長寿命化計画（個別施設計画）Ⅰ」を策定した。 

・改修工事等にあわせ，省エネ効果の高い設備機器を導入した。主な工事は以下の
とおりであり，合計 1,868 千円/年の経費節減が見込まれる。 
① 人文社会学系Ｄ棟他受変電設備改修工事（電力削減量：33,192kＷh/年，電力

使用料削減見込額：368 千円/年） 
②ＲＩ共同利用施設他受変電設備改修工事（電力削減量：30,784kＷh/年，電力
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使用料削減見込額：476 千円/年） 
③情報理工棟他空調設備改修工事（電力削減量：15,052kＷh/年，ガス削減量：

1,926 ㎥/年，電力使用料削減見込額：254 千円/年，ガス使用料削減見込額：
192 千円/年） 

④情報基盤センターＢ棟空調設備改修工事（電力削減量 11,619kＷh/年，ガス削
減量：3,831 ㎥/年，電力使用料削減見込額：196 千円/年，ガス使用料削減見
込額：382 千円/年） 
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Ⅱ 業務運営・財務内容等の状況 
(4) その他業務運営に関する重要目標 

② 安全管理に関する目標 

 

中
期
目
標 

・新潟県や近県で発生した過去の自然災害への対応・経験を活かし，キャンパスや地域社会にとって安全・安心な環境を整備する。 

 

中期計画 年度計画 
進捗
状況 

判断理由（計画の実施状況等） 

【81】 
・自然災害発生時における初動対応
や復興までの過去の対応事例を踏
まえ，大学構成員や地域住民の避
難を想定して，指定避難所として
の機能を強化する。また，自然災
害等に対する危機管理体制を強化
するための訓練の実施や他大学と
災害時に備えた連携を行う。 

【81-1】 
・新潟市と協働して自然災害発

生時における初動対応の訓練
を実施するとともに，地域が
実施する訓練に参画し，指定
避難所としての機能の向上を
図る。また，他大学における
大規模災害時の早期復旧に向
けた取り組みを調査する。 

 
Ⅲ 

【81-1】 
・毎年６月 16 日（昭和 39 年に新潟地震が発生した日）に新潟市が実施している地

震対応訓練（シェイクアウト訓練）に，本年度は学生 5,383 人，役員・教職員 1,188
人及びその他（大学生協職員等）174 人の計 6,745 人が参加した。また，同日に
学生の安否確認システムを使用した安否確認訓練を実施し，前年（40.8％）を上
回る 41.7％の学生が参加（返答）した。 

・新潟市西区と本学とで指定避難所（本学）の運営改善に関する検討会を実施（８
月）し，実際に避難所を開設する事態が生じた事例を基に，問題点の検証と今後
の改善策について意見交換の後，避難所開設の初動対応に係る共通のマニュアル
を策定し，新潟市西区と本学とで共有することとした。 

・大規模災害の被災体験後，その復興に向け先進的な取組を行っている東北大学及
び熊本学園大学から，大規模災害発生時の（緊急期）緊急参集，災害対策本部体
制の確立，（応急期）構成員の安否確認，試験･卒業式･入学式等の中止，原発事
故への対応，（復旧期）授業の再開，施設被害の対応，被災した構成員への対応，
について聴き取り調査を行った。聴き取り調査の結果については，今後予定して
いる本学の危機管理計画の改正及び防災・業務継続計画（ＢＣＰ）の策定等の参
考として活かすこととした。 

【82】 
・安全衛生ガイドラインを平成 29 年

度までに策定し，講習会の参加対
象者を明確にした上で，参加の義
務化を進めるなど安全衛生教育活
動を体系的に実施する。また，放
射性物質・毒物及び劇物等の危険
物・有害物の適正管理を確実に実
行させるため，新たに研究室ごと
の自己点検制度を設けるなど管理
体制を平成 30 年度までに整備す
る。 

【82-1】 
・安全衛生ガイドラインを策定

し，安全衛生教育活動の体系
化について検討する。 

 
Ⅲ 

【82-1】 
・安全衛生のガイドラインとしての「安全衛生の手引き」を見直し，また，「薬品

管理マニュアル」を全面改訂するとともに，「新潟大学における薬品管理支援シ
ステム取扱いの手引き」を作成し，いずれも環境安全推進室のウェブサイトに公
表した。 

・安全教育活動の体系化を図るため，教室系技術職員を中心に安全教育活動を実施
している工学部を調査した。 
また，体系的安全教育として以下を行った。 
①実験廃液，実験系廃棄物の適正な処理・処分を進めるための実験廃液等取扱説

明会（４月，対象者：学生） 
②安全衛生教育として，適正な取扱をするための薬品及び高圧ガスボンベ取扱講

習会（７月，対象者：教職員及び学生） 
③環境安全推進室による局所排気装置自主点検等の講習会（８月，対象者：教職

員及び学生） 
④薬品安全管理技術に関する集中講義（９月，対象者：学生） 
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【82-2】 
・全学的な環境安全管理体制を

整備し，危険物及び有害物を
適正に管理させるための制度
を検討する。 

 
Ⅲ 

【82-2】 
・全学的な安全管理体制の整備を図るため，全学意思決定機関として環境安全委員

会を設置した。また，環境安全推進室に事務補佐員を１名採用（４月）し，空席
（平成 29 年３月退職）となっていた特任教員を公募・採用（８月）し，環境安
全体制に関する課題に対応していく体制を整えた。 

・毒劇物等管理体制の整備の一環として，毒劇物等使用研究室に対し，緊急連絡体
制図の作成，提出及び掲示を５月に依頼するとともに体制の確認を行った。 

・核燃料物質の管理状況について，８月に現地視察及び担当者のヒアリングを行っ
た。今後は問題点の整理と改善策について検討を進めることとした。 
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Ⅱ 業務運営・財務内容等の状況 
(4) その他業務運営に関する重要目標 

③ 法令遵守に関する目標 

 

中
期
目
標 

・健全で適正な大学運営を行い，社会から信頼される大学であり続けるため，研究不正防止等のコンプライアンスを推進する体制及び環境を整備充実させ，
本学の全ての活動においてコンプライアンスを徹底する。 

 

中期計画 年度計画 
進捗
状況 

判断理由（計画の実施状況等） 

【83】 
・コンプライアンス推進年次計画を
策定し，教育・研修並びにコンプ
ライアンス監査等を実施するとと
もに，モニタリングを行う。特に，
教員・学生の研究倫理教育につい
ては，CITI Japan プロジェクト等
の e ラーニングを利用した研修
や，研究倫理教育に係る講演会等
を行う。 

【83-1】 
・大学において起こりうるコン

プライアンス違反事例を検証
し，優先順位に応じた「コン
プライアンス推進に係る事業
計画」を策定，実施する。さ
らに e ラーニング等を利用し
た研究倫理教育に係る研修や
講演会等を行う。 

 
Ⅲ 

【83-1】 
・４月開催のコンプライアンス委員会において，前年度の実施結果を踏まえた，４

件の重点取組事項を柱とする「平成 29 年度コンプライアンス推進に係る事業計
画」を策定し，実施した。 

・新任教職員研修（８月）において，『新潟大学におけるコンプライアンス推進』
をテーマとして 77 人に対し講義を行った。 

・「新潟大学における研究費等の不正防止計画」に基づき，会計ルールや運用に関
して，７月及び 11 月に会計ハンドブックを改訂し学内に配布した。また，同計
画に基づく手続事例等を収集し，周知を行った。 

・部局会計担当職員が教員に対して適切に会計ルールの指導，助言を行えるよう財
務マネジメント研修「自習型」「説明会型」を実施した。各種会計マニュアルを
テキストとしてテーマに沿って学習する「自習型」は，５科目を開設し，事務系
職員 695 人中，延べ 471 人が受講し，確認テスト（修了認定点 80 点以上）の結
果，延べ 409 人が修了した。「説明会型」は，２テーマ開催し，延べ 133 人の参
加があった。本研修実施により，会計担当職員の会計ルールの理解，意識向上に
繋がった。 

・研究活動の不正行為の未然防止を図るため，研究者や大学院生等に対して，引き
続き eラーニング等を利用した研究倫理教育を行った（本年度受講義務者 1,017
人中 757 人が受講：受講率 74.4％）。 

・９月に研究倫理セミナーを実施し，約 210 人が参加した。 
・ケーススタディとして，本年度下半期に他大学で起きた研究不正事案３件につい

て，３月開催の全学会議で報告した。 
・１月から２月に教職員を対象とした標的型メール訓練として 2,000 人（アカウン

ト）に標的メールを送信し，185 人が開封した（開封率 9.25％）。この結果も踏
まえ，平成 30 年度は，本年度実施しなかった他の 2,000 人（アカウント）に対
する訓練を実施し，開封記録の確実な分別と講習を実施するとともに，より現状
に即した訓練を実施することとした。 
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 施設マネジメントに関する取組について  

○キャンパスマスタープランに基づくキャンパス整備（年度計画【77-1】） 

キャンパスマスタープラン 2016 に基づき，①「安全・安心で魅力的なキャ

ンパスづくり」として医歯学総合病院基幹整備（ナースコール設備，屋外配管

等）等や情報理工棟他空調設備改修工事，②「地域社会へ貢献する整備」とし

て新潟市及び長岡市からの「交通量の増加による危険防止のための市道拡幅要

望」への対策工事，「スペースの効率的・効果的利用の改善のための整備」とし

て第二食堂トイレ改修工事等を行った。 

 

○維持管理計画に基づく省エネ設備の導入（年度計画【80-1】） 

予防保全のための維持管理計画として，前

年度に策定した「インフラ長寿命化計画（行

動計画）」に基づき，建物等の現状調査及び施

設の性能評価を行い，「インフラ長寿命化計画

（個別施設計画）Ⅰ」を策定した。また，省

エネ活動を推進するため，学生と施設管理部

の協働による「学生省エネ推進チーム」を結

成し，部局への省エネ取材，省エネポスター

の貼付，冬期省エネポスターコンテスト等を

行う等の取組を行った。 

また，受変電設備や空調設備の改修工事等

にあわせ，省エネ効果の高い設備機器を導入

した結果，合計 1,868 千円/年の経費節減が見

込まれる。 

 

○自然災害等に対する危機管理体制の強化（年度計画【81-1】） 

毎年６月 16 日（昭和 39 年に新潟地震が発生した日）に新潟市が実施してい

る地震対応訓練（シェイクアウト訓練）に，学生 5,383 人，役員・教職員 1,188

人及びその他（大学生協職員等）174 人の計 6,745 人が参加した。また，同日

に学生の安否確認システムを使用した安否確認訓練を実施し，前年（40.8％）

を上回る 41.7％の学生が参加（返答）した。 

新潟市西区と本学とで指定避難所（本学）の運営改善に関する検討会を実施

（８月）し，実際に避難所を開設する事態が生じた事例を基に問題点の検証と

今後の改善策について意見交換の後，避難所開設の初動対応に係る共通のマニ

ュアルを策定した。 

大規模災害からの復興に向けた先進的な取組を行っている大学から，大規模

災害発生時の①緊急期の対応（緊急参集，災害対策本部体制の確立），②応急期

の対応（構成員の安否確認，試験･卒業式･入学式等の中止，原発事故への対応），

③復旧期の対応（授業の再開，施設被害の対応，被災した構成員への対応）に

ついて，聴き取り調査を行った。聴き取り調査の結果については，今後予定し

ている本学の危機管理計画の改正及び防災・業務継続計画（ＢＣＰ）の策定等

の参考として活かすこととした。 

 

 

 情報セキュリティに関する取組について  

国立大学法人において必要とされる対策（以下，「対策」）及び新潟大学情報

セキュリティ対策基本計画（以下，「計画」）に基づき，次の取組を実施した。 

① 情報セキュリティに係る規則の運用状況 

○情報セキュリティインシデント対応体制の整備 

（対策２－（２））（計画１．１） 

本年度より，情報セキュリティインシデント対応チーム（CSIRT）を設置

し，情報セキュリティインシデント発生時の対応体制を整えた。 

また， CSIRT の設置に関する事項を規定化し，本学における情報セキュリ

ティインシデント対応の体制を明確にした。 

○基幹システム監査（対策２－（５））（計画５．１） 

  情報基盤センター管理のメールサーバ１台，メール中継サーバ１台，WEB

サーバ２台，AD サーバ１台を対象に，セキュリティ確保のための基幹システ

ム監査を実施した。 

○学外公開サーバの安全性点検（対策２－（５））（計画５．１） 

学外公開サーバ 181 台に対し，情報セキュリティに関する安全性点検を実

施し，サーバ管理者向け講習を行った。なお，セキュリティ確保のため，管

理者のいなくなったサーバはネットワークから切り離した。 

 

② 個人情報や研究情報等の重要な情報の適切な管理を含む情報セキュリティ

の向上 

○個人情報の管理に関する監査の実施（対策２－（５））（計画５．１） 

平成 29～33 年監査実施計画に基づき，個人情報の管理に関する監査を，

対象組織へ予めアンケート形式による予備調査を実施して知識等を確認し，

保護管理者や保護担当者に対してヒアリング形式による本調査を行う方法

により，実施した。 

（４） その他業務運営に関する特記事項等 

省エネポスターコンテスト

グランプリ作品 
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結果は，個人情報・機微な情報ともに適切に管理，取扱いされており，総

じて法令及び学内管理体制の全般を理解し適切に取り扱っていることを確

認した。なお，特定個人情報の監査結果についても，問題となる取扱いはな

かった。 

 

③ インシデント対応に係る未然防止及び被害最小化や被害拡大防止のための

取組 

○教職員を対象とした情報セキュリティ講習及び標的型メール訓練の実施 

（対策２－（４））（計画４．１） 

個人情報保護に関する教育研修会を五十嵐地区と旭町地区の両地区で個

人情報保護と情報セキュリティを内容に実施し（参加者計 187 人），また，

サーバ管理者向けセキュリティ講習会を実施した（参加者 49 人）。  

職員番号を持つすべての教職員を対象に，２か月間かけて，e-learning に

よる情報セキュリティに関する研修を実施した（参加者 1,531 人）。 

また，本学のアカウントを使用する者のうち半数程度の 2,000 人を抽出し，

これも２か月間かけて，標的型メール攻撃訓練を実施した。 

○学生を対象とした情報セキュリティ講習の実施 

（対策２－（４））（計画４．１） 

すべての新入生（大学院，編入学生を含む）を対象に，情報セキュリティ

講習会を４月に実施し，講習会の未受講者に対しては情報システムの利用制

限を行った。 

また，留学生向けに４月と９月の２回，教育実習生向けに４月の１回，セ

キュリティ講習会を開催した。 

 

 

 その他の法令遵守（コンプライアンス）に関する取組について  

○会計ハンドブックの改訂及び財務マネジメント研修の実施（年度計画【83-1】） 

「新潟大学における研究費等の不正防止計画」に基づき，会計ルールや運用

に関して，会計ハンドブックを改訂（２回）し，学内に配布した。また，同計

画に基づく手続事例等を収集し，周知を行った。 

部局会計担当職員が教員に対して適切に会計ルールの指導，助言を行えるよ

う財務マネジメント研修「自習型」「説明会型」を実施した。各種会計マニュア

ルをテキストとしてテーマに沿って学習する「自習型」は，５科目を開設し，

事務系職員 695 人中，延べ 471 人が受講し，確認テストの結果，延べ 409 人が

修了した（修了認定点 80 点以上）。「説明会型」は，２テーマ開催し，延べ 133

人の参加があった。本研修実施により，会計担当職員の会計ルールの理解，意

識向上に繋がった。 
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Ⅲ 予算（人件費見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画 

 
  ※ 財務諸表及び決算報告書を参照    
 

Ⅳ 短期借入金の限度額 

 

中期計画別紙 中期計画別紙に基づく年度計画 実 績 

１ 短期借入金の限度額 
4,010,345 千円 
 

２ 想定される理由 
運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発生等

により緊急に必要となる対策費として借り入れる
ことが想定されるため。 

１ 短期借入金の限度額 
4,010,345 千円 
 

２ 想定される理由 
運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発生等

により緊急に必要となる対策費として借り入れる
ことが想定されるため。 

１ 短期借入の実績 
実績なし。 

 
 

Ⅴ 重要財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

 

中期計画別紙 中期計画別紙に基づく年度計画 実 績 

１ 重要な財産を譲渡する計画 
(1) 好山寮の跡地（新潟県妙高市大字関川コク

ハ平 2413 番 16,17，面積 3,286.78 ㎡）を譲
渡する。 

(2) 関屋寄宿舎（学生寄宿舎：六花寮）の跡地
（新潟県新潟市中央区関屋字風砂除 2番 18，
土地面積 10,100.58 ㎡，建物面積 5,292.67
㎡）を譲渡する。 

(3) 教育学部長岡附属学校の土地の一部（新潟
県長岡市学校町1丁目1284番 2，土地面積485
㎡）を譲渡する。  

(4) 歯学部の土地の一部（新潟県新潟市中央区
学校町通二番町 5274 番 6，面積 261.56 ㎡）
を譲渡する。 

(5）学長宿舎（新潟県新潟市中央区水道町 2 丁
目 808 番地 24，土地面積 592.41 ㎡）を譲  
渡する。 

(6）五十嵐地区の土地の一部（東側土地）（新
潟県新潟市西区五十嵐二の町 8050 番地  
の一部，土地面積 1,081.08 ㎡）を譲渡する。 

(7）五十嵐地区の土地の一部（東側飛地）（新

１ 重要な財産を譲渡する計画 
(1) 好山寮の跡地（新潟県妙高市大字関川コク

ハ平 2413 番 16,17，土地面積 3,286.78 ㎡）
を譲渡する。 

(2) 教育学部長岡附属学校の土地の一部（新潟
県長岡市学校町1丁目1284番 2，土地面積485
㎡）を譲渡する。 

(3) 学長宿舎（新潟県新潟市中央区水道町 2 丁
目 808 番地 24，土地面積 592.41 ㎡）を譲渡
する。 

(4) 五十嵐地区の土地の一部（東側土地）（新
潟県新潟市西区五十嵐二の町 8050 番地の一
部，土地面積 1,081.08 ㎡）を譲渡する。 

(5) 五十嵐地区の土地の一部（東側飛地）（新
潟県新潟市西区五十嵐二の町 8050 番地の一
部，土地面積 726.75 ㎡）を譲渡する。 

 
 
 
 
 

１ 重要な財産の譲渡 
(1) 教育学部長岡附属学校の土地の一部の売払

いについては，平成 29 年５月 16 日に長岡市
と土地売買契約を締結し,平成 29年５月 26日
に土地所有権を移転した。 

(2) 学長宿舎の売払いについては，平成 29 年 10
月５日に土地売買契約を締結し，平成 29 年 10
月 27 日土地所有権を移転した。 

(3) 五十嵐地区の土地の一部（東側土地）の売
払いについては，平成 29 年６月８日に新潟市
と土地売買契約を締結し,平成 29年８月 28日
に土地所有権を移転した。 

(4) 五十嵐地区の土地の一部（東側飛地）の売
払いについては，平成 29 年 10 月５日に土地
売買契約を締結し,平成 29年 11月６日に土地
所有権を移転した。 
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潟県新潟市西区五十嵐二の町 8050 番地  
の一部，土地面積 726.75 ㎡）を譲渡する。 

 
２ 重要な財産を担保に供する計画 

医歯学総合病院の施設・設備の整備に必要とな
る経費の長期借入に伴い，本学の土地及び建物に
ついて担保に供する。  

 
 
 
２ 重要な財産を担保に供する計画 

医歯学総合病院の施設・設備の整備に必要とな
る経費の長期借入に伴い，本学の土地及び建物に
ついて担保に供する。 

 
 
 
２ 担保に供した重要な財産 

医歯学総合病院の基幹・環境整備（ナースコー
ル設備更新等）に必要となる経費の長期借入に伴
い，本学の土地について担保に供した。 

 
 

Ⅵ 剰余金の使途 

 

中期計画別紙 中期計画別紙に基づく年度計画 実 績 

○ 決算において剰余金が発生した場合 
 

教育，研究，診療その他の事業の質の向上及び
組織運営の改善に充てる。 

○ 決算において剰余金が発生した場合 
 

教育，研究，診療その他の事業の質の向上及び
組織運営の改善に充てる。 

 
 

平成 28 年度決算において発生した剰余金の内，
506,437 円を第２食堂トイレ改修工事費の一部に
充当して執行した。 
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Ⅶ そ の 他   １ 施設・設備に関する計画 

 

中期計画別紙 中期計画別紙に基づく年度計画 実 績 

 

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財  源 

五十嵐地区ライフ

ライン再生（電気

設備等）， 

小規模改修 

総額    569 

 

 

 

 

 

施設整備費補助金 

（131 百万円） 

（独）大学改革支援・

学位授与機構施設費

交付金  

 （438 百万円） 

 
（注１） 施設・設備の内容，金額については見込みであり，中

期目標を達成するために必要な業務の実施状況等を勘

案した施設・設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・
設備の改修等が追加されることもある。 

（注２）  小規模改修について平成 28 年度以降は平成 27年度同

額として試算している。 
     なお，各事業年度の施設整備費補助金，（独）大学改

革支援・学位授与機構施設費交付金，長期借入金につい

ては，事業の進展等により所要額の変動が予想されるた
め，具体的な額については，各事業年度の予算編成過程
等において決定される。 

 

 

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財  源 

基幹・環境整備（ナ

ースコール設備更

新等），ライフラ

イン再生（電気設

備・五十嵐地区），

ライフライン再生

（電気設備・旭

町），小規模改修 

総額    357 

 

 

 

 

 

 

施設整備費補助金 

（31 百万円） 

長期借入金 

（278 百万円） 

（独）大学改革支援・

学位授与機構施設費

交付金  

 （48 百万円） 

 
注） 金額は見込みであり，上記のほか，業務の実施状況等を勘

案した施設・設備の整備や，老朽度合い等を勘案した施設・

設備の改修等が追加されることもあり得る。 

 

施設・設備の内容 決定額（百万円） 財  源 

基幹・環境整備（ナ

ースコール設備更

新等），脳病理標

本バーチャルシス

テム，ライフライ

ン再生（電気設

備・五十嵐地区），

ライフライン再生

（電気設備・旭

町），ライフライ

ン再生（電気設

備・村松他），小

規模改修 

総額    634 

 

 

 

 

 

施設整備費補助金 

(279 百万円) 

設備整備費補助金 

  (29 百万円) 

長期借入金 

(278 百万円) 

（独）大学改革支援・

学位授与機構施設費

交付金  

 （48 百万円） 

 

 

 

○ 計画の実施状況等 
 
・基幹・環境整備（ナースコール設備更新等）については，平成 28 年度単年度事業の繰越分であり，309 百万円を執行した（内訳：施設整備費補助金 31 百

万円，長期借入金 278 百万円）。 
・脳病理標本バーチャルシステムについては，平成 28 年度単年度事業の繰越分であり，29 百万円を執行した。 
・ライフライン再生（電気設備・五十嵐地区）については，平成 29 年度単年度事業であり，105 百万円を執行した。 
・ライフライン再生（電気設備・旭町地区）については，平成 29 年度単年度事業であり，101 百万円を執行した。 
・ライフライン再生（電気設備・村松他）については，平成 29 年度補正予算で措置された平成 29 年度単年度事業であり，42 百万円を翌事業年度へ繰り越

して執行することとした。 
・小規模改修について，(独)大学改革支援・学位授与機構施設費交付金として措置された 48 百万円により，五十嵐地区において整備を行った。 
・年度計画と実績の差異は以下のとおり。 
・平成 28 年度予算の繰越による脳病理標本バーチャルシステムの整備（設備整備費補助金＋29 百万円）。 
・平成 29 年度単年度事業によるライフライン再生（電気設備・五十嵐地区，及び電気設備・旭町地区）の実施（施設整備費補助金＋206 百万円）。 
・平成 29 年度補正予算によるライフライン再生（電気設備・村松他）の措置（施設整備費補助金＋42 百万円）。 
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Ⅶ そ の 他   ２ 人事に関する計画 

 

中期計画別紙 中期計画別紙に基づく年度計画 実 績 

○ 優秀な人材を雇用・確保するため，クロスアポ
イントメント制度を導入するとともに，教員の年
俸制導入を促進し，人事・給与制度の更なる弾力
化に取り組む。 

○ 管理運営の強化のため，専門的知見を有する職
員を配置するとともに，体系的なスタッフ･ディベ
ロップメント（SD）を実施する。また，研究推進
等に関する専門分野の強化のため，リサーチ・ア
ドミニストレーター（URA）など高度な専門的知見
を有する職員を安定的に採用・育成する。 

○ 教職員の多様化を図り，教育研究を活性化する
ため，優秀な若手教員の活躍の場を全学的に拡大
するとともに，性別に関係なく能力を十分に発揮
できる環境を整備する。 

 
（参考）中期目標期間中の人件費総額見込み 

146,567 百万円(退職手当は除く)   

○ シニア教員の年俸制への切替や流動性の高い分
野の若手研究者への年俸制の適用等により，年俸
制教員を 15％以上とする。 

○ 年俸制教員の業績評価の結果を踏まえ，年俸制
以外の教員に係る人事評価制度を見直す。 

 
 
 
 
 
 
○ 女性教員比率を高めるとともに，女性研究者等
の活躍促進に向けた各種事業を実施する。 

 
（参考１）平成 29 年度の常勤職員数 1,918 人 
     また，任期付き職員数の見込みを 603 人 

とする。 
（参考２）平成 29 年度の人件費総額見込み 

25,079 百万円（退職手当は除く。） 

○ 「（１）業務運営の改善及び効率化に関する目
標を達成するための措置」ｐ64，参照 

 
○ 年俸制教員については，平成 27 年度・28 年度の
業績評価を業績給に反映させ，本年度は年俸制適
用が３年となる教員について業績評価に基づく基
本給改訂を行った。また，年俸制教員と年俸制以
外の教員では，業績評価書の様式及び評価結果の
評語が異なっていたことから，評価基準を統一す
るため，年俸制以外の教員についても原則として
年俸制の業績評価書を用いることとした。 

○ 「（１）業務運営の改善及び効率化に関する目
標を達成するための措置」ｐ62，参照 
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○ 別表１（学部の学科、研究科の専攻等の定員未充足の状況について） 

 

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率 

 (a) 
      (人) 

(b) 
(人) 

(b)/(a)×100 
(％) 

人文学部 912 1,007 110.4 
 人文学科 912 1,006 110.3 
（従前の課程）    
 行動科学課程 － 1 － 
    
教育学部 1,330 1,418 106.6 
 学校教員養成課程 880 935 106.2 
 学習社会ネットワーク課程 135 142 105.1 
 生活科学課程 45 49 108.8 
 健康スポーツ科学課程 90 95 105.5 
 芸術環境創造課程 180 197 109.4 
    
法学部 730 790 108.2 
 法学科 730 790 108.2 
    
経済学部 1,250 1,370 109.6 
 経済学科（昼間コース） 660 701 106.2 
 経済学科（夜間主コース） 100 114 114.0 
 経営学科（昼間コース） 430 482 112.0 
 経営学科（夜間主コース） 60 73 121.6 
    
理学部 790 887 112.2 
 理学科 200 215 107.5 
 数学科 105 124 118.0 
 物理学科 135 166 122.9 
 化学科 105 120 114.2 
 生物学科 60 74 123.3 
 地質科学科 75 81 108.0 
 自然環境科学科 90 107 118.8 
 第３年次編入学学部共通（外数） 20   
    
医学部 1,435 1,469 102.3 
 医学科 755 782 103.5 
 保健学科 680 687 101.0 
    
歯学部 352 351 99.7 
 歯学科 260 258 99.2 
 口腔生命福祉学科 92 93 101.0 
    

 

 

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率 

 (a) 
       (人) 

(b) 
        (人) 

(b)/(a)×100 
        (％) 

工学部 2,010 2,228 110.8 
 工学科 530 548 103.3 
 機械システム工学科 264 304 115.1 
 電気電子工学科 219 249 113.6 
 情報工学科 192 233 121.3 
 福祉人間工学科 150 188 125.3 
 化学システム工学科 234 258 110.2 
 建設学科 234 278 118.8 
 機能材料工学科 147 170 115.6 
 第３年次編入学学部共通（外数） 40   
    
農学部 660 717 108.6 
 農学科 175 186 106.2 
 農業生産科学科 165 189 114.5 
 応用生物化学科 150 172 114.6 
 生産環境科学科 150 170 113.3 
 第３年次編入学学部共通（外数） 20   
    
創生学部 65  71 109.2 
 創生学修課程 65 71 109.2 
    

学士課程 計 9,534 10,308 108.1 

    
教育学研究科 32 32 100.0 
 学校教育専攻（修士課程） 5 6 120.0 
 教科教育専攻（修士課程） 27 26 96.2 
     
現代社会文化研究科（博士前期課程） 120 127 105.8 
 現代文化専攻 20 30 150.0 
 社会文化専攻 40 43 107.5 
 法政社会専攻 20 8 40.0 
 経済経営専攻 40 46 115.0 
    
自然科学研究科（博士前期課程） 974 948 97.3 
 数理物質科学専攻 126 115 91.2 
 材料生産システム専攻 286 288 100.6 
 電気情報工学専攻 244 264 108.1 
 生命・食料科学専攻 140 123 87.8 
 環境科学専攻 178 158 88.7 
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学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率 

 (a) 
    (人) 

(b) 
(人) 

(b)/(a)×100 
(％) 

保健学研究科（博士前期課程） 40 50 125.0 
 保健学専攻 40 50 125.0 
    
医歯学総合研究科 52 38 73.0 
 医科学専攻（修士課程） 40 30 75.0 
 口腔生命福祉学専攻（博士前期課程） 12 8 66.6 
    

修士課程 計 1,218 1,195 98.1 

    
現代社会文化研究科（博士後期課程） 60 96 160.0 
 人間形成研究専攻 18 38 211.1 
 共生文化研究専攻 21 34 161.9 
 共生社会研究専攻 21 17 80.9 
（従前の専攻）    
 人間形成文化論専攻 － 5 － 
 地域社会形成論専攻 － 2 － 
    
自然科学研究科（博士後期課程） 210 200 95.2 
 数理物質科学専攻 39 41 105.1 
 材料生産システム専攻 48 25 52.0 
 電気情報工学専攻 39 20 51.2 
 生命・食料科学専攻 39 43 110.2 
 環境科学専攻 45 68 151.1 
（従前の専攻）    
 環境共生科学専攻 － 2 － 
 情報理工学専攻 － 1 － 
    
保健学研究科（博士後期課程） 18 39 216.6 
 保健学専攻 18 39 216.6 
    
医歯学総合研究科 413 477 115.4 
 口腔生命福祉学専攻（博士課程） 9 14 155.5 
 分子細胞医学専攻（博士課程） 88 111 126.1 
 生体機能調節医学専攻（博士課程） 148 206 139.1 
 地域疾病制御医学専攻（博士課程） 56 30 53.5 
 口腔生命科学専攻（博士後期課程） 112 116 103.5 
    

博士課程 計 701 812 115.8 
 

 

○ 計画の実施状況等 

本学における平成 29 年５月１日現在の課程ごとの収容定員の充足状況は，学
士課程 108.1％，修士課程 98.1％，博士課程 115.8％，専門職学位課程 120.0％
であり，収容定員を適切に充足した教育活動を行っている。 
 
 
 
 

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率 

 (a) 
       (人) 

(b) 
 (人) 

(b)/(a)×100 
 (％) 

教育学研究科 30 35 116.6 
 教育実践開発専攻（専門職学位課程） 30 35 116.6 
    
技術経営研究科（専門職学位課程）  20  25 125.0 
 技術経営専攻 20 25 125.0 
    

専門職学位課程 計 50 60 120.0 

    
養護教諭特別別科 50 39 78.0 
    
    
教育学部    
 附属幼稚園    学級数 3 90 48 53.3 
 附属新潟小学校  学級数 15 468 456 97.4 
      （うち複式学級 3）    
 附属長岡小学校  学級数 12 420 368 87.6 
 附属新潟中学校  学級数 9 360 353 98.0 
 附属長岡中学校  学級数 9 360 356 98.8 
 附属特別支援学校    
  小学部     学級数 3 18 17 94.4 
      （うち複式学級 3）    
  中学部     学級数 3 18 18 100.0 
  高等部     学級数 3 24 30 125.0 
    

 
 


